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平成２１年度介護報酬改定等について 

 

 平成 21年度介護報酬が、去る平成 20年 12月 26日に社会保障審議会からの答申を受けて以下

のとおり改正され平成 21年 4月 1日より適用される予定です。 

 国においては、パブリックコメントを経て 3 月上旬を目処に基準の公布や解釈通知を行う予定

としておりますが、介護報酬の算定に当たっては、「介護給付費算定に係る体制等に関する届出書」

等を県に提出していただく必要がありますので、今回改正が行われた加算等を算定する場合は、

以下に従って必ず届出を行ってください。 

 ○提出期限 （居宅サービス）平成２１年３月２５日（水） 

       （施設サービス）平成２１年４月１日（水） 

 ○提出書類  ①「介護給付費算定に係る体制等に関する届出書」（資料２－別添１） 

        ②「介護給付費算定に係る体制等状況一覧表」（資料２－別添２） 

        ③ 各体制に係る添付書類（※） 

 （※）「各体制に係る添付書類」の内容ほか、具体的な報酬算定の要件等については、今後発出

される解釈通知において示される見込みですので、届出にあたってはその内容を十分に確認して

ください。特に、今回の報酬改定においては、新規設定や変更となった加算等のほか、これまで

届出を要しなかったものが届出必要とされた加算もありますので留意してください。 

 なお、基準の内容や解釈通知等については厚生労働省のホームページに掲載される他、県のホ

ームページにも掲載しますので、必ずご確認ください（一部の解釈通知案については既に「集団

指導資料ページ」に掲載しておりますので参考としてください）。 

 ※県高齢福祉保険課ホームページ 

  解釈通知等に関する情報：http://www.pref.aomori.lg.jp/welfare/welfare/kaigo_hourei_tsuuchi.html 

  加算届出に関する情報：http://www.pref.aomori.lg.jp/welfare/welfare/jigyousha_housyuutaisei.html 

  平成 20年度集団指導資料：http://www.pref.aomori.lg.jp/welfare/welfare/H20_syudanshidou.html 

 

○介護報酬改定に係る基本視点 

（１）介護従事者の人材確保・処遇改善 

 介護従事者の離職率が高く、人材確保が困難である現状を改善し、質の高いサービスを

安定的に提供するためには、介護従事者の処遇改善を進めるとともに、経営の効率化への

努力を前提としつつ経営の安定化を図ることが必要である。 

 このため、 

① 各サービスの機能や特性に応じ、夜勤業務など負担の大きな業務に対して的確に人員

を確保する場合に対する評価 

資 料 ２ 
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② 介護従事者の能力に応じた給与を確保するための対応として、介護従事者の専門性等

のキャリアに着目した評価 

③ 介護従事者の賃金の地域差への対応として、介護報酬制度における地域差の勘案方法

（地域区分毎の単価設定）等の見直し 

を行う。 

 

（２）医療との連携や認知症ケアの充実 

① 医療と介護の機能分化・連携の推進 

 介護が必要となっても住み慣れた地域で自立した生活を続けることができるよう、医療

から介護保険でのリハビリテーションに移行するにあたり、介護保険によるリハビリテー

ションの実施機関数やリハビリテーションの内容の現状等を踏まえ、医療と介護の継ぎ目

のないサービスを効果的に利用できるようにする観点からの見直しを行う。 

 また、利用者の状態に応じた訪問看護の充実を図る観点からの評価の見直しや、居宅介

護支援における入院時や退院・退所時の評価を行う。 

 介護療養型老人保健施設については、療養病床からの転換が円滑に進められるよう、実

態に応じた適切な評価を行うという観点から評価の見直しを行う。 

② 認知症高齢者等の増加を踏まえた認知症ケアの推進 

 「認知症の医療と生活の質を高める緊急プロジェクト」報告を踏まえ、認知症高齢者等

やその家族が住み慣れた地域での生活を継続できるようにするとともに、認知症ケアの質

の向上を図るため、認知症行動・心理症状への緊急対応や若年性認知症の受け入れへの評

価、認知症高齢者等へのリハビリテーションの対象拡大、専門的なケア提供体制に対する

評価等を行う。 

 また、居宅介護支援や訪問介護において、認知症高齢者等へのサービスの評価を行う。 

 

（３）効率的なサービスの提供や新たなサービスの検証 

① サービスの質を確保した上での効率的かつ適正なサービスの提供 

 介護サービス事業の運営の効率化を図るため、サービスの質の確保を図りつつ、人員配

置基準等の見直しを行う。例えば、訪問介護事業所のサービス提供責任者の常勤要件、夜

間対応型訪問介護事業所のオペレーター資格要件、小規模多機能型居宅介護の夜勤体制要

件、介護老人保健施設の支援相談員の常勤要件等必要な見直しを行う。 

 また、介護保険制度の持続性の確保及び適切な利用者負担の観点から、居住系施設に入

所している要介護者への居宅療養管理指導や介護保険施設における外泊時費用を適正化

するなど、効率的かつ適正なサービス提供に向けた見直しを行う。 

② 平成１８年度に新たに導入されたサービスの検証及び評価の見直し 
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 平成１８年度に新たに導入された各種サービス（新予防給付・地域密着型サービス等）

について、より多くの利用者に適切に利用されるよう、サービスに対する評価の算定状況、

普及・定着の度合いや事業者の経営状況等を把握した上で、より適切な評価の在り方につ

いての検討を行い、必要な見直しを行う。 

 

○各サービスの報酬・基準見直しの内容 

Ⅰ．介護従事者処遇改善に係る各サービス共通の見直し 

（１）サービスの特性に応じた業務負担に着目した評価 

 施設における夜勤業務負担への評価、重度・認知症対応への評価や訪問介護におけるサ

ービス提供責任者の緊急的な業務負担につき評価を行うなど、各サービスの機能や特性に

応じ、夜勤業務など負担の大きな業務に対して的確に人員を確保する場合の評価を行う。 

 

（２）介護従事者の専門性等のキャリアに着目した評価（（（（サービスサービスサービスサービス提供体制強化加算提供体制強化加算提供体制強化加算提供体制強化加算）））） 

 介護従事者の専門性等に係る適切な評価及びキャリアアップを推進する観点から、介護

福祉士の資格保有者が一定割合雇用されている事業所が提供するサービスについて評価を

行うとともに、職員の早期離職を防止して定着を促進する観点から、一定以上の勤続年数

を有する者が一定割合雇用されている事業所が提供するサービスについて評価を行う。 

 加えて、24 時間のサービス提供が必要な施設サービスについては、安定的な介護サービ

スの提供を確保する観点から、常勤職員が一定割合雇用されている事業所について評価を

行う。 

サービス 要件 単位 

訪問入浴介護訪問入浴介護訪問入浴介護訪問入浴介護    

研修等を実施しており、かつ、次のいず

れかに該当すること。 
①介護福祉士が 30％以上配置されてい

ること。 
②介護福祉士及び介護職員基礎研修修了

者の合計が 50％以上配置されている

こと。 

24242424 単位単位単位単位／／／／回回回回    

訪問看護訪問看護訪問看護訪問看護    
研修等を実施しており、かつ、3 年以上

の勤続年数のある者が 30％以上配置さ

れていること。 
６６６６単位単位単位単位／／／／回回回回    

訪問訪問訪問訪問リハビリテーションリハビリテーションリハビリテーションリハビリテーション    
3 年以上の勤続年数のある者が配置され

ていること。 
６６６６単位単位単位単位／／／／回回回回    

通所介護通所介護通所介護通所介護    
通所通所通所通所リハビリテーションリハビリテーションリハビリテーションリハビリテーション    

次のいずれかに該当すること。 
①介護福祉士が 40％以上配置されてい

ること。 
②3年以上の勤続年数のある者が 30％以

上配置されていること。 

①①①①：：：：12121212 単位単位単位単位／／／／回回回回    
②②②②：：：：６６６６単位単位単位単位／／／／回回回回    
＜＜＜＜介護予防介護予防介護予防介護予防通所介護通所介護通所介護通所介護・・・・介護予防介護予防介護予防介護予防通所通所通所通所リハビリリハビリリハビリリハビリ＞＞＞＞    
要支援要支援要支援要支援１１１１はははは    
        ①①①①：：：：48484848 単位単位単位単位////人人人人・・・・月月月月    
        ②②②②：：：：24242424 単位単位単位単位////人人人人・・・・月月月月    
    要支援要支援要支援要支援２２２２はははは    
        ①①①①：：：：96969696 単位単位単位単位////人人人人・・・・月月月月    
        ②②②②：：：：48484848 単位単位単位単位////人人人人・・・・月月月月    

療養通所介護療養通所介護療養通所介護療養通所介護    
3年以上の勤続年数のある者が 30％以上

配置されていること。 
６６６６単位単位単位単位／／／／回回回回    
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介護老人福祉施設介護老人福祉施設介護老人福祉施設介護老人福祉施設    
介護老人保健施設介護老人保健施設介護老人保健施設介護老人保健施設    
介護療養型医療介護療養型医療介護療養型医療介護療養型医療施設施設施設施設    
短期入所生活介護短期入所生活介護短期入所生活介護短期入所生活介護    
短期入所療養介護短期入所療養介護短期入所療養介護短期入所療養介護    

次のいずれかに該当すること。 
①介護福祉士が 50％以上配置されてい

ること。 
②常勤職員が 75％以上配置されている

こと。 
③3年以上の勤続年数のある者が 30％以

上配置されていること。 

①①①①：：：：12121212 単位単位単位単位／／／／人人人人・・・・日日日日    
②②②②・・・・③③③③：：：：６６６６単位単位単位単位／／／／人人人人・・・・日日日日    

※１訪問介護及び居宅介護支援については、特定事業所加算の見直しを行う。 
※２表中①・②・③の単位設定がされているものについては、いずれか一つのみを算定することができ

る。 
※３介護福祉士に係る要件は「介護職員の総数に占める介護福祉士の割合」、常勤職員に係る要件は「看

護・介護職員の総数に占める常勤職員の割合」、勤続年数に係る要件は「利用者にサービスを直接提

供する職員の総数に占める３年以上勤続職員の割合」である。 

 
（３）地域区分の見直し 

 介護従事者の給与は地域差が大きく、大都市部の事業所ほど給与費が高く経営を圧迫す

る傾向にあることを踏まえ、地域差を勘案する人件費にかかる職員の範囲を「直接処遇職

員」から「人員配置基準において具体的に配置を規定されている職種の職員」に拡大し、

人件費の評価を見直す。 

 また、経営実態調査の結果を踏まえて、サービス毎の人件費割合について見直すととも

に、各地域区分の報酬単価の上乗せ割合についても見直す。 

 
＜地域区分ごとの報酬単価＞ 
特別区   12％       15％ 
特甲地   10％       10％ 
甲地    ６％   ⇒   ６％ 
乙地    ３％       ５％ 
そのそのそのその他他他他            ００００％％％％                            ００００％％％％    

 
＜人件費割合＞ 

70％ 
訪問介護／訪問入浴介護／居宅介護支

援 
60％ 

訪問介護／訪問入浴介護／通所介護

／特定施設入居者生活介護／居宅介

護支援 55％ 
訪問看護／訪問リハビリテーション／

通所リハビリテーション 

40％ 

訪問看護／訪問リハビリテーション

／通所リハビリテーション／短期入

所生活介護／短期入所療養介護／介

護老人福祉施設／介護老人保健施設

／介護療養型医療施設 

 
 
 
 
 
 
→ 

45％ 

通所介護／短期入所生活介護／短期入

所療養介護／特定施設入居者生活介護

／介護老人福祉施設／介護老人保健施

設／介護療養型医療施設／ 

※介護予防サービスのある居宅サービスについては、いずれも介護予防サービスを含む。 

 
＜介護報酬１単位当たりの単価の見直しの全体像と見直し後の単価＞ 

＜現行＞ 

 特別区 特甲地 甲地 乙地 その他 
上乗せ割合 12％ 10％ ６％ ３％ ０％ 

60％ 10.72円 10.60円 10.36円 10.18円 10円 人件費 
割合 40％ 10.48円 10.40円 10.24円 10.12円 10円 

                    ↓ 

＜見直し後＞ 

 特別区 特甲地 甲地 乙地 その他 
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上乗せ割合 15％ 10％ ６％ ５％ ０％ 
70％ 11.05円 10.70円 10.42円 10.35円 10円 
55％ 10.83円 10.55円 10.33円 10.28円 10円 

人件費 
割合 

45％ 10.68円 10.45円 10.27円 10.23円 10円 
 

 なお、地域区分の地域割りについては、平成 18 年度以降の市町村合併に伴い、平成 21

年４月１日時点の名称により示される区域を対象区域とする。 

 

（４）中山間地域等における小規模事業所の評価（（（（中山間地域中山間地域中山間地域中山間地域等等等等におけるにおけるにおけるにおける小規模事業所小規模事業所小規模事業所小規模事業所加算加算加算加算）））） 

 いわゆる中山間地域等にある小規模事業所については、規模の拡大や経営の効率化を図

ることが困難であり、人件費等の割合が高くならざるを得ず、経営が厳しい状況にあるこ

とを踏まえ、いわゆる中山間地域等のうち、現行の特別地域加算対象地域以外の半島振興

法指定地域等について、当該地域に所在する小規模の事業所が行う訪問介護等の一定のサ

ービスについて評価を行う。なお、本加算は支給限度額の対象としないものとする。 

中山間地域等中山間地域等中山間地域等中山間地域等におけるにおけるにおけるにおける小規模事業所小規模事業所小規模事業所小規模事業所加算加算加算加算    ⇒    所定単位数所定単位数所定単位数所定単位数のののの 10101010％％％％をををを加算加算加算加算    
 

※算定要件 
・対象となるサービスは、訪問介護（予防含む）、訪問入浴介護（予防含む）、訪問看護（予防含む）、居

宅介護支援及び福祉用具貸与（予防含む） 
・「中山間地域等」とは、特別地域加算対象地域以外の地域で、半島振興法、特定農山村法、過疎地域自

立促進特別措置法、豪雪地帯対策特別措置法、辺地に係る公共的施設の総合整備のための財政上の特

別措置等に関する法律に指定されている地域をいう。 
・「小規模事業所」とは、訪問介護は訪問回数が 200 回以下／月（予防訪問介護は実利用者が５人以下

／月）、訪問入浴介護は訪問回数が 20回以下／月（予防訪問入浴介護は訪問回数が５回以下／月）、訪

問看護は訪問回数が 100 回以下／月（予防訪問看護は訪問回数が５回以下／月）、居宅介護支援は実

利用者が 20人以下／月、福祉用具貸与は実利用者が 15人以下／月（予防福祉用具貸与は実利用者数

が５人以下／月）の事業所をいう。 

 

（５）中山間地域等に居住する者にサービス提供した事業所への評価（（（（中中中中山間地域等山間地域等山間地域等山間地域等にににに居住居住居住居住すすすす

るるるる者者者者へのへのへのへのサービスサービスサービスサービス提供加算提供加算提供加算提供加算）））） 

 事業所が通常通常通常通常のののの事業実施地域事業実施地域事業実施地域事業実施地域をををを越越越越えてえてえてえて中山間地域等に居住する者にサービスを提供した

場合には、移動費用が相当程度必要となることを踏まえ、評価を行う。なお、本加算は支

給限度額の対象としないものとする。 

中中中中山間地域等山間地域等山間地域等山間地域等にににに居住居住居住居住するするするする者者者者へのへのへのへのサービスサービスサービスサービス提供加算提供加算提供加算提供加算    ⇒    所定単位数所定単位数所定単位数所定単位数のののの５５５５％％％％をををを加算加算加算加算    
 

※算定要件 
・対象となるサービスは、移動費用を要する訪問介護（予防含む）、訪問入浴介護（予防含む）、訪問看

護（予防含む）、訪問リハビリテーション（予防含む）、通所介護（予防含む）、通所リハビリテーショ

ン（予防含む）、居宅介護支援及び福祉用具貸与（予防含む） 
・「中山間地域等」とは、半島振興法、特定農山村法、山村振興法、離島振興法、沖縄振興特別措置法、

奄美群島振興開発特別措置法、小笠原諸島振興開発特別措置法、過疎地域自立促進特別措置法、豪雪

地帯対策特別措置法、辺地に係る公共的施設の総合整備のための財政上の特別措置等に関する法律に

指定されている地域をいう。 
・各事業者が、運営規程に定めている通常の事業実施地域を越えてサービスを提供する場合に認める。 
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○各サービス別改定等の内容 

１ （介護予防）訪問介護 

報酬改定 

＜基本報酬＞〔居〕（※〔居〕…居宅サービスのみ該当、〔予〕…予防サービスのみ該当、無印…両サービスに該当） 

 訪問介護については、訪問介護員等の処遇改善の必要性を踏まえつつ、サービスの効果的な

推進を図る観点から、短時間の訪問に対する評価を行う。 

身体介護身体介護身体介護身体介護（（（（３０３０３０３０分未満分未満分未満分未満））））      231単位／回 ⇒ 254254254254 単位単位単位単位／／／／回回回回    
生活援助生活援助生活援助生活援助（（（（３０３０３０３０分以上分以上分以上分以上１１１１時間未満時間未満時間未満時間未満）））） 208単位／回 ⇒ 229229229229 単位単位単位単位／／／／回回回回 

 

＜加算＞ 

①①①①特定事業所加算特定事業所加算特定事業所加算特定事業所加算〔居〕（（（（要件見直要件見直要件見直要件見直しししし））））    

 訪問介護員等及びサービス提供責任者について、介護職員基礎研修の受講、介護福祉士の

資格取得など段階的なキャリアアップを推進する観点から、特定事業所加算について、要件

の見直しを行う。 

特定事業所加算（Ⅰ） ⇒ 所定単位数の 20％を加算 
特定事業所加算特定事業所加算特定事業所加算特定事業所加算（（（（ⅡⅡⅡⅡ）））） ⇒ 所定単位数の 10％を加算（（（（算定要件算定要件算定要件算定要件のののの見直見直見直見直しししし）））） 
特定事業所加算（Ⅲ） ⇒ 所定単位数の 10％を加算 

 

※算定要件 
【特定事業所加算（Ⅰ）】 
体制要件、人材要件（①及び②）、重度要介護者等対応要件のいずれにも適合 
【特定事業所加算（Ⅱ）】 
体制要件、人材要件（①又は②）のいずれにも適合 
【特定事業所加算（Ⅲ）】 
体制要件、重度要介護者等対応要件のいずれにも適合 
 
＜体制要件＞ 
①すべての訪問介護員等に対して個別の研修計画を作成し、研修を実施又は実施を予定していること。 
②利用者に関する情報、サービス提供に当たっての留意事項の伝達又は訪問介護員等の技術指導を目的

とした会議を定期的に開催すること。 
③サービス提供責任者が、訪問介護員等に利用者に関する情報やサービス提供に当たっての留意事項を

文書等の確実な方法により伝達してから開始し、終了後、適宜報告を受けていること。 
④すべての訪問介護員等に対し、健康診断等を定期的に実施していること。 
⑤緊急時等における対応方法が利用者に明示されていること。 
＜人材要件＞ 
①訪問介護員等の総数のうち介護福祉士が 30％以上、又は介護福祉士・介護職員基礎研修課程修了者・

１級訪問介護員の合計が 50％以上であること。 
②すべてのサービス提供責任者が３年以上の実務経験を有する介護福祉士又は５年以上の実務経験を有

する介護職員基礎研修課程修了者・１級訪問介護員であること。ただし、居宅サービス基準上、１人

を超えるサービス提供責任者を配置しなければならない事業所については、２人以上のサービス提供

責任者が常勤であること。 
＜重度要介護者等対応要件＞ 
前年度又は前３月の利用者のうち、要介護４～５・認知症日常生活自立度Ⅲ以上の利用者の総数が 20％
以上であること。 

※特定事業所加算(Ⅰ)～(Ⅲ)は、いずれか一つのみを算定することができる。 

    
②②②②初回加算初回加算初回加算初回加算（（（（新規新規新規新規））））、、、、緊急時訪問介護加算緊急時訪問介護加算緊急時訪問介護加算緊急時訪問介護加算〔居〕（（（（新規新規新規新規））））    

 サービス提供責任者について、特に労力のかかる初回時及び緊急時の対応を評価する。 
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初回加算初回加算初回加算初回加算    ⇒    200200200200 単位単位単位単位／／／／月月月月    
 

※算定要件(介護予防訪問介護も同様) 
新規に訪問介護計画を作成した利用者に対して、初回に実施した訪問介護と同月内に、サービス提供責

任者が、自ら訪問介護を行う場合又は他の訪問介護員等が訪問介護を行う際に同行訪問した場合 

 
緊急時訪問介護加算緊急時訪問介護加算緊急時訪問介護加算緊急時訪問介護加算    ⇒    100100100100 単位単位単位単位／／／／回回回回    

    

※算定要件 
利用者やその家族等からの要請を受けて、サービス提供責任者がケアマネジャーと連携を図り、ケアマ

ネジャーが必要と認めたときに、サービス提供責任者又はその他の訪問介護員等が居宅サービス計画に

ない訪問介護（身体介護）を行った場合 

 
③③③③３３３３級級級級ヘルパーヘルパーヘルパーヘルパーのののの取扱取扱取扱取扱いいいい（（（（変更変更変更変更））））    

 ３級ヘルパーについては、原則原則原則原則としてとしてとしてとして平成平成平成平成２１２１２１２１年年年年３３３３月末月末月末月末でででで報酬上報酬上報酬上報酬上のののの評価評価評価評価をををを廃止廃止廃止廃止するするするするが、現

に業務に従事している者について、最終的な周知及び円滑な移行を図る観点から、事業者が

該当する従事者に対して、２２２２級課程等上位級課程等上位級課程等上位級課程等上位のののの資格資格資格資格をををを取得取得取得取得するようするようするようするよう通知通知通知通知することをすることをすることをすることを条件条件条件条件にににに、、、、一一一一

年間年間年間年間にににに限定限定限定限定したしたしたした経過措置経過措置経過措置経過措置をををを設設設設けるけるけるける。 

３３３３級級級級ヘルパーヘルパーヘルパーヘルパーによりによりによりにより行行行行われるわれるわれるわれる場合場合場合場合    ⇒    所定単位数所定単位数所定単位数所定単位数のののの 70707070％％％％にににに減算減算減算減算（（（（予防予防予防予防はははは 80808080％）％）％）％）    
    

※算定要件 
平成２１年３月３１日時点で、３級訪問介護員が指定訪問介護事業所に雇用されている場合であって、

当該者が指定訪問介護を行う場合は、平成２２年３月３１日までの間、所定単位数の 100分の 70（介護

予防訪問介護は 100分の 80）に相当する単位数を算定する 

 
④④④④中山間地域等中山間地域等中山間地域等中山間地域等におけるにおけるにおけるにおける小規模事業所加算小規模事業所加算小規模事業所加算小規模事業所加算（（（（新規新規新規新規））））、、、、中中中中山間地域等山間地域等山間地域等山間地域等にににに居住居住居住居住するするするする者者者者へのへのへのへのサービスサービスサービスサービス

提供加算提供加算提供加算提供加算（（（（新規新規新規新規））））    ⇒Ｐ５    
 
基準改定 

Ⅰ．サービス提供責任者の配置に関する規定を以下のように改正する。 

① 指定訪問介護事業所ごとに、訪問介護員等であって専ら指定訪問介護の職務に従事するも

ののうち事業の規模に応じて１人以上の者をサービス提供責任者としなければならないこ

と。 

② 常勤職員を基本としつつ、非常勤職員の登用を一定程度可能とすること。 

③ 居宅サービス基準上、１人を超えるサービス提供責任者を配置しなければならない事業所

においては、原則として１人分のみの常勤換算を可能とすること。 

④ あわせて、居宅サービス基準上、５人を超えるサービス提供責任者を配置しなければなら

ない事業所については、当該事業所におけるサービス提供責任者の３分の２以上を常勤者

とするものとすること。 

⑤ この場合の非常勤のサービス提供責任者については、当該事業所における勤務時間が、当

該事業所において定められている常勤の従業者が勤務すべき時間数の２分の１に達してい

ること。 

※ 介護予防訪問介護についても同様の改正を行う。 
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２ （介護予防）訪問入浴介護 

報酬改定 

＜加算＞ 

①①①①サービスサービスサービスサービス提供体制強化加算提供体制強化加算提供体制強化加算提供体制強化加算（（（（新規新規新規新規））））    ⇒Ｐ３ 
 

②②②②中山間地域等中山間地域等中山間地域等中山間地域等におけるにおけるにおけるにおける小規模事業所加算小規模事業所加算小規模事業所加算小規模事業所加算（（（（新規新規新規新規）、）、）、）、中中中中山間地域等山間地域等山間地域等山間地域等にににに居住居住居住居住するするするする者者者者へのへのへのへのサービスサービスサービスサービス

提供加算提供加算提供加算提供加算（（（（新規新規新規新規））））    ⇒Ｐ５    
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３ （介護予防）訪問看護 

報酬改定 

＜加算＞ 

①①①①特別管理加算特別管理加算特別管理加算特別管理加算（（（（要件追加要件追加要件追加要件追加））））、、、、長時間訪問看護加算長時間訪問看護加算長時間訪問看護加算長時間訪問看護加算（（（（新規新規新規新規））））    

 利用者の状態に応じた訪問看護の充実を図る観点から、特別管理加算については、その対

象となる状態に重度の褥瘡を追加する。さらに、特別管理加算の対象者について、1時間 30

分以上の訪問看護を実施した場合について評価を行う。 

特別管理加算特別管理加算特別管理加算特別管理加算 ⇒    250250250250単位単位単位単位／／／／月月月月    
 

※算定要件 重度の褥瘡を追加 

 
長時間訪問看護加算長時間訪問看護加算長時間訪問看護加算長時間訪問看護加算    ⇒    300300300300 単位単位単位単位／／／／回回回回    

 

※算定要件 
特別管理加算の対象者に対して、１回の時間が１時間 30分を超える訪問看護を行った場合、訪問看護の

所定サービス費（１時間以上１時間 30分未満）に上記単位数を加算する。 

 
②②②②複数名訪問加算複数名訪問加算複数名訪問加算複数名訪問加算（（（（新規新規新規新規））））    

 同時に２人の職員が１人の利用者に対し訪問看護を行った場合について評価を行う。 

複数名訪問加算複数名訪問加算複数名訪問加算複数名訪問加算    ３０３０３０３０分未満分未満分未満分未満    ⇒    254254254254 単位単位単位単位／／／／回回回回    
                                ３０３０３０３０分以上分以上分以上分以上    ⇒    402402402402 単位単位単位単位／／／／回回回回    

 

※算定要件 
同時に複数の看護師等により訪問看護を行うことについて、利用者やその家族等の同意を得ている場合

であって、次のいずれかに該当する場合 
①利用者の身体的理由により１人の看護師等による訪問看護が困難と認められる場合 
②暴力行為、著しい迷惑行為、器物破損行為等が認められる場合 
③その他利用者の状況から判断して、①又は②に準ずると認められる場合 

 
③③③③ターミナルケアターミナルケアターミナルケアターミナルケア加算加算加算加算〔居〕（（（（変更変更変更変更））））    

 ターミナルケアの充実を図り、医療保険との整合性を図る観点から、ターミナルケア加算

の算定要件の緩和及び評価の見直しを行う。 

ターミナルケアターミナルケアターミナルケアターミナルケア加算加算加算加算 1,200単位／死亡月 ⇒ 2222,,,,000000000000 単位単位単位単位／／／／死亡月死亡月死亡月死亡月 
 

※算定要件（変更点） 
①死亡日前 14日以内に２回以上ターミナルケアを実施していること。 
②主治医との連携の下に、訪問看護におけるターミナルケアに係る計画及び支援体制について利用者及

びその家族等に対して説明を行い、同意を得てターミナルケアを実施していること。 

 
④④④④サービスサービスサービスサービス提供体制強化加算提供体制強化加算提供体制強化加算提供体制強化加算（（（（新規新規新規新規））））    ⇒Ｐ３ 

 
⑤⑤⑤⑤中山間地域等中山間地域等中山間地域等中山間地域等におけるにおけるにおけるにおける小規模事業所加算小規模事業所加算小規模事業所加算小規模事業所加算（（（（新規新規新規新規）、）、）、）、中中中中山間地域等山間地域等山間地域等山間地域等にににに居住居住居住居住するするするする者者者者へのへのへのへのサービスサービスサービスサービス

提供加提供加提供加提供加算算算算（（（（新規新規新規新規））））    ⇒Ｐ５    
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４ 訪問リハビリテーション 

報酬改定 

＜算定基準＞ 

○○○○介護老人保健施設介護老人保健施設介護老人保健施設介護老人保健施設からのからのからのからの訪問訪問訪問訪問リハビリテーションリハビリテーションリハビリテーションリハビリテーション    

 通所リハビリテーションの利用者が通所できなくなった際にも円滑な訪問リハビリテーシ

ョンの提供を可能とする観点から、介護老人保健施設で通所リハビリテーションを受けてい

る利用者については、通所リハビリテーション終了後一月に限り、当該施設の配置医師がリ

ハビリテーション計画を作成し、訪問リハビリテーションを提供することを可能とする。 

 

＜基本報酬＞ 

 基本報酬については、医療保険等との整合性を図る観点から、1 日単位ではなく、サービス

提供時間に応じた評価に見直す。 

訪問訪問訪問訪問リハビリテーションリハビリテーションリハビリテーションリハビリテーション費費費費 500単位／日 ⇒ 305305305305 単位単位単位単位／／／／回回回回 
※20分間リハビリテーションを行った場合に１回として算定 

 

＜加算＞ 

①①①①短期集中短期集中短期集中短期集中リハビリテーションリハビリテーションリハビリテーションリハビリテーション実施加算実施加算実施加算実施加算（（（（変更変更変更変更：：：：〔居〕））））    

 早期かつ集中的なリハビリテーションを推進する観点から、短期集中リハビリテーション

実施加算の評価を見直す。 

短期集中短期集中短期集中短期集中リハビリテーションリハビリテーションリハビリテーションリハビリテーション実施加算実施加算実施加算実施加算（（（（退院退院退院退院・・・・退所日又退所日又退所日又退所日又はははは認定日認定日認定日認定日からからからから起算起算起算起算してしてしてして１１１１月以内月以内月以内月以内のののの場合場合場合場合）））） 
 330 単位／日（週２回以上・１回 20分以上） ⇒ 340340340340 単位単位単位単位／／／／日日日日（（（（週週週週２２２２回以上回以上回以上回以上・・・・１１１１回回回回 40404040 分以上分以上分以上分以上）））） 

 
②②②②サービスサービスサービスサービス提供体制強化加算提供体制強化加算提供体制強化加算提供体制強化加算（（（（新規新規新規新規））））    ⇒Ｐ３ 

 
③③③③中中中中山間地域等山間地域等山間地域等山間地域等にににに居住居住居住居住するするするする者者者者へのへのへのへのサービスサービスサービスサービス提供加算提供加算提供加算提供加算（（（（新規新規新規新規））））    ⇒Ｐ５    
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５ （介護予防）居宅療養管理指導 

報酬改定 

＜基本報酬＞ 

①①①①看護職員看護職員看護職員看護職員がががが行行行行うううう居宅療養管理指導居宅療養管理指導居宅療養管理指導居宅療養管理指導（（（（新規新規新規新規））））    

 居宅療養している要介護者（要支援者）やその家族の療養上の不安や悩みを解決し、円滑

な療養生活を送ることを可能にするため、生活上の支援を目的とした看護職員による相談等

を評価する。 

居宅療養管理指導費居宅療養管理指導費居宅療養管理指導費居宅療養管理指導費（（（（保健師保健師保健師保健師・・・・看護師看護師看護師看護師がががが行行行行うううう場合場合場合場合））））    ⇒    400400400400 単位単位単位単位／／／／回回回回    
 

※算定要件 
・通院が困難な在宅の利用者のうち、医師が看護職員による居宅療養管理指導が必要であると判断し、利

用者の同意が得られた者に対して、居宅療養管理指導事業所の看護職員が訪問し、療養上の相談及び支援

を行い、その内容について、医師や居宅介護支援事業者に情報提供を行った場合に算定する。 
・要介護新規認定、要介護更新認定又は要介護認定の変更に伴い作成された居宅サービス計画に基づき、

指定居宅サービスの提供が開始されてからの２月の間に１回を限度として算定する。 
・訪問診療や訪問看護等を受けている者については算定できない。 

※※※※准看護師准看護師准看護師准看護師がががが行行行行うううう場合場合場合場合はははは所定単位数所定単位数所定単位数所定単位数にににに 90/10090/10090/10090/100 をををを乗乗乗乗じたじたじたじた単位数単位数単位数単位数でででで算定算定算定算定。。。。    

 
②②②②薬剤師薬剤師薬剤師薬剤師によるによるによるによる居宅療養管理指導居宅療養管理指導居宅療養管理指導居宅療養管理指導（（（（変更変更変更変更））））    

 薬剤師による居宅療養管理指導について、他職種との連携を推進し、医療保険との整合性

を図る観点からその評価を見直す。 

居宅療養管理指導費居宅療養管理指導費居宅療養管理指導費居宅療養管理指導費（（（（在宅利用者在宅利用者在宅利用者在宅利用者のののの場合場合場合場合））））    
＜＜＜＜薬局薬局薬局薬局のののの薬剤師薬剤師薬剤師薬剤師がががが行行行行うううう場合場合場合場合＞＞＞＞    
（月２回目以降） 300単位／回 ⇒    （（（（月月月月２２２２回目以降回目以降回目以降回目以降））））    500500500500 単位単位単位単位／／／／回回回回    

 

※算定要件 
医師又は歯科医師の指示に基づき策定した薬学的管理指導計画に基づき、利用者を訪問し、薬学的な管理

指導を行い、関係職種への必要な報告及び情報提供を行った場合に、１月に４回を限度として算定する。

ただし、末期の悪性腫瘍の者又は中心静脈栄養を受けている者に対して行う場合には、１週に２回、かつ、

１月に８回を限度として算定する。 

※１ 月１回目については、現行どおり（500単位／回） 
※２ 病院又は診療所の薬剤師が行う場合は、月２回を限度とする。 

 
③③③③居住系施設入居者居住系施設入居者居住系施設入居者居住系施設入居者にににに対対対対するするするする居宅療養管理指導居宅療養管理指導居宅療養管理指導居宅療養管理指導（（（（変更変更変更変更））））    

 居住系施設に入居している要介護者（要支援者）に対する居宅療養管理指導（薬剤師、管

理栄養士、歯科衛生士等によるものに限る。）について、移動等に係る労力が在宅利用者への

訪問に比して少ないことを踏まえ、その評価を適正化する。 

居宅療養管理指導費（居住系施設に入居している利用者の場合） 
＜＜＜＜病院又病院又病院又病院又はははは診療所診療所診療所診療所のののの薬剤師薬剤師薬剤師薬剤師がががが行行行行うううう場合場合場合場合＞＞＞＞    
（月１回目又は２回目） 550単位／回 ⇒ 385単位／回（月２回まで） 
（月３回目以降）    300単位／回 

＜＜＜＜薬局薬局薬局薬局のののの薬剤師薬剤師薬剤師薬剤師がががが行行行行うううう場合場合場合場合＞＞＞＞    
（月１回目）      500単位／回 ⇒ 350単位／回（月４回まで） 
（月２回目以降）    300単位／回    

＜＜＜＜管理栄養士管理栄養士管理栄養士管理栄養士がががが行行行行うううう場合場合場合場合＞＞＞＞    
            530単位／回 ⇒ 450単位／回 

＜＜＜＜歯科衛生士等歯科衛生士等歯科衛生士等歯科衛生士等がががが行行行行うううう場合場合場合場合＞＞＞＞    
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            350単位／回 ⇒ 300単位／回 

 
基準改定 

Ⅰ．看護職員による居宅療養管理指導に関する基準を追加し、訪問看護訪問看護訪問看護訪問看護ステーションステーションステーションステーションからもからもからもからも看看看看

護職員護職員護職員護職員によるによるによるによる居宅療養管理指導居宅療養管理指導居宅療養管理指導居宅療養管理指導をををを行行行行うことができるうことができるうことができるうことができる（（（（※※※※））））こととする。 

※訪問看護ステーションが居宅療養管理指導を行うにあたっては、指定申請が必要です（みなし

指定とはなりません）。 
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６ （介護予防）通所介護 

報酬改定 

＜基本報酬＞〔居〕 

 規模別の事業所に対する評価のあり方について、収支差率の状況等を踏まえ、スケールメリ

ットを考慮しつつ、全体として事業所の規模の拡大による経営の効率化に向けた努力を損なう

ことがないようにするとの観点から、規模の設定及び評価を見直す。 

通常規模通所介護費（規模設定規模設定規模設定規模設定のみのみのみのみ変更変更変更変更、報酬は現行どおり） 
 平均利用延人員平均利用延人員平均利用延人員平均利用延人員 301人～900人／月の事業所 ⇒ 301301301301人人人人～～～～750750750750 人人人人／／／／月月月月のののの事業所事業所事業所事業所 

 

大規模型通所介護費大規模型通所介護費大規模型通所介護費大規模型通所介護費（（（（ⅠⅠⅠⅠ）＜）＜）＜）＜平均利用延人員平均利用延人員平均利用延人員平均利用延人員がががが 751751751751 人人人人～～～～900900900900 人人人人／／／／月月月月のののの事業所事業所事業所事業所＞＞＞＞（（（（新規新規新規新規））））    
（例）～所要時間６時間以上８時間未満の場合 
要介護１ 1,677単位／日   要介護要介護要介護要介護１１１１    1,1,1,1,665665665665 単位単位単位単位／／／／日日日日 
要介護２ 1,789単位／日   要介護要介護要介護要介護２２２２    1,1,1,1,776776776776 単位単位単位単位／／／／日日日日 
要介護３ 1,901単位／日 ⇒ 要介護要介護要介護要介護３３３３    1,1,1,1,886886886886 単位単位単位単位／／／／日日日日 
要介護４ 1,013単位／日   要介護要介護要介護要介護４４４４    1,1,1,1,996996996996 単位単位単位単位／／／／日日日日 
要介護５ 1,125単位／日   要介護要介護要介護要介護５５５５    1,1061,1061,1061,106 単位単位単位単位／／／／日日日日 

 

大規模型通所介護費大規模型通所介護費大規模型通所介護費大規模型通所介護費（（（（ⅡⅡⅡⅡ）＜）＜）＜）＜平均利用延人員平均利用延人員平均利用延人員平均利用延人員がががが 900900900900 人人人人／／／／月月月月超超超超のののの事業所事業所事業所事業所＞＞＞＞（（（（変更変更変更変更））））    
（例）～所要時間６時間以上８時間未満の場合 

要介護１ 1,609単位／日    要介護要介護要介護要介護１１１１    1,1,1,1,648648648648 単位単位単位単位／／／／日日日日 
要介護２ 1,710単位／日    要介護要介護要介護要介護２２２２    1,1,1,1,755755755755 単位単位単位単位／／／／日日日日 
要介護３ 1,811単位／日  ⇒ 要介護要介護要介護要介護３３３３    1,1,1,1,862862862862 単位単位単位単位／／／／日日日日 
要介護４ 1,912単位／日    要介護要介護要介護要介護４４４４    1,1,1,1,969969969969 単位単位単位単位／／／／日日日日 
要介護５ 1,013単位／日    要介護要介護要介護要介護５５５５    1,0771,0771,0771,077 単位単位単位単位／／／／日日日日 
※ 通常規模型の所定単位数の

90/100に相当する単位数 

 
⇒⇒⇒⇒そのそのそのその他他他他のののの基本報酬単位基本報酬単位基本報酬単位基本報酬単位のののの詳細詳細詳細詳細についてはについてはについてはについては「「「「介護報酬介護報酬介護報酬介護報酬のののの算定構造算定構造算定構造算定構造（（（（案案案案）」）」）」）」をををを参照参照参照参照。。。。    
    

＜加算＞ 

①①①①個別機能訓練加算個別機能訓練加算個別機能訓練加算個別機能訓練加算（（（（ⅡⅡⅡⅡ））））〔居〕（（（（新規新規新規新規））））    

 個別ニーズに対応する機能訓練の体制及びサービス提供方法に着目した評価を行う。 

個別機能訓練加算個別機能訓練加算個別機能訓練加算個別機能訓練加算（（（（ⅡⅡⅡⅡ））））    ⇒    42424242 単位単位単位単位／／／／日日日日    
※※※※現行現行現行現行のののの個別機能訓練加算個別機能訓練加算個別機能訓練加算個別機能訓練加算（（（（22227777 単位単位単位単位））））はははは「「「「個別機能訓練加算個別機能訓練加算個別機能訓練加算個別機能訓練加算ⅠⅠⅠⅠ」」」」にににに名称名称名称名称をををを変更変更変更変更。。。。    
※算定はいずれか一方に限る。 

 

※算定要件 
次のいずれにも該当する場合 
①専ら機能訓練指導員の職務に従事する常勤の理学療法士、作業療法士、言語聴覚士、看護職員、柔道

整復師又はあん摩マッサージ指圧師を１名以上配置していること。 
②機能訓練指導員、看護職員、介護職員、生活相談員その他の職種の者が共同して、利用者ごとに個別

機能訓練計画を作成し、当該計画に基づき、計画的に機能訓練を行っていること。 
③個別機能訓練計画作成にあたっては、利用者の自立の支援と日常生活の充実に資することを目的とし

て複数の機能訓練の項目が設定され、その実施にあたっては、グループに分けて活動を行っているこ

と。 

 
②②②②サービスサービスサービスサービス提供体制強化加算提供体制強化加算提供体制強化加算提供体制強化加算（（（（新規新規新規新規））））    ⇒Ｐ３ 

 
③③③③中中中中山間地域等山間地域等山間地域等山間地域等にににに居住居住居住居住するするするする者者者者へのへのへのへのサービスサービスサービスサービス提供加算提供加算提供加算提供加算（（（（新規新規新規新規））））    ⇒Ｐ５    
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④④④④若年性若年性若年性若年性認知症利用者受入加算認知症利用者受入加算認知症利用者受入加算認知症利用者受入加算（（（（新規新規新規新規））））    ⇒Ｐ３３ 
 

⑤⑤⑤⑤栄養改善加算栄養改善加算栄養改善加算栄養改善加算（（（（変更変更変更変更））））    ⇒Ｐ３４    
 

⑤⑤⑤⑤口腔機能向上加算口腔機能向上加算口腔機能向上加算口腔機能向上加算（（（（変更変更変更変更））））    ⇒Ｐ３４ 
    

⑥⑥⑥⑥アクティビティアクティビティアクティビティアクティビティ実施実施実施実施加算加算加算加算〔予〕（（（（変更変更変更変更））））    ⇒Ｐ３４    
    

⑦⑦⑦⑦事業所評価加算事業所評価加算事業所評価加算事業所評価加算〔予〕（（（（要件変更要件変更要件変更要件変更））））    ⇒Ｐ３５ 
    
基準改定 

Ⅰ．指定療養通所介護事業所の利用定員を「５人以下」から「８人以下」に改める。 

Ⅱ．指定療養通所介護を行うための専用の部屋の面積を「８平方メートルに利用定員を乗じた面

積以上」から「６．４平方メートルに利用定員を乗じた面積以上」に改める。 
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７ （介護予防）通所リハビリテーション 

報酬改定 

＜基本報酬＞〔居〕 

 リハビリテーションの利用者が、医療保険から介護保険に移行しても、ニーズに沿ったサー

ビスを継ぎ目なく一貫して受けることができるよう、短時間・個別のリハビリテーションにつ

いての評価を行うとともに、リハビリテーションの実施者について医療保険との整合性を図る。 

通所通所通所通所リハビリテーションリハビリテーションリハビリテーションリハビリテーション（（（（１１１１時間以上時間以上時間以上時間以上２２２２時間未満時間未満時間未満時間未満）（）（）（）（新規新規新規新規））））    
（例）～通常規模事業所の場合 
要介護要介護要介護要介護１１１１    270270270270 単位単位単位単位／／／／回回回回    
要介護要介護要介護要介護２２２２    300300300300 単位単位単位単位／／／／回回回回    
要介護要介護要介護要介護３３３３    330330330330 単位単位単位単位／／／／回回回回    
要介護要介護要介護要介護４４４４    360360360360 単位単位単位単位／／／／回回回回    
要介護要介護要介護要介護５５５５    390390390390 単位単位単位単位／／／／回回回回 

※１ 個別リハビリテーションを 20分以上実施した場合に限り算定 
※※※※２２２２    研修研修研修研修をををを修了修了修了修了したしたしたした看護師看護師看護師看護師、、、、准看護師准看護師准看護師准看護師、、、、あんあんあんあん摩摩摩摩マッサージマッサージマッサージマッサージ指圧師又指圧師又指圧師又指圧師又はははは柔道整復師柔道整復師柔道整復師柔道整復師ががががサービスサービスサービスサービスをををを提供提供提供提供したしたしたした場場場場

合合合合にはにはにはには、、、、所定単位数所定単位数所定単位数所定単位数にににに 50/10050/10050/10050/100 をををを乗乗乗乗じたじたじたじた単位数単位数単位数単位数でででで算定算定算定算定。。。。    

 
 一定規模以上の事業所に対する評価のあり方については、事業規模別の収支差率の状況等を

踏まえ、スケールメリットを考慮しつつ、全体として事業所の規模の拡大による経営の効率化

に向けた努力を損なうことがないようにするとの観点から、規模の設定及び評価を見直す。 

通常規模通所介護費（規模設定規模設定規模設定規模設定のみのみのみのみ変更変更変更変更、報酬は現行どおり） 
 平均利用延人員平均利用延人員平均利用延人員平均利用延人員 ～900人／月の事業所 ⇒ ～～～～750750750750 人人人人／／／／月月月月のののの事業所事業所事業所事業所 

 

大規模大規模大規模大規模のののの事業所事業所事業所事業所ⅠⅠⅠⅠ＜＜＜＜平均利用延人員平均利用延人員平均利用延人員平均利用延人員がががが 751751751751 人人人人～～～～900900900900 人人人人／／／／月月月月のののの事業所事業所事業所事業所＞＞＞＞（（（（新規新規新規新規））））    
（例）～所要時間６時間以上８時間未満の場合 
要介護１ 1,688単位／日   要介護要介護要介護要介護１１１１    1,1,1,1,666676767676 単位単位単位単位／／／／日日日日 
要介護２ 1,842単位／日   要介護要介護要介護要介護２２２２    1,1,1,1,827827827827 単位単位単位単位／／／／日日日日 
要介護３ 1,995単位／日 ⇒ 要介護要介護要介護要介護３３３３    1,1,1,1,939939939939 単位単位単位単位／／／／日日日日 
要介護４ 1,149単位／日   要介護要介護要介護要介護４４４４    1,1291,1291,1291,129 単位単位単位単位／／／／日日日日 
要介護５ 1,303単位／日   要介護要介護要介護要介護５５５５    1,1,1,1,281281281281 単位単位単位単位／／／／日日日日 

 

大規模大規模大規模大規模のののの事業所事業所事業所事業所ⅡⅡⅡⅡ＜＜＜＜平均利用延人員平均利用延人員平均利用延人員平均利用延人員がががが 900900900900 人人人人／／／／月月月月超超超超のののの事業所事業所事業所事業所＞＞＞＞（（（（変更変更変更変更））））    
（例）～所要時間６時間以上８時間未満の場合 

要介護１ 1,619単位／日    要介護要介護要介護要介護１１１１    1,1,1,1,666655558888 単位単位単位単位／／／／日日日日 
要介護２ 1,758単位／日    要介護要介護要介護要介護２２２２    1,1,1,1,805805805805 単位単位単位単位／／／／日日日日 
要介護３ 1,896単位／日  ⇒ 要介護要介護要介護要介護３３３３    1,1,1,1,914914914914 単位単位単位単位／／／／日日日日 
要介護４ 1,034単位／日    要介護要介護要介護要介護４４４４    1,0991,0991,0991,099 単位単位単位単位／／／／日日日日 
要介護５ 1,173単位／日    要介護要介護要介護要介護５５５５    1,1,1,1,247247247247 単位単位単位単位／／／／日日日日 
※ 通常規模型の所定単位数の

90/100に相当する単位数 

 
⇒⇒⇒⇒そのそのそのその他他他他のののの基本報酬単位基本報酬単位基本報酬単位基本報酬単位のののの詳細詳細詳細詳細についてはについてはについてはについては「「「「介護報酬介護報酬介護報酬介護報酬のののの算定構造算定構造算定構造算定構造（（（（案案案案）」）」）」）」をををを参照参照参照参照。。。。    

 

＜加算＞ 

①①①①理学療法士等体制強化加算理学療法士等体制強化加算理学療法士等体制強化加算理学療法士等体制強化加算〔居〕（（（（新規新規新規新規））））    

 理学療法士等を手厚く配置している事業所を評価する。 
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理学療法士等体制強化加算理学療法士等体制強化加算理学療法士等体制強化加算理学療法士等体制強化加算    ⇒⇒⇒⇒    30303030 単位単位単位単位／／／／日日日日    
 

※算定要件 
常勤かつ専従の理学療法士等を２名以上配置していること（１時間以上２時間未満の通所リハビリテー

ションについてのみ加算）。 

 
②②②②短期集中短期集中短期集中短期集中リハビリテーションリハビリテーションリハビリテーションリハビリテーション実施加算実施加算実施加算実施加算〔居〕（（（（変更変更変更変更）、）、）、）、個別個別個別個別リハビリテーションリハビリテーションリハビリテーションリハビリテーション加算加算加算加算〔居〕（（（（新新新新

規規規規））））    

 早期かつ集中的なリハビリテーションをさらに充実する観点から評価を見直すとともに、

３か月以内に限定にする。併せて、３か月以降の個別リハビリテーションについて、新たな

評価を行う。 

短期集中短期集中短期集中短期集中リハビリテーションリハビリテーションリハビリテーションリハビリテーション実施加算実施加算実施加算実施加算    
退院・退所後又は認定日から起算して 
１１１１月以内月以内月以内月以内                180単位／日 ⇒    280280280280 単位単位単位単位／／／／日日日日    
１１１１月超月超月超月超３３３３月以内月以内月以内月以内    130単位／日 ⇒    140140140140 単位単位単位単位／／／／日日日日    
３３３３月超月超月超月超                    180単位／日 
     ⇒    個別個別個別個別リハビリテーションリハビリテーションリハビリテーションリハビリテーション加算加算加算加算（（（（新規新規新規新規））））    80808080 単位単位単位単位／／／／日日日日（（（（月月月月 13131313 回回回回をををを限度限度限度限度））））    

※退院・退所後又は認定日から起算して３月超に個別リハビリテーションを行った場合には、個別リハビ

リテーション加算として 80単位／日を算定（月 13回を限度）。 

 
③③③③リハビリテーションマネジメントリハビリテーションマネジメントリハビリテーションマネジメントリハビリテーションマネジメント加算加算加算加算〔居〕（（（（変更変更変更変更））））    

 リハビリテーションマネジメント加算について、リハビリテーションの定期的な評価とし

て位置づけるとともに、事務処理の簡素化の観点から、月に１回評価を行うこととし、報酬

額を再設定する。 

リハビリテーションマネジメントリハビリテーションマネジメントリハビリテーションマネジメントリハビリテーションマネジメント加算加算加算加算    20単位／日 ⇒ 230230230230 単位単位単位単位／／／／月月月月    
※月に８回以上通所リハビリテーションを行っている場合に算定。 

 
⑤⑤⑤⑤サービスサービスサービスサービス提供体制強化加算提供体制強化加算提供体制強化加算提供体制強化加算（（（（新規新規新規新規））））    ⇒Ｐ３ 

 
⑥⑥⑥⑥中中中中山間地域等山間地域等山間地域等山間地域等にににに居住居住居住居住するするするする者者者者へのへのへのへのサービスサービスサービスサービス提供加算提供加算提供加算提供加算（（（（新規新規新規新規））））    ⇒Ｐ５ 

    
⑦⑦⑦⑦認知症短期集中認知症短期集中認知症短期集中認知症短期集中リハビリテーションリハビリテーションリハビリテーションリハビリテーション実施加算実施加算実施加算実施加算〔居〕（（（（新規新規新規新規））））    ⇒Ｐ３３ 

 
⑧⑧⑧⑧若年性若年性若年性若年性認知症利用者受入加算認知症利用者受入加算認知症利用者受入加算認知症利用者受入加算（（（（新規新規新規新規））））    ⇒Ｐ３３ 

 
⑨⑨⑨⑨栄養改善加算栄養改善加算栄養改善加算栄養改善加算（（（（変更変更変更変更））））    ⇒Ｐ３４    

 
⑩⑩⑩⑩口腔機能向上加算口腔機能向上加算口腔機能向上加算口腔機能向上加算（（（（変更変更変更変更））））    ⇒Ｐ３４    

 
⑪⑪⑪⑪事業所評価加算事業所評価加算事業所評価加算事業所評価加算〔予〕（（（（要件変更要件変更要件変更要件変更））））    ⇒Ｐ３５ 

 
基準改定 

Ⅰ．医療保険において、脳血管等疾患リハビリテーション又は運動器疾患リハビリテーションを

算定している病院・診療所については、介護保険の通所リハビリテーションを行えるよう「み

なし指定」を行う。 

Ⅱ．理学療法士・作業療法士・言語聴覚士・看護師・准看護師・介護職員（以下「ＰＴ等」とい
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う。）の配置に関する規定を以下のように改める。 

① 利用者が１０人までは 1 人とし、１０人を超える場合は、常勤換算方法で１０：１以上確

保されていること。 

② そのうち、専ら指定通所リハビリテーションの提供に当たる理学療法士、作業療法士又は

言語聴覚士が、常勤換算方法で、利用者が１００人又はその端数を増すごとに１人以上確

保されること。 

＜＜＜＜指定通所指定通所指定通所指定通所リハビリテーションリハビリテーションリハビリテーションリハビリテーションがががが診療所診療所診療所診療所であるであるであるである場合場合場合場合＞＞＞＞    

① 利用者が１０人までは 1 人とし、１０人を超える場合は、常勤換算方法で１０：１以上確

保されていること。 

② そのうち、専ら指定通所リハビリテーションの提供に当たる理学療法士、作業療法士若し

くは言語聴覚士又は通所リハビリテーション若しくはこれに類するサービスに１年以上従

事した経験を有する看護師が、常勤換算方法で、０．１人以上確保されること。 

※ 介護予防通所リハビリテーションについても同様の改正を行う。 
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８ （介護予防）短期入所生活介護 

報酬改定 

＜基本報酬＞ 

⇒⇒⇒⇒基本報酬単位基本報酬単位基本報酬単位基本報酬単位のののの詳細詳細詳細詳細についてはについてはについてはについては「「「「介護報酬介護報酬介護報酬介護報酬のののの算定構造算定構造算定構造算定構造（（（（案案案案）」）」）」）」をををを参照参照参照参照。。。。    
 

＜加算＞ 

①①①①夜勤職員配置加算夜勤職員配置加算夜勤職員配置加算夜勤職員配置加算〔居〕（（（（新規新規新規新規））））    

 基準を上回る夜勤職員の配置を評価する。その際、併設事業所においては、本体施設と一

体の人員配置を評価する。 

夜勤職員配置加算夜勤職員配置加算夜勤職員配置加算夜勤職員配置加算    ⇒    13131313 単位単位単位単位／／／／日日日日（（（（ユニットユニットユニットユニット型事業所型事業所型事業所型事業所はははは 18181818 単位単位単位単位／／／／日日日日））））    
 

※算定要件 
夜勤を行う介護職員・看護職員の数が、最低基準を１人以上上回っている場合 

 
②②②②看護看護看護看護体制加算体制加算体制加算体制加算〔居〕（（（（新規新規新規新規））））、、、、在宅中重度者受入加算在宅中重度者受入加算在宅中重度者受入加算在宅中重度者受入加算〔居〕（（（（変更変更変更変更））））    

 利用者の重度化等に伴う医療ニーズに対応する観点から、常勤の看護師の配置や基準を上

回る看護職員の配置を評価する。それに伴い、現在現在現在現在のののの夜間看護体制加算夜間看護体制加算夜間看護体制加算夜間看護体制加算はははは廃止廃止廃止廃止する。 

看護体制加算看護体制加算看護体制加算看護体制加算（（（（ⅠⅠⅠⅠ））））    ⇒    ４４４４単位単位単位単位／／／／日日日日    
看護体制加算看護体制加算看護体制加算看護体制加算（（（（ⅡⅡⅡⅡ））））    ⇒    ８８８８単位単位単位単位／／／／日日日日    

 

※算定要件 
看護体制加算（Ⅰ） 
常勤の看護師を１名以上配置していること。 
看護体制加算（Ⅱ） 
①看護職員を常勤換算方法で入所者数が 25又はその端数を増すごとに１名以上配置していること 
②当該事業所の看護職員により、又は病院・診療所・訪問看護ステーションの看護職員との連携により、

24時間の連絡体制を確保していること。 

    
在宅中重度者受入加算在宅中重度者受入加算在宅中重度者受入加算在宅中重度者受入加算    
夜間看護体制加算を算定している場合 415単位／日 
            ⇒    看護体制加算看護体制加算看護体制加算看護体制加算（（（（ⅠⅠⅠⅠ））））をををを算定算定算定算定しているしているしているしている場合場合場合場合    421421421421 単位単位単位単位／／／／日日日日    
                    看護体制加算看護体制加算看護体制加算看護体制加算（（（（ⅡⅡⅡⅡ））））をををを算定算定算定算定しているしているしているしている場合場合場合場合    417417417417 単位単位単位単位／／／／日日日日    
                    看護体制加算看護体制加算看護体制加算看護体制加算（（（（ⅠⅠⅠⅠ））））及及及及びびびび（（（（ⅡⅡⅡⅡ））））をいずれもをいずれもをいずれもをいずれも算定算定算定算定しているしているしているしている場合場合場合場合    413413413413 単位単位単位単位／／／／日日日日    
    

夜間看護体制加算を算定していない場合 425単位／日 
            ⇒    看護体制加算看護体制加算看護体制加算看護体制加算をををを算定算定算定算定していないしていないしていないしていない場合場合場合場合    425425425425 単位単位単位単位／／／／日日日日 

 

 
③③③③サービスサービスサービスサービス提供体制強化加算提供体制強化加算提供体制強化加算提供体制強化加算（（（（新規新規新規新規））））    ⇒Ｐ３ 

 
④④④④認知症行動認知症行動認知症行動認知症行動・・・・心理症状緊急対応加算心理症状緊急対応加算心理症状緊急対応加算心理症状緊急対応加算（（（（新規新規新規新規））））    ⇒Ｐ３３    

 
⑤⑤⑤⑤若年性若年性若年性若年性認知症利用者受入加算認知症利用者受入加算認知症利用者受入加算認知症利用者受入加算（（（（新規新規新規新規））））    ⇒Ｐ３３ 
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９ 短期入所療養介護 

報酬改定 

＜基本報酬＞ 

 日帰りの短期入所療養介護（特定短期入所療養介護）について、かかる労力を適切に評価す

る観点から、現在の 1日単位の評価から、サービス提供時間に応じた評価に見直す。 

特定介護老人保健施設短期入所療養介護費特定介護老人保健施設短期入所療養介護費特定介護老人保健施設短期入所療養介護費特定介護老人保健施設短期入所療養介護費（（（（変更変更変更変更））））    
         ３３３３時間以上時間以上時間以上時間以上４４４４時間未満時間未満時間未満時間未満    1,1,1,1,650650650650 単位単位単位単位／／／／日日日日    
760単位／日 ⇒ ４４４４時間以上時間以上時間以上時間以上６６６６時間未満時間未満時間未満時間未満    1111,,,,900900900900 単位単位単位単位／／／／日日日日 
         ６６６６時間以上時間以上時間以上時間以上８８８８時間未満時間未満時間未満時間未満    1,2501,2501,2501,250 単位単位単位単位／／／／日日日日    

※特定病院療養病床短期入所療養介護費、特定診療所短期入所療養介護費及び特定認知症疾患型短期入所療

養介護費についても同様。 

 
⇒⇒⇒⇒そのそのそのその他他他他のののの基本報酬単位基本報酬単位基本報酬単位基本報酬単位のののの詳細詳細詳細詳細についてはについてはについてはについては「「「「介護報酬介護報酬介護報酬介護報酬のののの算定構造算定構造算定構造算定構造（（（（案案案案）」）」）」）」をををを参照参照参照参照。。。。    

 
＜加算＞ 

①①①①個別個別個別個別リハビリテーションリハビリテーションリハビリテーションリハビリテーション実施加算実施加算実施加算実施加算〔〔〔〔介護老人保健施設介護老人保健施設介護老人保健施設介護老人保健施設〕〕〕〕（（（（新規新規新規新規））））    

 短期入所中の集中的なリハビリテーションについては、その効果が高いことを踏まえ、介

護老人保健施設における短期入所療養介護について個別のリハビリテーションの提供を評価

する。 

個別個別個別個別リハビリテーションリハビリテーションリハビリテーションリハビリテーション実施加算実施加算実施加算実施加算    ⇒    240240240240 単位単位単位単位／／／／日日日日    
 

※算定要件 
理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士が、１日 20分以上の個別リハビリテーションを行った場合 

 
②②②②緊急短期入所緊急短期入所緊急短期入所緊急短期入所ネットワークネットワークネットワークネットワーク加算加算加算加算〔居〕（（（（要件変更要件変更要件変更要件変更））））    

 緊急時のニーズへの対応をより拡充する観点から、緊急短期入所ネットワーク加算の算定

要件を見直す。 

緊急短期入所緊急短期入所緊急短期入所緊急短期入所ネットワークネットワークネットワークネットワーク加算加算加算加算＜＜＜＜算定要件算定要件算定要件算定要件＞＞＞＞    
連携している施設の利用定員等の合計が 100以上 
               ⇒ 連携連携連携連携しているしているしているしている施設施設施設施設のののの利用定員等利用定員等利用定員等利用定員等のののの合計合計合計合計がががが 30303030以上以上以上以上    

 

    
③③③③サービスサービスサービスサービス提供体制強化加算提供体制強化加算提供体制強化加算提供体制強化加算（（（（新規新規新規新規））））    ⇒Ｐ３ 

 
④④④④夜勤職員配置加算夜勤職員配置加算夜勤職員配置加算夜勤職員配置加算〔〔〔〔介護老人保健施設介護老人保健施設介護老人保健施設介護老人保健施設〕〕〕〕（（（（新規新規新規新規）））） ⇒ Ｐ２８ 
 
⑤⑤⑤⑤夜勤夜勤夜勤夜勤をををを行行行行うううう職員職員職員職員のののの勤務条件勤務条件勤務条件勤務条件にににに関関関関するするするする基準基準基準基準のののの区分区分区分区分によるによるによるによる加算加算加算加算〔〔〔〔療養病床療養病床療養病床療養病床をををを有有有有するするするする病院病院病院病院〕〕〕〕（（（（変更変更変更変更））））    
 ⇒ Ｐ３１    

 
⑥⑥⑥⑥認知症行動認知症行動認知症行動認知症行動・・・・心理症状緊急対応加算心理症状緊急対応加算心理症状緊急対応加算心理症状緊急対応加算〔〔〔〔介護老人保健施設介護老人保健施設介護老人保健施設介護老人保健施設・・・・療養病床療養病床療養病床療養病床をををを有有有有するするするする病院病院病院病院・・・・診療所診療所診療所診療所〕〕〕〕

（（（（新規新規新規新規））））    ⇒Ｐ３３    
    

⑦⑦⑦⑦若年性若年性若年性若年性認知症利用者受入加算認知症利用者受入加算認知症利用者受入加算認知症利用者受入加算〔〔〔〔介護老人保健施設介護老人保健施設介護老人保健施設介護老人保健施設・・・・療養病床療養病床療養病床療養病床をををを有有有有するするするする病院病院病院病院・・・・診療所診療所診療所診療所におけるにおけるにおけるにおける

短期入所療養介護短期入所療養介護短期入所療養介護短期入所療養介護〕〕〕〕（（（（新規新規新規新規））））    ⇒Ｐ３３ 
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基準改定 

Ⅰ．診療所診療所診療所診療所のののの一般病床一般病床一般病床一般病床のうちのうちのうちのうち、、、、面積面積面積面積やややや人員配置等人員配置等人員配置等人員配置等のののの要件要件要件要件をををを満満満満たすものについたすものについたすものについたすものについてててて短期入所療養介短期入所療養介短期入所療養介短期入所療養介

護護護護のののの実施実施実施実施をををを可能可能可能可能とするとするとするとする（（（（※※※※））））指定基準の見直しを行うとともに、基準適合診療所である指定短

期入所療養介護事業所に係る人員基準等に係る条項（指定居宅サービス等の事業の人員、設備

及び運営に関する基準附則第５条）を削除する。 

※診療所の一般病床での短期入所療養介護を行うにあたっては、指定申請が必要です。 
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１０ （介護予防）特定施設入居者生活介護 

報酬改定 

＜基本報酬＞ 

 特定施設入居者生活介護については、手厚い人員配置に要する経費について、制度的に利用

者負担に求めることができる仕組みとなっているとの費用負担の特性等を踏まえ、介護従事者

の処遇改善を図る観点から、施設サービス等との均衡に配慮しつつ、基本サービス費の評価を

行う。基本サービス費の評価に当たっては、介護予防特定施設入居者生活介護については、在

宅サービスとの均衡を考慮し、評価の見直しを行う。 

特定施設入居者生活介護費特定施設入居者生活介護費特定施設入居者生活介護費特定施設入居者生活介護費    
要支援１ 214単位／日   要支援要支援要支援要支援１１１１    203203203203 単位単位単位単位／／／／日日日日 
要支援２ 494単位／日   要支援要支援要支援要支援２２２２    469469469469 単位単位単位単位／／／／日日日日 
 

要介護１ 549単位／日   要介護要介護要介護要介護１１１１    571571571571 単位単位単位単位／／／／日日日日 
要介護２ 616単位／日 ⇒ 要介護要介護要介護要介護２２２２    641641641641 単位単位単位単位／／／／日日日日 
要介護３ 683単位／日   要介護要介護要介護要介護３３３３    711711711711 単位単位単位単位／／／／日日日日 
要介護４ 750単位／日   要介護要介護要介護要介護４４４４    780780780780 単位単位単位単位／／／／日日日日 
要介護５ 818単位／日   要介護要介護要介護要介護５５５５    851851851851 単位単位単位単位／／／／日日日日    

 

外部外部外部外部サービスサービスサービスサービス利用型特定施設入居者生活介護基本利用型特定施設入居者生活介護基本利用型特定施設入居者生活介護基本利用型特定施設入居者生活介護基本サービスサービスサービスサービス費費費費    
要支援 63単位／日 ⇒ 要支援要支援要支援要支援    60606060 単位単位単位単位／／／／日日日日 
要介護 84単位／日 ⇒ 要介護要介護要介護要介護    87878787 単位単位単位単位／／／／日日日日    

 

 外部サービス利用型特定施設の出来高部分における訪問介護の単価については、居宅サービ

スの訪問介護の単価を踏まえていることから、居宅サービスの訪問介護にならい、短時間の訪

問を評価する。 

外部外部外部外部サービスサービスサービスサービス利用型利用型利用型利用型のののの訪問介護訪問介護訪問介護訪問介護のののの単価単価単価単価〔居〕（（（（変更変更変更変更））））    
身体介護身体介護身体介護身体介護    
１５分未満      190単位／回  ⇒    111199999999単位単位単位単位／／／／回回回回 
１５分以上３０分未満 180単位／回  ⇒ 198198198198単位単位単位単位／／／／回回回回 

生活援助生活援助生活援助生活援助    
１５分未満      145単位／回  ⇒ 111150505050単位単位単位単位／／／／回回回回 
１５分以上１時間未満 
 90単位に所要時間 15分から計算して所要時間が 15分増すごとに 45単位 
    ⇒ 99999999 単位単位単位単位にににに所要時間所要時間所要時間所要時間 15151515 分分分分からからからから計算計算計算計算してしてしてして所要時間所要時間所要時間所要時間がががが 15151515分増分増分増分増すごとにすごとにすごとにすごとに 50505050 単位単位単位単位    

 
＜加算＞ 

①①①①医療機関連携加算医療機関連携加算医療機関連携加算医療機関連携加算（（（（新規新規新規新規））））    

 特定施設における介護と医療との連携を強化するため、利用者の健康状態に関して継続的

に記録するとともに、協力医療機関又は主治医に対して、定期的に情報提供を行うものにつ

いて評価する（介護予防特定施設も同様）。 

医療機関連携加算医療機関連携加算医療機関連携加算医療機関連携加算    ⇒    80808080 単位単位単位単位／／／／月月月月    
 

※算定要件 
看護職員が利用者ごとに健康の状況を継続的に記録するとともに、当該利用者の同意を得て、協力医療
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機関又は当該利用者の主治医に対して、看護職員が当該利用者の健康の状況について月に１回以上情報

を提供した場合 
※看護職員の配置基準がない外部サービス利用型は対象外。 

 
②②②②障害者等支援加算障害者等支援加算障害者等支援加算障害者等支援加算（（（（新規新規新規新規））））    

 養護老人ホームである外部サービス利用型特定施設において、知的障害や精神障害等によ

り特に支援を必要とする利用者に対して基本サービスを提供した場合を評価する。 

障害者等支援加算障害者等支援加算障害者等支援加算障害者等支援加算    ⇒    20202020 単位単位単位単位／／／／日日日日    
 

※算定要件 
養護老人ホームである外部サービス利用型特定施設において、精神上の障害等により特に支援を必要と

する者に対して基本サービスを行った場合 



 

23 

１１ 福祉用具貸与・販売 

報酬改定 

 福祉用具貸与の価格については、同一製品で非常に高額になるケース等(「いわゆる外れ値」)

が一部存在していること等を踏まえ、競争を通じた価格の適正化を推進するため、製品毎等の

貸与価格の分布状況等の把握・分析・公表や、介護給付費通知における同一製品の貸与価格幅

等の通知を可能とするなど、価格競争の活性化を図る。 

 また、福祉用具サービスの向上、貸与種目と販売種目の整理等保険給付の在り方については、

状態像に応じたサービス提供の状況、メンテナンスに係る実態把握、有効性等について早急に

調査研究を行い、「福祉用具における保険給付の在り方に関する検討会」において、引き続き

議論・検討を行い、早急に必要な対応を行う。 

（介護予防福祉用具貸与・販売も同様） 

 

＜加算＞ 

○○○○中山間地域等中山間地域等中山間地域等中山間地域等におけるにおけるにおけるにおける小規模事業所加算小規模事業所加算小規模事業所加算小規模事業所加算（（（（新規新規新規新規））））、、、、中中中中山間地域等山間地域等山間地域等山間地域等にににに居住居住居住居住するするするする者者者者へのへのへのへのサービスサービスサービスサービス

提提提提供加算供加算供加算供加算（（（（新規新規新規新規））））    ⇒Ｐ５ 
 
基準改定 

Ⅰ．特定福祉用具販売の種目について、特殊尿器については、尿又は便が自動的に吸引されるも

のとすることとし、入浴補助用具については、新たに「入浴用介助ベルト」を加えることとす

る。 
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１２ 居宅介護支援 

報酬改定 

＜基本報酬＞ 

 ケアマネジャー１人当たりの標準担当件数を維持しつつ、件数が４０件以上となる場合に全

ての件数に適用される現在の逓減制について、経営改善を図る観点から、超過部分にのみ適用

される仕組みに見直す。 

居宅介護支援費（Ⅰ）＜取扱件数が 40件未満の場合＞（現行どおり） 
 要介護１・２    1,000単位／月 
 要介護３・４・５  1,300単位／月 

 

居宅介護支援費居宅介護支援費居宅介護支援費居宅介護支援費（（（（ⅡⅡⅡⅡ）＜）＜）＜）＜取扱件数取扱件数取扱件数取扱件数がががが 40404040件以上件以上件以上件以上 60606060件未満件未満件未満件未満のののの場合場合場合場合＞＞＞＞    
 要介護１・２   600単位／月   要介護要介護要介護要介護１１１１・・・・２２２２            500500500500 単位単位単位単位／／／／月月月月 
 要介護３・４・５ 780単位／月 ⇒ 要介護要介護要介護要介護３３３３・・・・４４４４・・・・５５５５    650650650650 単位単位単位単位／／／／月月月月 
 （全ケースに適用）         （（（（40404040 件以上件以上件以上件以上 60606060 件未満件未満件未満件未満のののの部分部分部分部分のみのみのみのみ適用適用適用適用）））） 
                   ※40件未満の部分は居宅介護支援費(Ⅰ)を適用 

 

居宅介護支援費居宅介護支援費居宅介護支援費居宅介護支援費（（（（ⅢⅢⅢⅢ）＜）＜）＜）＜取扱件数取扱件数取扱件数取扱件数がががが 60606060件以上件以上件以上件以上のののの場合場合場合場合＞＞＞＞    
 要介護１・２   400単位／月   要介護要介護要介護要介護１１１１・・・・２２２２            300300300300 単位単位単位単位／／／／月月月月 
 要介護３・４・５ 520単位／月 ⇒ 要介護要介護要介護要介護３３３３・・・・４４４４・・・・５５５５    390390390390 単位単位単位単位／／／／月月月月 
 （全ケースに適用）         （（（（40404040 件以上件以上件以上件以上のののの部分部分部分部分のみのみのみのみ適用適用適用適用）））） 
                   ※40件未満の部分は居宅介護支援費(Ⅰ)を適用 

 

＜加算＞ 

①①①①特定事業所加算特定事業所加算特定事業所加算特定事業所加算（（（（変更変更変更変更））））    

 事業所の独立性・中立性を高める観点から、実態に即し段階的に評価する仕組みに見直す。 

特定事業所加算 500単位／月 ⇒ 
特定事業所加算特定事業所加算特定事業所加算特定事業所加算（（（（ⅠⅠⅠⅠ））））    500500500500 単位単位単位単位／／／／月月月月    
特定事業所加算特定事業所加算特定事業所加算特定事業所加算（（（（ⅡⅡⅡⅡ））））    300300300300 単位単位単位単位／／／／月月月月 

※特定事業所加算(Ⅰ)、(Ⅱ)の算定はいずれか一方に限る。 

 

※算定要件 
【特定事業所加算（Ⅰ）】 
①主任介護支援専門員を配置していること。 
②常勤かつ専従の介護支援専門員を３名以上配置していること。 
③利用者に関する情報又はサービス提供に当たっての留意事項に係る伝達等を目的とした会議を定期的

に開催すること。 
④算定日が属する月の利用者の総数のうち、要介護３～要介護５である者の割合が５割以上であること。 
⑤24時間連絡体制を確保し、かつ、必要に応じて利用者等の相談に対応する体制を確保していること。 
⑥介護支援専門員に対し、計画的に研修を実施していること。 
⑦地域包括支援センターから支援が困難な事例を紹介された場合においても、居宅介護支援を提供して

いること。 
⑧地域包括支援センター等が実施する事例検討会等に参加していること。 
⑨運営基準減算又は特定事業所集中減算の適用を受けていないこと。 
⑩介護支援専門員１人当たりの利用者の平均件数が 40件以上でないこと。 
【特定事業所加算（Ⅱ）】 
特定事業所加算（Ⅰ）の③、⑤、⑨及び⑩を満たすこと、主任介護支援専門員等を配置していること並

びに常勤かつ専従の介護支援専門員を２名以上配置していること。 

 
②②②②医療連携加算医療連携加算医療連携加算医療連携加算（（（（新規新規新規新規））））、、、、退院退院退院退院・・・・退所加算退所加算退所加算退所加算（（（（新規新規新規新規））））    

 医療と介護の連携の強化・推進を図る観点から、入院時や退院・退所時に、病院等と利用
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者に関する情報共有等を行う際の評価を導入する。 

医療連携加算医療連携加算医療連携加算医療連携加算    ⇒    150150150150単位単位単位単位／／／／月月月月（（（（利用者利用者利用者利用者１１１１人人人人につきにつきにつきにつき１１１１回回回回をををを限度限度限度限度））））    
 

※算定要件 
病院又は診療所に入院する利用者につき、当該病院又は診療所の職員に対して、利用者に関する必要な

情報を提供した場合 

 
退院退院退院退院・・・・退所加算退所加算退所加算退所加算（（（（ⅠⅠⅠⅠ））））    ⇒    400400400400 単位単位単位単位／／／／月月月月    
退院退院退院退院・・・・退所加算退所加算退所加算退所加算（（（（ⅡⅡⅡⅡ））））    ⇒    666600000000 単位単位単位単位／／／／月月月月    

※初回加算を算定する場合は、算定できない。 
 

※算定要件 
【退院・退所加算（Ⅰ）】 
入院期間又は入所期間が 30日以下の場合であって、退院又は退所に当たって、病院等の職員と面談を行

い、利用者に関する必要な情報の提供を求めることその他の連携を行った場合 
【退院・退所加算（Ⅱ）】 
入院期間又は入所期間が 30日を超える場合であって、退院又は退所に当たって、病院等の職員と面談を

行い、利用者に関する必要な情報の提供を求めることその他の連携を行った場合 

 
③③③③認知症加算認知症加算認知症加算認知症加算（（（（新規新規新規新規））））、、、、独居高齢者加算独居高齢者加算独居高齢者加算独居高齢者加算（（（（新規新規新規新規））））    

 ケアマネジメントを行うに際し、特に労力を要する認知症日常生活自立度がⅢ以上の認知

症高齢者等、独居高齢者に対する支援等について評価を行う。 

認知症加算認知症加算認知症加算認知症加算    ⇒    150150150150単位単位単位単位／／／／月月月月    
 

独居高齢者加算独居高齢者加算独居高齢者加算独居高齢者加算    ⇒    150150150150 単位単位単位単位／／／／月月月月    

 
④④④④小規模多機能型居宅介護事業所連携加算小規模多機能型居宅介護事業所連携加算小規模多機能型居宅介護事業所連携加算小規模多機能型居宅介護事業所連携加算（（（（新規新規新規新規））））    

 居宅介護支援を受けていた利用者が居宅サービスから小規模多機能型居宅介護の利用へと

移行する際に、居宅介護支援事業者が有する利用者の必要な情報を小規模多機能型居宅介護

事業所に提供した場合等について評価を行う。 

小規模多機能型居宅介護事業所連携加算小規模多機能型居宅介護事業所連携加算小規模多機能型居宅介護事業所連携加算小規模多機能型居宅介護事業所連携加算    ⇒    300300300300 単位単位単位単位    

 
⑤⑤⑤⑤初回加算初回加算初回加算初回加算（（（（変更変更変更変更））））    

 適切かつ質の高いケアマネジメントを実施するため、特に手間を要する初回（新規に居宅

サービス計画を策定した場合及び要介護状態区分の２段階以上の変更認定を受けた場合）に

ついて評価を行う。 

初回加算初回加算初回加算初回加算    250単位／月 ⇒    300300300300 単位単位単位単位／／／／月月月月    

 
⑥⑥⑥⑥中山間地域等中山間地域等中山間地域等中山間地域等におけるにおけるにおけるにおける小規模事業所加算小規模事業所加算小規模事業所加算小規模事業所加算（（（（新規新規新規新規））））、、、、中中中中山間地域等山間地域等山間地域等山間地域等にににに居住居住居住居住するするするする者者者者へのへのへのへのサービスサービスサービスサービス

提供加算提供加算提供加算提供加算（（（（新規新規新規新規））））    ⇒Ｐ５ 
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１３ 介護老人福祉施設 

報酬改定 

＜基本報酬＞ 

 外泊時費用について、介護老人保健施設等と同様に、評価の適正化を行う。 

外泊時費用外泊時費用外泊時費用外泊時費用    320単位／日    ⇒    246246246246 単位単位単位単位／／／／日日日日    
※算定日数に係る要件（１月に６日を限度）については、変更しない。 

 
⇒⇒⇒⇒そのそのそのその他他他他のののの基本報酬単位基本報酬単位基本報酬単位基本報酬単位のののの詳細詳細詳細詳細についてはについてはについてはについては「「「「介護報酬介護報酬介護報酬介護報酬のののの算定構造算定構造算定構造算定構造（（（（案案案案）」）」）」）」をををを参照参照参照参照。。。。    

 
＜加算＞ 

①①①①日常生活継続支援加算日常生活継続支援加算日常生活継続支援加算日常生活継続支援加算（（（（新規新規新規新規））））、、、、夜勤職員配置加算夜勤職員配置加算夜勤職員配置加算夜勤職員配置加算（（（（新規新規新規新規））））    

 要介護度の高い高齢者を中心とした生活重視型施設としての位置付けを踏まえ、介護が困

難な者に対する質の高いケアを実施する観点から、認知症高齢者等が一定割合以上入所して

おり、入所者数に対し介護福祉士を一定割合以上配置している施設を評価するとともに、基

準を上回る夜勤職員の配置を評価する。 

日常生活継続支援加算日常生活継続支援加算日常生活継続支援加算日常生活継続支援加算    ⇒    22222222 単位単位単位単位／／／／日日日日    
 

※算定要件 
次のいずれにも該当する場合 
①入所者のうち、要介護４～５の割合が 65％以上又は認知症日常生活自立度Ⅲ以上の割合が 60％以上

であること。 
②介護福祉士を入所者の数が６又はその端数を増すごとに１以上配置していること。 

※本加算と介護従事者の専門性等のキャリアに着目した評価は同時には行わないこととする。 

 

夜勤職員配置加算夜勤職員配置加算夜勤職員配置加算夜勤職員配置加算    
定員定員定員定員 31313131～～～～50505050 人人人人のののの施設施設施設施設                        ⇒    22222222 単位単位単位単位／／／／日日日日    
定員定員定員定員 30303030 人又人又人又人又はははは 51515151 人以上人以上人以上人以上のののの施設施設施設施設    ⇒    13131313 単位単位単位単位／／／／日日日日    
（（（（ユニユニユニユニットットットット型施設型施設型施設型施設にはにはにはには５５５５単位単位単位単位／／／／日日日日をををを上乗上乗上乗上乗せせせせ））））    

 

※算定要件 
夜勤を行う介護職員・看護職員の数が、最低基準を１人以上上回っていること。 

 
②②②②看護体制加算看護体制加算看護体制加算看護体制加算（（（（新規新規新規新規））））、、、、看取看取看取看取りりりり介護加算介護加算介護加算介護加算（（（（変更変更変更変更））））、、、、常勤常勤常勤常勤のののの医師医師医師医師のののの配置配置配置配置（（（（変更変更変更変更））））    

 入所者の重度化等に伴う医療ニーズに対応する観点から、常勤の看護師の配置や基準を上

回る看護職員の配置を評価するとともに、常勤の医師の配置に係る評価を見直す。看取り介

護加算については、重度化対応加算の要件のうち看取りに関する要件を統合するとともに、

施設内における看取りの労力を適切に評価するため、看取りに向けた体制の評価と看取りの

際のケアの評価を別個に行うこととする。これらに伴い、重度化対応加算重度化対応加算重度化対応加算重度化対応加算はははは廃止廃止廃止廃止する。 

看護体制加算看護体制加算看護体制加算看護体制加算（（（（ⅠⅠⅠⅠ））））    定員定員定員定員 31313131～～～～50505050 人人人人のののの施設施設施設施設                        ⇒        ６６６６単位単位単位単位／／／／日日日日    
                                        定員定員定員定員 30303030 人又人又人又人又はははは 51515151 人以上人以上人以上人以上のののの施設施設施設施設    ⇒        ４４４４単位単位単位単位／／／／日日日日    
看護体制加算看護体制加算看護体制加算看護体制加算（（（（ⅡⅡⅡⅡ））））    定員定員定員定員 31313131～～～～50505050 人人人人のののの施設施設施設施設                        ⇒    13131313 単位単位単位単位／／／／日日日日    
                                        定員定員定員定員 30303030 人又人又人又人又はははは 51515151 人以上人以上人以上人以上のののの施設施設施設施設    ⇒        ８８８８単位単位単位単位／／／／日日日日    
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※算定要件 
看護体制加算（Ⅰ） 
常勤の看護師を１名以上配置していること。 
看護体制加算（Ⅱ） 
①看護職員を常勤換算方法で入所者数が 25又はその端数を増すごとに 1名以上配置していること。 
②最低基準を１人以上上回って看護職員を配置していること。 
③当該施設の看護職員により、又は病院・診療所・訪問看護ステーションの看護職員との連携により、

24時間の連絡体制を確保していること。 

 
看取り介護加算（Ⅰ）160単位 
看取り介護加算（Ⅱ）80単位 
                                            ⇒⇒⇒⇒    看取看取看取看取りりりり介護加算介護加算介護加算介護加算        1,61,61,61,680808080 単位単位単位単位／／／／日日日日（（（（死亡日以前死亡日以前死亡日以前死亡日以前４４４４～～～～30303030 日日日日））））    
                                                                                        1,1,1,1,680680680680 単位単位単位単位／／／／日日日日（（（（死亡日死亡日死亡日死亡日のののの前日前日前日前日・・・・前前前前々々々々日日日日））））    
                                                                                        1,2801,2801,2801,280 単位単位単位単位／／／／日日日日（（（（死亡日死亡日死亡日死亡日）））） 

※１ 死亡日以前 30日を上限。退所日の翌日から死亡日までの間は算定しない。 
※２ 重度化対応加算は廃止する。それに併せて、看取り介護加算の算定要件の見直しを行う。 

 

常勤常勤常勤常勤のののの医師医師医師医師のののの配置配置配置配置    20単位／日    ⇒    25252525 単位単位単位単位／／／／日日日日    

 
③③③③サービスサービスサービスサービス提供体制強化加算提供体制強化加算提供体制強化加算提供体制強化加算（（（（新規新規新規新規））））    ⇒Ｐ３ 

 
④④④④若年性若年性若年性若年性認知症利用者受入加算認知症利用者受入加算認知症利用者受入加算認知症利用者受入加算（（（（新規新規新規新規））））    ⇒Ｐ３３ 

 
⑤⑤⑤⑤認知症専門認知症専門認知症専門認知症専門ケアケアケアケア加算加算加算加算（（（（新規新規新規新規））））    ⇒Ｐ３３ 

 
⑥⑥⑥⑥栄養栄養栄養栄養マネジメントマネジメントマネジメントマネジメント加算加算加算加算（（（（変更変更変更変更））））    ⇒Ｐ３４ 

 
⑦⑦⑦⑦口腔機能維持管理加算口腔機能維持管理加算口腔機能維持管理加算口腔機能維持管理加算（（（（新規新規新規新規））））    ⇒Ｐ３５ 
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１４ 介護老人保健施設 

報酬改定 

１．介護老人保健施設（介護療養型老人保健施設を含む。） 

＜基本報酬＞ 

 外泊時費用について、利用者が外泊期間中において居室が当該利用者のために確保されてい

るような場合は、引き続き居住費を徴収をすることができることや必要となるコストの実態を

踏まえ、その評価を適正化する。 

外泊時費用外泊時費用外泊時費用外泊時費用    444単位／日 ⇒    362362362362 単位単位単位単位／／／／日日日日    
※算定日数に係る要件（１月に６日を限度）については、変更しない。 

 
⇒⇒⇒⇒そのそのそのその他他他他のののの基本報酬単位基本報酬単位基本報酬単位基本報酬単位のののの詳細詳細詳細詳細についてはについてはについてはについては「「「「介護報酬介護報酬介護報酬介護報酬のののの算定構造算定構造算定構造算定構造（（（（案案案案）」）」）」）」をををを参照参照参照参照。。。。    

 
＜加算＞ 

①①①①夜勤職員夜勤職員夜勤職員夜勤職員配置加算配置加算配置加算配置加算（（（（新規新規新規新規））））、、、、ターミナルケアターミナルケアターミナルケアターミナルケア加算加算加算加算（（（（新規新規新規新規及及及及びびびび変更変更変更変更））））    

 介護老人保健施設における夜勤の職員配置については、現在の配置実態を踏まえ、夜間の

介護サービスの質の向上及び職員の負担軽減の観点から、基準を上回る配置を行っている施

設を評価するとともに、介護老人保健施設における実態を勘案し、看取りの際のケアについ

て評価を行う。 

夜勤職員配置加算夜勤職員配置加算夜勤職員配置加算夜勤職員配置加算    ⇒    24242424 単位単位単位単位／／／／日日日日    
 

※算定要件 
【41床以上の場合】 
①入所者の数が 20又はその端数を増すごとに１以上の数の夜勤を行う介護職員・看護職員を配置してい

ること。 
②２名を超えて配置していること。 
【41床未満の場合】 
①入所者の数が 20又はその端数を増すごとに１以上の数の夜勤を行う介護職員・看護職員を配置してい

ること。 
②１名を超えて配置していること。 

 
ターミナルケアターミナルケアターミナルケアターミナルケア加算加算加算加算：：：：介護老人保健施設介護老人保健施設介護老人保健施設介護老人保健施設（（（（介護療養型老人保健施設介護療養型老人保健施設介護療養型老人保健施設介護療養型老人保健施設をををを除除除除くくくく。）。）。）。）（（（（新規新規新規新規））））    
死亡日以前死亡日以前死亡日以前死亡日以前 15151515～～～～30303030 日日日日        200200200200 単位単位単位単位／／／／日日日日    
死亡日以前死亡日以前死亡日以前死亡日以前 14141414日日日日までまでまでまで        315315315315 単位単位単位単位／／／／日日日日    

 

※算定要件 
入所者が次のいずれにも該当する場合 
①医師が医学的知見に基づき回復の見込みがないと診断した者であること。 
②入所者又はその家族等の同意を得て、入所者のターミナルケアに係る計画が作成されていること。 
③医師、看護師、介護職員等が共同して、入所者の状態又は家族の求め等に応じ随時説明を行い、同意

を得てターミナルケアが行われていること。 
※退所日の翌日から死亡日までの間は算定しない。 

 
ターミナルケアターミナルケアターミナルケアターミナルケア加算加算加算加算：：：：介護療養型老人保健施設介護療養型老人保健施設介護療養型老人保健施設介護療養型老人保健施設（（（（変更変更変更変更））））    
240単位／日 ⇒ 死亡日以前死亡日以前死亡日以前死亡日以前 15151515～～～～30303030 日日日日    200200200200 単位単位単位単位／／／／日日日日    
                                    死亡日以前死亡日以前死亡日以前死亡日以前 14141414 日日日日までまでまでまで    315315315315 単位単位単位単位／／／／日日日日    

※当該施設又は当該入所者の居宅において死亡した場合に限る。 

 
②②②②    在宅復帰支援機能加算在宅復帰支援機能加算在宅復帰支援機能加算在宅復帰支援機能加算（（（（変更変更変更変更））））    
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 在宅復帰支援機能加算については、介護老人保健施設における在宅への退所者の割合に応

じた段階的な評価に見直す。 

在宅復帰支援機能加算在宅復帰支援機能加算在宅復帰支援機能加算在宅復帰支援機能加算    10101010 単位単位単位単位／／／／日日日日    ⇒⇒⇒⇒    在宅復帰支援機能加算在宅復帰支援機能加算在宅復帰支援機能加算在宅復帰支援機能加算（（（（ⅠⅠⅠⅠ））））15151515単位単位単位単位／／／／日日日日    
    ※※※※在宅復帰率在宅復帰率在宅復帰率在宅復帰率がががが 50505050％％％％以上以上以上以上                                ※※※※在宅復帰率在宅復帰率在宅復帰率在宅復帰率がががが 50505050％％％％以上以上以上以上    
                                                                                在宅復帰支援機能加算在宅復帰支援機能加算在宅復帰支援機能加算在宅復帰支援機能加算（（（（ⅡⅡⅡⅡ））））５５５５単位単位単位単位／／／／日日日日    
                                                                                    ※※※※在宅復帰率在宅復帰率在宅復帰率在宅復帰率がががが 30303030％％％％以上以上以上以上    

 
③③③③短期集中短期集中短期集中短期集中リハビリテーションリハビリテーションリハビリテーションリハビリテーション実施加算実施加算実施加算実施加算（（（（変更変更変更変更））））    

 入所後間もない期間に集中的に行うリハビリテーションを推進する観点から、短期集中リ

ハビリテーション実施加算の評価を見直す。 

短期集中短期集中短期集中短期集中リハビリテーションリハビリテーションリハビリテーションリハビリテーション実施加算実施加算実施加算実施加算 60単位／日 ⇒    240240240240 単位単位単位単位／／／／日日日日    
※リハビリテーションマネジメント加算については、本体報酬に包括化する。 

 
④④④④試行的退所試行的退所試行的退所試行的退所サービスサービスサービスサービス費費費費（（（（変更変更変更変更））））    

 試行的退所サービス費の算定実績等を踏まえ、退所時指導加算退所時指導加算退所時指導加算退所時指導加算のののの一部一部一部一部（（（（退所退所退所退所がががが見込見込見込見込まれるまれるまれるまれる

入所者入所者入所者入所者をををを試行的試行的試行的試行的にににに退所退所退所退所させるさせるさせるさせる場合場合場合場合））））としてとしてとしてとして算定算定算定算定することとする。 

 

⑤⑤⑤⑤サービスサービスサービスサービス提供体制強化加算提供体制強化加算提供体制強化加算提供体制強化加算（（（（新規新規新規新規））））    ⇒Ｐ３ 
 

⑥⑥⑥⑥認知症短期集中認知症短期集中認知症短期集中認知症短期集中リハビリテーションリハビリテーションリハビリテーションリハビリテーション実施加算実施加算実施加算実施加算（（（（変更変更変更変更））））    ⇒Ｐ３３    
 

⑦⑦⑦⑦若年性若年性若年性若年性認知症利用者受入加算認知症利用者受入加算認知症利用者受入加算認知症利用者受入加算（（（（新規新規新規新規））））    ⇒Ｐ３３ 
 

⑧⑧⑧⑧認知症専門認知症専門認知症専門認知症専門ケアケアケアケア加算加算加算加算（（（（新規新規新規新規））））    ⇒Ｐ３３ 
 
⑨⑨⑨⑨認知症情報提供加算認知症情報提供加算認知症情報提供加算認知症情報提供加算（（（（新規新規新規新規））））    ⇒Ｐ３４ 

 

⑩⑩⑩⑩栄養栄養栄養栄養マネジメントマネジメントマネジメントマネジメント加算加算加算加算（（（（変更変更変更変更））））    ⇒Ｐ３４ 
 

⑪⑪⑪⑪口腔機能維持管理加算口腔機能維持管理加算口腔機能維持管理加算口腔機能維持管理加算（（（（新規新規新規新規））））    ⇒Ｐ３５ 
 

２．介護療養型老人保健施設 

＜基本報酬＞ 

 療養病床からの転換の受け皿として、入所者に対する適切な医療サービスの提供が可能とな

るよう、医薬品費・医療材料費や医師によるサービス提供といった入所者に対する医療サービ

スに要するコスト、要介護度の分布といった実態を踏まえ、評価を見直す。 

介護保健施設介護保健施設介護保健施設介護保健施設サービスサービスサービスサービス費費費費（（（（ⅡⅡⅡⅡ））））    
＜従来型個室＞                                ＜＜＜＜従来型個室従来型個室従来型個室従来型個室＞＞＞＞    
 要介護１ 1,703単位／日            要介護要介護要介護要介護１１１１    1,1,1,1,735735735735 単位単位単位単位／／／／日日日日    
 要介護２ 1,786単位／日            要介護要介護要介護要介護２２２２    1,1,1,1,818818818818 単位単位単位単位／／／／日日日日    
 要介護３ 1,860単位／日    ⇒    要介護要介護要介護要介護３３３３    1,1,1,1,933933933933 単位単位単位単位／／／／日日日日    
 要介護４ 1,914単位／日            要介護要介護要介護要介護４４４４    1,0091,0091,0091,009 単位単位単位単位／／／／日日日日    
 要介護５ 1,967単位／日            要介護要介護要介護要介護５５５５    1,0851,0851,0851,085 単位単位単位単位／／／／日日日日    
＜多床室＞                                        ＜＜＜＜多床室多床室多床室多床室＞＞＞＞    
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 要介護１ 1,782単位／日            要介護要介護要介護要介護１１１１    1,1,1,1,814814814814 単位単位単位単位／／／／日日日日    
 要介護２ 1,865単位／日            要要要要介護介護介護介護２２２２    1,1,1,1,897897897897 単位単位単位単位／／／／日日日日    
 要介護３ 1,939単位／日 ⇒    要介護要介護要介護要介護３３３３    1,0121,0121,0121,012 単位単位単位単位／／／／日日日日    
 要介護４ 1,993単位／日            要介護要介護要介護要介護４４４４    1,0881,0881,0881,088 単位単位単位単位／／／／日日日日    
 要介護５ 1,046単位／日            要介護要介護要介護要介護５５５５    1,1641,1641,1641,164 単位単位単位単位／／／／日日日日    

※介護保健施設サービス費（Ⅲ）及びユニット型についても、報酬上の評価を見直す。 

 
 「医療機関」から入所した者の割合と「家庭」から入所した者の割合の差が３５％以上を標

準とする施設要件については、周辺における医療機関の有無や定員数に応じた特例を設ける。 

 さらに、療養病床を有する医療機関（有床診療所・２病棟以下の病院）が、そのうち一つの

病棟の一部を介護療養型老人保健施設へ転換するに伴い、夜間の看護・介護職員の配置職員数

を増加させる必要が生じる場合について、夜間配置基準の特例を設ける。 

 
基準改定 

Ⅰ．常勤換算方法で、入所者の数を１００で除して得た数以上置かなければならないこととされ

ている「理学療法士又は作業療法士」について、「理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士」

に改める。 

Ⅱ．支援相談員について、「入所者の数が１００又はその端数を増すごとに１以上」から「１以

上（入所者の数が１００を超える場合にあっては、常勤の支援相談員１名に加え、常勤換算方

法で、１００を超える部分を１００で除して得た数以上）」に改める。 
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１４ 介護療養型医療施設 

報酬改定 

＜基本報酬＞ 

 外泊時費用等について、介護老人保健施設と同様、その評価を適正化するとともに、入院中

の患者が、他医療機関を受診した場合についても同様にその評価を適正化する。 

外泊時費用外泊時費用外泊時費用外泊時費用    444単位／日 ⇒    362362362362 単位単位単位単位／／／／日日日日    
※算定日数に係る要件（１月に６日を限度）については、変更しない。 

 
他科受診時費用他科受診時費用他科受診時費用他科受診時費用    444単位／日 ⇒    362362362362 単位単位単位単位／／／／日日日日    

※算定日数に係る要件（１月に４日を限度）については、変更しない。 

 
⇒⇒⇒⇒そのそのそのその他他他他のののの基本報酬単位基本報酬単位基本報酬単位基本報酬単位のののの詳細詳細詳細詳細についてはについてはについてはについては「「「「介護報酬介護報酬介護報酬介護報酬のののの算定構造算定構造算定構造算定構造（（（（案案案案）」）」）」）」をををを参照参照参照参照。。。。    

 
＜加算＞ 

①①①①夜勤夜勤夜勤夜勤をををを行行行行うううう職員職員職員職員のののの勤務条件勤務条件勤務条件勤務条件にににに関関関関するするするする基準基準基準基準のののの区分区分区分区分によるによるによるによる加算加算加算加算〔〔〔〔療養病床療養病床療養病床療養病床をををを有有有有するするするする病院病院病院病院〕〕〕〕（（（（変更変更変更変更））））    

 介護療養型医療施設における夜勤の職員配置については、現在夜間勤務等看護加算で評価

しているところであるが、要介護度の高い者が入所していること等を踏まえ、基準を上回る

職員配置を行っている施設について評価を行う。 

夜間勤務等看護夜間勤務等看護夜間勤務等看護夜間勤務等看護（（（（ⅢⅢⅢⅢ））））    ⇒    14141414 単位単位単位単位／／／／日日日日    
 

※算定要件 
次のいずれにも該当する場合 
① 利用者等の数が 15又はその端数を増すごとに１以上の数の夜勤を行う看護職員・介護職員を配置し

ており、かつ、２以上であること。 
② 夜勤を行う看護職員の数が１以上であること。 
③ 夜勤を行う看護職員・介護職員の一人当たり月平均夜勤時間数が 72時間以下であること。 

※※※※現行現行現行現行のののの夜間勤務等看護夜間勤務等看護夜間勤務等看護夜間勤務等看護（（（（ⅢⅢⅢⅢ））））（（（（7777 単位単位単位単位））））はははは「「「「夜間勤務等看護夜間勤務等看護夜間勤務等看護夜間勤務等看護（（（（ⅣⅣⅣⅣ））））」」」」にににに名称名称名称名称をををを変更変更変更変更。。。。    

 
②②②②サービスサービスサービスサービス提供体制強化加算提供体制強化加算提供体制強化加算提供体制強化加算（（（（新規新規新規新規））））    ⇒Ｐ３ 

 
③③③③若年性若年性若年性若年性認知症利用者受入加算認知症利用者受入加算認知症利用者受入加算認知症利用者受入加算〔〔〔〔療養病床療養病床療養病床療養病床をををを有有有有するするするする病院病院病院病院・・・・診療所診療所診療所診療所〕〕〕〕（（（（新規新規新規新規））））    ⇒Ｐ３３ 

 
④④④④認知症専門認知症専門認知症専門認知症専門ケアケアケアケア加加加加算算算算〔〔〔〔療養病床療養病床療養病床療養病床をををを有有有有するするするする病院病院病院病院・・・・診療所診療所診療所診療所〕〕〕〕（（（（新規新規新規新規））））    ⇒Ｐ３３ 

 
⑤⑤⑤⑤栄養栄養栄養栄養マネジメントマネジメントマネジメントマネジメント加算加算加算加算（（（（変更変更変更変更））））    ⇒Ｐ３４ 

 
⑥⑥⑥⑥口腔機能維持管理加算口腔機能維持管理加算口腔機能維持管理加算口腔機能維持管理加算（（（（新規新規新規新規））））    ⇒Ｐ３５ 

 

＜特定診療費＞ 

 介護療養型医療施設におけるリハビリテーションについては、医療保険との役割分担の明確

化や整合性を図る観点から評価を見直すとともに、ＡＤＬの自立等を目的とした理学療法等を

行った場合の評価を廃止する。併せて、リハビリテーションマネジメント及び短期集中リハビ

リテーションについて、介護老人保健施設と同様の見直しを行う。 

理学療法（Ⅰ） 180単位／回 
理学療法（Ⅱ） 100単位／回            理学療法理学療法理学療法理学療法（（（（ⅠⅠⅠⅠ））））    123123123123単位単位単位単位／／／／回回回回    
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理学療法（Ⅲ） 150単位／回 ⇒    理学療法理学療法理学療法理学療法（（（（ⅡⅡⅡⅡ））））    173737373 単位単位単位単位／／／／回回回回    
作業療法    180単位／回            作業療法作業療法作業療法作業療法                123123123123単位単位単位単位／／／／回回回回    
言語聴覚療法  180単位／回            言語聴覚療法言語聴覚療法言語聴覚療法言語聴覚療法        203203203203単位単位単位単位／／／／回回回回    
摂食機能療法  185単位／日            摂食機能療法摂食機能療法摂食機能療法摂食機能療法        208208208208単位単位単位単位／／／／日日日日    

※リハビリテーションマネジメントについては、理学療法（Ⅰ）等に包括化する。 

 
短期集中短期集中短期集中短期集中リハビリテーションリハビリテーションリハビリテーションリハビリテーション 60単位／日 ⇒    240240240240 単位単位単位単位／／／／日日日日    

※１ 入院日から起算して３月以内に限る。 
※２ 理学療法（Ⅰ）・（Ⅱ）、作業療法、言語聴覚療法又は摂食機能療法を算定する場合には、短期集中リハ

ビリテーションを算定できない。 

 
①①①①集団集団集団集団コミュニケーションコミュニケーションコミュニケーションコミュニケーション療法療法療法療法（（（（新規新規新規新規））））    

 言語聴覚士が集団に対して実施するコミュニケーション療法について、新たに評価を行う。 

集団集団集団集団コミュニケーションコミュニケーションコミュニケーションコミュニケーション療法療法療法療法    ⇒    50505050 単位単位単位単位／／／／回回回回（（（（１１１１日日日日にににに３３３３回回回回をををを限度限度限度限度））））    
 

※算定要件 
次のいずれにも該当する場合 
①専任の常勤医師を配置していること。 
②常勤かつ専従の言語聴覚士を配置していること。 
③専用かつ８平方メートル以上の集団コミュニケーション療法室を確保していること（言語聴覚療法を

行う個別療法室との共用は可能）。 
④必要な器械及び器具が具備されていること。 
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１５ その他 

Ⅰ．認知症関係 

①①①①認知症短期集中認知症短期集中認知症短期集中認知症短期集中リハビリテーションリハビリテーションリハビリテーションリハビリテーション実施加算実施加算実施加算実施加算〔〔〔〔介護介護介護介護老人保健施設老人保健施設老人保健施設老人保健施設（（（（変更変更変更変更））））、、、、介護療養型医療施介護療養型医療施介護療養型医療施介護療養型医療施

設設設設（（（（新規新規新規新規））））、、、、通所通所通所通所リハビリテーションリハビリテーションリハビリテーションリハビリテーション（（（（新規新規新規新規））））〕〕〕〕    

 軽度者に加えて中等度・重度の者についても効果があるとの調査結果を踏まえて、対象を中

等度・重度の者に拡大するとともに、介護老人保健施設のほか、介護療養型医療施設及び通所

リハビリテーションにおける実施について評価を行う。 

認知症認知症認知症認知症短期集中短期集中短期集中短期集中リハビリテーションリハビリテーションリハビリテーションリハビリテーション実施加算実施加算実施加算実施加算    
介護老人保健施設介護老人保健施設介護老人保健施設介護老人保健施設                60単位／日 ⇒ 240240240240単位単位単位単位／／／／日日日日    
介護療養型医療施設介護療養型医療施設介護療養型医療施設介護療養型医療施設                                     ⇒    240240240240単位単位単位単位／／／／日日日日    
通所通所通所通所リハビリテーションリハビリテーションリハビリテーションリハビリテーション                             ⇒    240240240240単位単位単位単位／／／／日日日日    

※介護老人保健施設及び介護療養型医療施設については週３日まで、通所リハビリテーションについては週

２回まで算定可能。 

 

②②②②認知症行動認知症行動認知症行動認知症行動・・・・心理症状緊急対応加算心理症状緊急対応加算心理症状緊急対応加算心理症状緊急対応加算（（（（新規新規新規新規））））〔短期入所系サービス等〕    

 認知症高齢者等の在宅生活を支援する観点から、家族関係やケアが原因で認知症の行動・心

理症状が出現したことにより在宅での生活が困難になった者の短期入所系サービス等による

緊急受入れについて評価を行う。 

認知症行動認知症行動認知症行動認知症行動・・・・心理症状緊急対応加算心理症状緊急対応加算心理症状緊急対応加算心理症状緊急対応加算    ⇒⇒⇒⇒    200200200200 単位単位単位単位／／／／日日日日（（（（入所日入所日入所日入所日からからからから７７７７日日日日をををを上限上限上限上限））））    
 

※算定要件 
認知症日常生活自立度がⅢ以上であって、認知症行動・心理症状が認められ、在宅生活が困難であると医

師が判断した者であること。 

 

③③③③若年性認知症利用者若年性認知症利用者若年性認知症利用者若年性認知症利用者（（（（入所者入所者入所者入所者／／／／患者患者患者患者））））受入加算受入加算受入加算受入加算（（（（新規新規新規新規））））〔施設系サービス、短期入所系サー

ビス、通所系サービス等〕    

 若年性認知症患者やその家族に対する支援を促進する観点から、施設系サービス、短期入所

系サービス、通所系サービス等において、若年性認知症患者を受け入れ、本人やその家族の希

望を踏まえた介護サービスを提供することについて評価を行う。これに伴い、現行現行現行現行のののの通所系通所系通所系通所系ササササ

ービスービスービスービスにおけるにおけるにおけるにおける若年性認知症若年性認知症若年性認知症若年性認知症ケアケアケアケア加算加算加算加算はははは廃止廃止廃止廃止する。 

若年性認知症利用者若年性認知症利用者若年性認知症利用者若年性認知症利用者（（（（入所者入所者入所者入所者／／／／患者患者患者患者））））受入加算受入加算受入加算受入加算    ⇒⇒⇒⇒    
宿泊宿泊宿泊宿泊によるによるによるによる受入受入受入受入れれれれ 120 120 120 120 単位単位単位単位／／／／日日日日    
通所通所通所通所によるによるによるによる受入受入受入受入れれれれ    60606060 単位単位単位単位／／／／日日日日    

※１宿泊による受入れとは、介護老人福祉施設、介護老人保健施設等による受入れをいい、通所による受入

れとは、通所介護、通所リハビリテーション等による受入れをいう。 
※※※※２２２２通所介護及通所介護及通所介護及通所介護及びびびび通所通所通所通所リハビリテーシリハビリテーシリハビリテーシリハビリテーションョンョンョンにおけるにおけるにおけるにおける若年性認知症若年性認知症若年性認知症若年性認知症ケアケアケアケア加算加算加算加算はははは廃止廃止廃止廃止するするするする。。。。    
※※※※３３３３介護予防通所介護及介護予防通所介護及介護予防通所介護及介護予防通所介護及びびびび介護予防通所介護予防通所介護予防通所介護予防通所リハビリテーションリハビリテーションリハビリテーションリハビリテーションについてはについてはについてはについては、、、、240240240240 単位単位単位単位／／／／月月月月。。。。    

 

④④④④認知症専門認知症専門認知症専門認知症専門ケアケアケアケア加算加算加算加算（（（（新規新規新規新規））））〔施設系サービス等〕    

 専門的な認知症ケアを普及する観点から、介護保険施設等において、認知症介護について一

定の経験を有し、国や自治体が実施又は指定する認知症ケアに関する専門研修を修了した者が

介護サービスを提供することについて評価を行う。 
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認知症専門認知症専門認知症専門認知症専門ケアケアケアケア加算加算加算加算（（（（ⅠⅠⅠⅠ））））    ⇒    ３３３３単位単位単位単位／／／／日日日日    
認知症専門認知症専門認知症専門認知症専門ケアケアケアケア加算加算加算加算（（（（ⅡⅡⅡⅡ））））    ⇒    ４４４４単位単位単位単位／／／／日日日日    

 

※算定要件 
次の要件を満たす施設・事業所内の認知症日常生活自立度Ⅲ以上の者１人１日当たりにつき、上記単位の

いずれかを加算 
【認知症専門ケア加算Ⅰ】 
①認知症日常生活自立度Ⅲ以上の者が、入所者・入居者の１／２以上。 
②認知症介護実践リーダー研修修了者を、認知症日常生活自立度Ⅲ以上の者が２０人未満の場合は１名以

上配置し、２０人以上の場合は１０又はその端数を増すごとに１名以上を配置。 
③職員間での認知症ケアに関する留意事項の伝達又は技術的指導会議を定期的に実施。 
【認知症専門ケア加算Ⅱ】 
①認知症専門ケア加算Ⅰの要件を満たし、かつ、認知症介護指導者研修修了者を１名以上配置（認知症日

常生活自立度Ⅲ以上の者が１０人未満の場合は実践リーダー研修修了者と指導者研修修了者は同一人で

可）。 
②介護・看護職員ごとの研修計画を作成し、実施。 

 

⑤⑤⑤⑤認知症情報提供加算認知症情報提供加算認知症情報提供加算認知症情報提供加算（（（（新規新規新規新規））））〔介護老人保健施設〕    

 認知症の確定診断を促進し、より適切なサービスを提供する観点から、認知症の疑いのある

介護老人保健施設入所者を認知症疾患医療センター等に対して紹介することについて評価を

行う。 

認知症情報提供加算認知症情報提供加算認知症情報提供加算認知症情報提供加算    ⇒    350350350350 単位単位単位単位／／／／回回回回    
 

 

Ⅱ．栄養管理体制・栄養マネジメント加算等関係 

 栄養管理体制加算の算定実績を踏まえ、基本サービス費に包括した評価に見直すとともに、栄

養マネジメント加算については、栄養マネジメントの適切な実施を担保する観点から評価の見直

しを行う。 

栄養栄養栄養栄養マネジメントマネジメントマネジメントマネジメント加算加算加算加算    12単位／日 ⇒    14141414 単位単位単位単位／／／／日日日日    

 

Ⅲ．口腔機能向上、栄養改善（栄養マネジメント）サービス関係 

①①①①口腔機能向上加算等口腔機能向上加算等口腔機能向上加算等口腔機能向上加算等（（（（変更変更変更変更））））    

 口腔機能向上加算、栄養改善（栄養マネジメント）加算及びアクティビティ実施加算につい

ては、サービス提供にかかる労力等を適切に評価する等の観点から、評価の見直しを行うとと

もに、アクティビティ実施加算について、運動器機能向上加算、栄養改善加算、口腔機能向上

加算に係る届出を行っている事業所についても算定を認める。 

 さらに、医療と介護の連携を図る観点から、歯科医療を受診している場合であっても、本加

算が評価しているサービス内容と重複しない範囲についての評価を行う。 

＜＜＜＜介護予防通所介護介護予防通所介護介護予防通所介護介護予防通所介護・・・・介護予防通所介護予防通所介護予防通所介護予防通所リハビリテーションリハビリテーションリハビリテーションリハビリテーション＞＞＞＞    
口腔機能向上加算口腔機能向上加算口腔機能向上加算口腔機能向上加算                100単位／月    ⇒    150150150150 単位単位単位単位／／／／月月月月    
栄養改善加算栄養改善加算栄養改善加算栄養改善加算                        100単位／月    ⇒    150150150150 単位単位単位単位／／／／月月月月    
アクティビティアクティビティアクティビティアクティビティ実施加算実施加算実施加算実施加算    181単位／月    ⇒    111153535353 単位単位単位単位／／／／月月月月    

 

＜＜＜＜通所介護通所介護通所介護通所介護・・・・通所通所通所通所リハビリテーションリハビリテーションリハビリテーションリハビリテーション＞＞＞＞    
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口腔機能向上加算口腔機能向上加算口腔機能向上加算口腔機能向上加算            100単位／回 ⇒    150150150150 単位単位単位単位／／／／回回回回（（（（月月月月２２２２回限度回限度回限度回限度））））    
栄養マネジメント加算    100単位／回 ⇒    栄養改善加算栄養改善加算栄養改善加算栄養改善加算    150150150150 単位単位単位単位／／／／回回回回（（（（月月月月２２２２回限度回限度回限度回限度））））    

※１口腔機能向上加算について、歯科医療と重複する行為や算定方法については、通知において明確化する。 
※２アクティビティ実施加算は、介護予防通所介護のみが該当。 
※３通所介護通所介護通所介護通所介護・・・・通所通所通所通所リハビリテーションリハビリテーションリハビリテーションリハビリテーションのののの「「「「栄養栄養栄養栄養マネジメントマネジメントマネジメントマネジメント加算加算加算加算」」」」についてはについてはについてはについては、「、「、「、「栄養改善加算栄養改善加算栄養改善加算栄養改善加算」」」」にににに名称名称名称名称をををを

変更変更変更変更。。。。 

 

②②②②口腔機能維持管理加算口腔機能維持管理加算口腔機能維持管理加算口腔機能維持管理加算（（（（新規新規新規新規））））    

 介護保険施設において、介護職員が入所者に対して計画的な口腔ケアを行うことができるよ

う、歯科医師又は歯科医師の指示を受けた歯科衛生士が、当該施設の介護職員に対して、入所

者の口腔ケアに係る技術的助言及び指導等を行う場合に評価を行う。 

口腔機能維持管理加算口腔機能維持管理加算口腔機能維持管理加算口腔機能維持管理加算    ⇒⇒⇒⇒    30303030 単位単位単位単位／／／／月月月月    
 

※算定要件 
①介護老人福祉施設、介護老人保健施設又は介護療養型医療施設であり、歯科医師又は歯科医師の指示を受

けた歯科衛生士が当該施設の介護職員に対して、入所者の口腔ケアに係る技術的助言及び指導を月１回以

上行っていること。 
②当該施設において、入所者の口腔ケアマネジメントに係る計画が作成されており、①に掲げる歯科医師又

は歯科衛生士がその計画の作成にあたり助言及び指導を行っていること。 

 

Ⅳ．事業所評価加算 

 事業所評価加算については、引き続き継続するとともに、事業者の目標達成に向けたインセン

ティブを高め、利用者により適切なサービスを提供する観点から、要支援状態の維持をより高く

評価する方向で算定要件の見直しを行う。 

事業所評価加算事業所評価加算事業所評価加算事業所評価加算 100単位／月 ⇒ 算定要件算定要件算定要件算定要件のののの見直見直見直見直しししし    
 

※算定要件 
｛（要支援度の維持者数＋改善者数×２）／評価対象期間内（前年の 1 月～12 月）に運動機能向上、栄養改

善又は口腔機能向上サービスを３か月以上利用し、その後に更新・変更認定を受けた者の数｝≧0.7 

 



　

：平成21年度見直し案箇所

Ⅰ　指定居宅サービス介護給付費単位数の算定構造

　１　訪問介護費

　２　訪問入浴介護費

　３　訪問看護費

　４　訪問リハビリテーション費

　５　居宅療養管理指導費

　６　通所介護費

　７　通所リハビリテーション費

　８　短期入所生活介護費

　９　短期入所療養介護費

　　　イ　介護老人保健施設における短期入所療養介護費

　　　ロ　療養病床を有する病院における短期入所療養介護費

　　　ハ　診療所における短期入所療養介護費

　　　ニ　老人性認知症疾患療養病棟を有する病院における短期入所療養介護費

　１０　特定施設入居者生活介護費

　１１　福祉用具貸与費

Ⅱ　指定居宅介護支援介護給付費単位数の算定構造

　　　　居宅介護支援費

Ⅲ　指定施設サービス等介護給付費単位数の算定構造

　１　介護福祉施設サービス

　２　介護保健施設サービス

　３　介護療養施設サービス

　　　イ　療養病床を有する病院における介護療養施設サービス

　　　ロ　療養病床を有する診療所における介護療養施設サービス

　　　ハ　老人性認知症疾患療養病床を有する病院における介護療養施設サービス

　

介　護　サ　ー　ビ　ス

介　護　報　酬　の　算　定　構　造 （案）



Ⅰ　指定居宅サービス介護給付費単位数の算定構造

１　訪問介護費　

注 注 注 注 注 注 注 注 注
身体介護の（１）
～（３）に引き続き
生活援助を行っ
た場合

３級訪問介護
員により行われ
る場合（※）

２人の訪問介
護員等による
場合

夜間若しくは早
朝の場合又は
深夜の場合

特定事業所加
算

特別地域訪問
介護加算

中山間地域等
における小規模
事業所加算

中山間地域等
に居住する者
へのサービス提
供加算

緊急時訪問介
護加算

　：　特別地域訪問介護加算、中山間地域等における小規模事業所加算、中山間地域等に居住する者へのサービス提供加算は、支給限度額管理の対象外の算定項目

２　訪問入浴介護費

注 注 注 注 注
介護職員３人が
行った場合

全身入浴が困難
で、清拭又は部
分浴を実施した
場合

特別地域訪問入
浴介護加算

中山間地域等に
おける小規模事
業所加算

中山間地域等に
居住する者への
サービス提供加
算

　：　特別地域訪問入浴介護加算、中山間地域等における小規模事業所加算、中山間地域等に居住する者へのサービス提供加算は、支給限度額管理の対象外の算定項目

基本部分

３０分を増すごとに
＋８３単位

（２４９単位を限度）

（１）　３０分未満
　　　　　　　 　　　　　　（２５４単位）

イ
身体介護

（３）　１時間以上
  　（５８４単位に３０分を増すごとに
　　  　　　　　 　　　　　＋８３単位）

（２）　１時間以上
       　　　　　　　　　  （２９１単位）

イ　訪問入浴介護費
　　　　　　　　　　　　　（１回につき　１，２５０単位）

※平成２１年３月31日時点で、３級訪問介護員が指定訪問介護事業所に雇用されている場合であって、当該者が指定訪問介護を行う場合は、平成22年3月31日までの間、所定単位数の100分の70に相当する単
位数を算定する。

＋５／１００

ニ　初回加算
　　　　　　　　　　　（１月につき　＋２００単位）

基本部分

ロ
生活援助

（１）　３０分以上１時間未満
　　　　　　　　    　　　 （２２９単位）

１回につき
＋１００単位

ハ　通院等乗降介助
　　　　　　　　　　　（１回につき　 １００単位）

＋１５／１００

夜間又は早朝の場
合

＋２５／１００

深夜の場合
＋５０／１００

×２００／１００

×７０／１００

特定事業所加算
（Ⅰ）

＋２０／１００

特定事業所加算
（Ⅱ）

＋１０／１００

特定事業所加算
（Ⅲ）

＋１０／１００

（２）　３０分以上１時間未満
　　　　　　　　　　　 　　（４０２単位）

＋１０／１００

ロ　サービス提供体制強化加算
　　　　　　　　　　　　　（１回につき　＋２４単位）

＋１０/１００ ＋５／１００＋１５／１００×９５／１００ ×７０／１００

　[脚注]
　　　１．単位数算定記号の説明
　　　　　＋○○単位　　　 ⇒　　　所定単位数　＋　○○単位
　　　　　－○○単位　　　 ⇒　　　所定単位数　－　○○単位
　　　　　×○○／１００　　⇒　　　所定単位数　×　○○／１００
　　　　　＋○○／１００　　⇒　　　所定単位数　＋　所定単位数×○○／１００

介護　１



３　訪問看護費

注 注 注 注 注 注 注 注 注

准看護師の場
合

指定訪問看護
ステーションの
理学療法士､作
業療法士及び
言語聴覚士の
場合

夜間又は早朝の
場合、若しくは深
夜の場合

２人以上による
訪問看護を行う
場合

１時間３０分以
上の訪問看護を
行う場合

特別地域訪問
看護加算

中山間地域等
における小規模
事業所加算

中山間地域等
に居住する者
へのサービス
提供加算

緊急時訪問看
護加算（※）

特別管理加算 ターミナルケア
加算

　

　：　特別地域訪問看護加算、中山間地域等における小規模事業所加算、中山間地域等に居住する者へのサービス提供加算、ターミナルケア加算は、支給限度額管理の対象外の算定項目

※　医療機器等を使用する者等特別な管理が必要な状態の者への月２回目以降の緊急的訪問については、夜間、早朝、深夜の加算を算定できるものとする。

４　訪問リハビリテーション費

注 注
中山間地域等
に居住する者へ
のサービス提供
加算

短期集中リハビ
リテーション実
施加算

　：　中山間地域等に居住する者へのサービス提供加算は、支給限度額管理の対象外の算定項目

５　居宅療養管理指導費

 

※　ロ（１）（二）及び（２）（二）について、がん末期の患者及び中心静脈栄養患者については、週2回かつ月8回算定できる。

※　居住系施設入居者等とは、養護老人ホーム、軽費老人ホーム、有料老人ホーム、高齢者専用賃貸住宅、小規模多機能型居宅介護、認知症対応型共同生活介護を受けている者をいう。

ロ　薬剤師
が行う場合

ホ　保健師、看護師が行う場合
　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　 （４００単位）

ハ　管理栄
養士が行う
場合（月２回
を限度）

（１）　在宅の利用者に対して行う場合
　　　　　　　　　　　　　　　　   （５３０単位）

（２）　居住系施設入居者等に対して行う場合
　　　　　　　　　　　　　　　　　（４５０単位）

ニ　歯科衛
生士等が行
う場合（月４
回を限度）

（１）　在宅の利用者に対して行う場合
　　　　　　　　　　　　　　　　   （３５０単位）

（２）　居住系施設入居者等に対して行う場合
　　　　　　　　　　　　　　　　　（３００単位）

基本部分

４２５単位を
算定

（２）　薬局の薬剤師の場
合

　（月４回を限度）

注
特別な薬剤の投薬が行われている
在宅の利用者又は居住系施設入
居者等に対して、当該薬剤の使用
に関する必要な薬学的管理指導を
行った場合

　
　　　　　　　　　　　　＋１００単位（一）　在宅の利用者に対して行う場合

　　　　　　　　　（５００単位）

（二）　居住系施設入居者等に対して
行う場合
　　　　　　　　　（３５０単位）

（１）　病院又は診療所の
薬剤師が行う場合
  （月２回を限度）

（一）　在宅の利用者に対して行う場合
　　　　　　　　　（５５０単位）

（二）　居住系施設入居者等に対して
行う場合
　　　　　　　　　（３８５単位）

ハ　サービス提供体制強化加算
　　　　　　　　　　　　　　　　　（１回につき　＋６単位）

注

×９０／１００

８３０単位を
算定

夜間又は早朝の
場合

　＋２５／１００

深夜の場合
　＋５０／１００

＋１０／１００

＋５／１００

１月につき
＋２５０単位

イ　医師又は
歯科医師が
行う場合（月
２回を限度）

（２）　居宅療養管理指導費（Ⅱ）
（在宅時医学総合管理料又は特定施設入居時等医学
総合管理料を算定する場合）
　　　　　　　　　　　　　　　　　（２９０単位）

（１）　居宅療養管理指導費（Ⅰ）
                  （（２）以外）
　　　　　　　　　　　　　　　　   （５００単位）

基本部分

ロ　サービス提供体制強化加算
　　　　　　　　　　　　　　　　　（１回につき　＋６単位）

注
情報提供が行われない場合
　　　　　　　　　　　-１００単位

（３）　３０分以上１時間未満
　　　　　　　　　　　　　　　　　　（５５０単位）

 １月につき
＋２９０単位

１月につき
＋５４０単位

＋１５／１００

＋３００単位

＋３００単位

３０分未満の
場合

＋２５４単位

３０分以上の
場合

＋４０２単位

（２）　３０分未満
　　　　　　　　　　　　　　　　　　（４２５単位）

（３）　３０分以上１時間未満
　　　　　　　　　　　　　　　　　　（８３０単位）

（４）　１時間以上１時間３０分未満
　　　　　　　　　　　　　　　　（１，１９８単位） ＋２，０００単位

（死亡日前14日
以内に2回以上
ターミナルケア
を行った場合）

注
准看護師が行った場合
　　　　　　　　　　　×９０／１００

＋５／１００

基本部分

（４）　１時間以上１時間３０分未満
　　　　　　　　　　　　　　　　　　（８４５単位）

退院・退所日
又は新たに
要介護認定

を受けた日から
１月以内

＋３４０単位

退院・退所日
又は新たに
要介護認定

を受けた日から
１月超３月以内

＋２００単位
介護老人

保健施設の場合

イ　訪問リ
ハビリテー
ション費

１回につき　３０５単位

（１）　２０分未満
       （夜間、深夜、早朝のみ算定可）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　（２８５単位）

イ　指定訪
問看護ス
テーション
の場合

病院又は診療所
の場合

（２）　３０分未満
　　　　　　　　　　　　　　　　　　（３４３単位）

（１）　２０分未満
       （夜間・深夜・早朝のみ算定可）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　（２３０単位）

ロ　病院又
は診療所
の場合

介護　２



６　通所介護費

注 注 注 注 注 注 注

利用者の数
が利用定員
を超える場合

又
は

看護・介護職
員の員数が
基準に満たな
い場合

個別機能訓
練加算（Ⅰ）

又
は

個別機能訓
練加算（Ⅱ）

要介護１ （ ４３７ 単位）

要介護２ （ ５０４ 単位）

要介護３ （ ５７０ 単位）

要介護４ （ ６３６ 単位）

要介護５ （ ７０２ 単位）

要介護１ （ ５８８ 単位）

要介護２ （ ６８３ 単位）

要介護３ （ ７７８ 単位）

要介護４ （ ８７２ 単位）

要介護５ （ ９６７ 単位）

要介護１ （ ７９０ 単位）

要介護２ （ ９２２ 単位）

要介護３ （ １，０５５ 単位）

要介護４ （ １，１８７ 単位）

要介護５ （ １，３２０ 単位）

要介護１ （ ３８１ 単位）

要介護２ （ ４３７ 単位）

要介護３ （ ４９３ 単位）

要介護４ （ ５４９ 単位）

要介護５ （ ６０５ 単位）

要介護１ （ ５０８ 単位）

要介護２ （ ５８８ 単位）

要介護３ （ ６６８ 単位）

要介護４ （ ７４８ 単位）

要介護５ （ ８２８ 単位）

要介護１ （ ６７７ 単位）

要介護２ （ ７８９ 単位）

要介護３ （ ９０１ 単位）

要介護４ （ １，０１３ 単位）

要介護５ （ １，１２５ 単位）

要介護１ （ ３７５ 単位）

要介護２ （ ４３０ 単位）

要介護３ （ ４８５ 単位）

要介護４ （ ５４０ 単位）

要介護５ （ ５９５ 単位）

要介護１ （ ４９９ 単位）

要介護２ （ ５７８ 単位）

要介護３ （ ６５７ 単位）

要介護４ （ ７３５ 単位）

要介護５ （ ８１４ 単位）

要介護１ （ ６６５ 単位）

要介護２ （ ７７６ 単位）

要介護３ （ ８８６ 単位）

要介護４ （ ９９６ 単位）

要介護５ （ １，１０６ 単位）

要介護１ （ ３６５ 単位）

要介護２ （ ４１８ 単位）

要介護３ （ ４７２ 単位）

要介護４ （ ５２５ 単位）

要介護５ （ ５７９ 単位）

要介護１ （ ４８６ 単位）

要介護２ （ ５６３ 単位）

要介護３ （ ６３９ 単位）

要介護４ （ ７１６ 単位）

要介護５ （ ７９２ 単位）

要介護１ （ ６４８ 単位）

要介護２ （ ７５５ 単位）

要介護３ （ ８６２ 単位）

要介護４ （ ９６９ 単位）

要介護５ （ １，０７７ 単位）

　：　中山間地域等に居住する者へのサービス提供加算は、支給限度額管理の対象外の算定項目

×７０/１００

８時間以上９時間
未満の場合

　　＋５０単位
　

９時間以上10時
間未満の場合
　  ＋１００単位

８時間以上９時間
未満の場合

　　＋５０単位
　

９時間以上10時
間未満の場合
　  ＋１００単位 １日につき

＋４２単位
１日につき
＋２７単位

＋５／１００

×７０/１００

（３）サービス提供体制強化加算（Ⅲ）
　　　　　（１回につき　６単位を加算）

（１）　３時間以上６時間未満

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（　１，０００単位）

ヘ　サービス提供体制
強化加算

×７０/１００

（２）　６時間以上８時間未満

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（　１，５００単位）

（２）サービス提供体制強化加算（Ⅱ）
　　　　　（１回につき　６単位を加算）

（２）
４時間以上
６時間未満

ロ
　
通
常
規
模
型
通
所
介
護
費

（１）
３時間以上
４時間未満

（１）サービス提供体制強化加算（Ⅰ）
　　　　　（１回につき　１２単位を加算）

イ
　
小
規
模
型
通
所
介
護
費

（３）
６時間以上
８時間未満

ホ
　
療
養
通
所
介
護
費

（２）
４時間以上
６時間未満

（３）
６時間以上
８時間未満

二
　
大
規
模
型
通
所
介
護
費

（
Ⅱ

）

（１）
３時間以上
４時間未満

ハ
　
大
規
模
型
通
所
介
護
費

（
Ⅰ

）

（１）
３時間以上
４時間未満

（３）
６時間以上
８時間未満

口腔機能向
上加算

栄養改善加
算

８時間以上９時間
未満の場合

　　＋５０単位
　

９時間以上10時
間未満の場合
　  ＋１００単位

８時間以上９時間
未満の場合

　　＋５０単位
　

９時間以上10時
間未満の場合
　 ＋１００単位

若年性認知
症利用者受
入加算

入浴介助を
行った場合

中山間地域
等に居住する
者へのサービ
ス提供加算

１回につき
＋１５０単位
（月２回を

限度）

１回につき
＋１５０単位
（月２回を

限度）

１日につき
＋６０単位

×７０/１００×７０/１００

（１）
３時間以上
４時間未満

（２）
４時間以上
６時間未満

（３）
６時間以上
８時間未満

（２）
４時間以上
６時間未満

注

１日につき
＋５０単位

基本部分

２時間以上３
時間未満の
通所介護を
行う場合

注
６時間以上８時間
未満の通所介護
の前後に日常生
活上の世話を行う
場合

×７０/１００

介護　３



７　通所リハビリテーション費

注 注 注 注 注 注 注 注 注 注 注 注 注 注

利用者の数
が利用定員
を超える場合

又
は

医師、理学
療法士・作業
療法士・言語
聴覚士、看
護・介護職員
の員数が基
準に満たない
場合

要介護１ （ ２７０ 単位）

要介護２ （ ３００ 単位）

要介護３ （ ３３０ 単位）

要介護４ （ ３６０ 単位）

要介護５ （ ３９０ 単位）

要介護１ （ ３８６ 単位）

要介護２ （ ４６３ 単位）

要介護３ （ ５４０ 単位）

要介護４ （ ６１７ 単位）

要介護５ （ ６９４ 単位）

要介護１ （ ５１５ 単位）

要介護２ （ ６２５ 単位）

要介護３ （ ７３５ 単位）

要介護４ （ ８４５ 単位）

要介護５ （ ９５５ 単位）

要介護１ （ ６８８ 単位）

要介護２ （ ８４２ 単位）

要介護３ （ ９９５ 単位）

要介護４ （ １，１４９ 単位）

要介護５ （ １，３０３ 単位）

要介護１ （ ２６５ 単位）

要介護２ （ ２９５ 単位）

要介護３ （ ３２４ 単位）

要介護４ （ ３５４ 単位）

要介護５ （ ３８３ 単位）

要介護１ （ ３７９ 単位）

要介護２ （ ４５５ 単位）

要介護３ （ ５３１ 単位）

要介護４ （ ６０６ 単位）

要介護５ （ ６８２ 単位）

要介護１ （ ５０６ 単位）

要介護２ （ ６１４ 単位）

要介護３ （ ７２２ 単位）

要介護４ （ ８３０ 単位）

要介護５ （ ９３９ 単位）

要介護１ （ ６７６ 単位）

要介護２ （ ８２７ 単位）

要介護３ （ ９３９ 単位）

要介護４ （ １，１２９ 単位）

要介護５ （ １，２８１ 単位）

要介護１ （ ２５８ 単位）

要介護２ （ ２８７ 単位）

要介護３ （ ３１５ 単位）

要介護４ （ ３４４ 単位）

要介護５ （ ３７３ 単位）

要介護１ （ ３６９ 単位）

要介護２ （ ４４３ 単位）

要介護３ （ ５１６ 単位）

要介護４ （ ５９０ 単位）

要介護５ （ ６６４ 単位）

要介護１ （ ４９２ 単位）

要介護２ （ ５９８ 単位）

要介護３ （ ７０３ 単位）

要介護４ （ ８０８ 単位）

要介護５ （ ９１４ 単位）

要介護１ （ ６５８ 単位）

要介護２ （ ８０５ 単位）

要介護３ （ ９１４ 単位）

要介護４ （ １，０９９ 単位）

要介護５ （ １，２４７ 単位）

　：　中山間地域等に居住する者へのサービス提供加算は、支給限度額管理の対象外の算定項目

ニ　サービス提供
体制強化加算

イ
　
通
常
規
模
の
事
業
所
の
場
合

ロ
　
大
規
模
の
事
業
所

（
Ⅰ

）
の
場
合

ハ
　
大
規
模
の
事
業
所

（
Ⅱ

）
の
場
合

（４）
６時間
以上
８時間
未満

（２）
３時間
以上
４時間
未満

（４）
６時間
以上
８時間
未満

（１）
１時間
以上
２時間
未満

（１）
１時間
以上
２時間
未満

（１）
１時間
以上
２時間
未満

介護老人保
健施設であっ
て、理学療法
士、作業療
法士が居宅
を訪問し、診
察、運動機
能検査等を
行い、通所リ
ハビリ計画の
作成等を
行った場合

５５０単位
（月１回を

限度）

（１）サービス提供体制強化加算（Ⅰ）
　　　　　　　　　　（１回につき　１２単位を加算）

（２）サービス提供体制強化加算（Ⅱ）
　　　　　　　　　　（１回につき　６単位を加算）

入浴介助を
行った場合

１日につき
　＋５０単位

＋５／１００

６時間以上８時
間未満の通所リ
ハビリテーション
の前後に日常
生活上の世話
を行う場合

８時間以上
９時間未満の

場合
＋５０単位

　
９時間以上

10時間未満の場
合

＋１００単位

×７０/１００

栄養改善加
算

短期集中リハ
ビリテーション
実施加算

（３）
４時間
以上
６時間
未満

（２）
３時間
以上
４時間
未満

基本部分

１日につき
＋６０単位

３月を超える
場合

１日につき
＋８０単位
（月１３回を

限度）

３月を超える
場合

１日につき
＋８０単位
（月１３回を

限度）

３月を超える
場合

１日につき
＋８０単位
（月１３回を

限度）

中山間地域
等に居住する
者へのサービ
ス提供加算

１回につき
＋１５０単位
（月２回を

限度）

１月につき
＋２３０単位

１回につき
＋１５０単位
（月２回を

限度）

若年性認知
症利用者受
入加算

認知症短期
集中リハビリ
テーション実
施加算

１日につき
＋２４０単位
（週２日を

限度）

退所・退院日
又は新たに
要介護認定
を受けた日か

ら
１月以内

（１日につき
＋２８０単位）

　
退所・退院日
又は新たに
要介護認定
を受けた日か

ら
１月超３月以

内
（１日につき

＋１４０単位）

個別リハビリ
テーション加
算

口腔機能向
上加算

リハビリテー
ションマネジメ
ント加算

（４）
６時間
以上
８時間
未満

（２）
３時間
以上
４時間
未満

（３）
４時間
以上
６時間
未満

（３）
４時間
以上
６時間
未満

×７０/１００

８時間以上
９時間未満の

場合
＋５０単位

　
９時間以上

10時間未満の場
合

＋１００単位

８時間以上
９時間未満の

場合
＋５０単位

　
９時間以上

10時間未満の場
合

＋１００単位

×７０/１００

×７０/１００

×７０/１００

×５０／１００

×５０／１００

×５０／１００

１日につき
＋３０単位

１日につき
＋３０単位

１日につき
＋３０単位

注
研修を終了し
た看護師、准
看護師、あん
摩マッサージ
指圧師、柔道
整復師による
サービス提供

２時間以上３
時間未満の
通所リハビリ
テーションを
行う場合

理学療法士
等体制強化
加算

介護　４



８　短期入所生活介護費

注 注 注 注 注 注

夜勤を行う職員
の勤務条件基準
を満たさない場
合

利用者の数及び
入所者の数の合
計数が入所定員
を超える場合 又

は

介護・看護職員
の員数が基準に
満たない場合

常勤のユニット
リーダーをユニッ
ト毎に配置してい
ない等ユニットケ
アにおける体制
が未整備である
場合

専従の機能訓練
指導員を配置し
ている場合

看護体制加算
（Ⅰ）

看護体制加算
（Ⅱ）

夜勤職員配
置加算

認知症行動・
心理症状緊
急対応加算

若年性認知
症利用者受
入加算

利用者に対し
て送迎を行う
場合

要介護１ （ ６５５ 単位）

要介護２ （ ７２６ 単位）

要介護３ （ ７９６ 単位）

要介護４ （ ８６７ 単位）

要介護５ （ ９３７ 単位）

要介護１ （ ７３７ 単位）

要介護２ （ ８０８ 単位）

要介護３ （ ８７８ 単位）

要介護４ （ ９４９ 単位）

要介護５ （１，０１９ 単位）

要介護１ （ ６２１ 単位）

要介護２ （ ６９２ 単位）

要介護３ （ ７６２ 単位）

要介護４ （ ８３３ 単位）

要介護５ （ ９０３ 単位）

要介護１ （ ７０３ 単位）

要介護２ （ ７７４ 単位）

要介護３ （ ８４４ 単位）

要介護４ （ ９１５ 単位）

要介護５ （ ９８５ 単位）

要介護１ （ ７５５ 単位）

要介護２ （ ８２６ 単位）

要介護３ （ ８９６ 単位）

要介護４ （ ９６７ 単位）

要介護５ （１，０２７ 単位）

要介護１ （ ７５５ 単位）

要介護２ （ ８２６ 単位）

要介護３ （ ８９６ 単位）

要介護４ （ ９６７ 単位）

要介護５ （１，０２７ 単位）

要介護１ （ ７２１ 単位）

要介護２ （ ７９２ 単位）

要介護３ （ ８６２ 単位）

要介護４ （ ９３３ 単位）

要介護５ （ ９９３ 単位）

要介護１ （ ７２１ 単位）

要介護２ （ ７９２ 単位）

要介護３ （ ８６２ 単位）

要介護４ （ ９３３ 単位）

要介護５ （ ９９３ 単位）

※　緊急短期入所ネットワーク加算を算定する場合は、超過定員減算の適用について要件の緩和を行う。

ホ　在宅中重
度者受入加

算

＋１２単位

基本部分

イ　短期入所
生活介護費
（1日につき）

（２）　併設
型短期入
所生活介
護費

（二）　単独型短期入所生
活介護費（Ⅱ）
<多床室>

（１）　単独
型短期入
所生活介
護費

×７０／１００
片道につき
＋１８４単位

＋１２０単位

（一）　併設型ユニット型
短期入所生活介護費
（Ⅰ）
<ユニット型個室>

＋２００単位
（７日間を限

度））

＋１８単位

＋１３単位

（二)　併設型短期入所生
活介護費（Ⅱ）
<多床室>

（二）　単独型ユニット型
短期入所生活介護費
（Ⅱ）
<ユニット型準個室>

（一）　単独型ユニット型
短期入所生活介護費
（Ⅰ）
<ユニット型個室>

×９７／１００

注

（二）　併設型ユニット型
短期入所生活介護費
（Ⅱ）
<ユニット型準個室>

ロ　ユニット型
短期入所生
活介護費
（1日につき）

×７０／１００

（一）　併設型短期入所生
活介護費（Ⅰ）
<従来型個室>

（一）　単独型短期入所生
活介護費（Ⅰ）
＜従来型個室＞

（２）　併設
型ユニット
型短期入
所生活介
護費

（１）　単独
型ユニット
型短期入
所生活介
護費

×９７／１００

注

＋８単位＋４単位

（３）　サービス提供体制強化加算（Ⅲ）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（１日につき　６単位を加算）

（２）　サービス提供体制強化加算（Ⅱ）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（１日につき　６単位を加算）

（１）　サービス提供体制強化加算（Ⅰ）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（１日につき　１２単位を加算）

ハ　療養食加算
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1日につき　２３単位を加算）

ヘ　サービス
提供体制強
化加算

（４）看護体制加算を算定していない場合
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（１日につき　４２５単位を加算）

（３）看護体制加算（Ⅰ）及び（Ⅱ）をいずれも算定している場合
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（１日につき　４１３単位を加算）

（２）　看護体制加算（Ⅱ）を算定している場合
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（１日につき　４１７単位を加算）

（１）　看護体制加算（Ⅰ）を算定している場合
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（１日につき　４２１単位を加算）

ニ　緊急短期入所ネットワーク加算
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1日につき　５０単位を加算）

介護　５



９　短期入所療養介護費
　イ　介護老人保健施設における短期入所療養介護費

注 注 注 注 注 注 注 注

夜勤を行う職
員の勤務条
件基準を満た
さない場合

利用者の数
及び入所者の
数の合計数
が入所定員を
超える場合

又
は

医師、看護職
員、介護職
員、理学療法
士、作業療法
士又は言語
聴覚士の員
数が基準に満
たない場合

常勤のユニッ
トリーダーをユ
ニット毎に配
置していない
等ユニットケ
アにおける体
制が未整備で
ある場合

夜勤職員配
置加算

リハビリテー
ション機能強
化加算

個別リハビリ
テーション実
施加算

認知症ケア
加算

認知症行
動・心理症
状緊急対応
加算

若年性認知
症利用者受
入加算

利用者に対し
て送迎を行う
場合

要介護１ （ ７４６ 単位）

要介護２ （ ７９５ 単位）

要介護３ （ ８４８ 単位）

要介護４ （ ９０２ 単位）

要介護５ （ ９５５ 単位）

要介護１ （ ８４５ 単位）

要介護２ （ ８９４ 単位）

要介護３ （ ９４７ 単位）

要介護４ （ １，００１ 単位）

要介護５ （ １，０５４ 単位）

要介護１ （ ７６７ 単位）

要介護２ （ ８５０ 単位）

要介護３ （ ９６５ 単位）

要介護４ （ １，０４１ 単位）

要介護５ （ １，１１７ 単位）

要介護１ （ ８６６ 単位）

要介護２ （ ９４９ 単位）

要介護３ （ １，０６４ 単位）

要介護４ （ １，１４０ 単位）

要介護５ （ １，２１６ 単位）

要介護１ （ ７６７ 単位）

要介護２ （ ８４４ 単位）

要介護３ （ ９３８ 単位）

要介護４ （ １，０１４ 単位）

要介護５ （ １，０９０ 単位）

要介護１ （ ８６６ 単位）

要介護２ （ ９４３ 単位）

要介護３ （ １，０３７ 単位）

要介護４ （ １，１１３ 単位）

要介護５ （ １，１８９ 単位）

要介護１ （ ８４８ 単位）

要介護２ （ ８９７ 単位）

要介護３ （ ９５０ 単位）

要介護４ （ １，００４ 単位）

要介護５ （ １，０５７ 単位）

要介護１ （ ８４８ 単位）

要介護２ （ ８９７ 単位）

要介護３ （ ９５０ 単位）

要介護４ （ １，００４ 単位）

要介護５ （ １，０５７ 単位）

要介護１ （ ９２８ 単位）

要介護２ （ １，０１１ 単位）

要介護３ （ １，１２６ 単位）

要介護４ （ １，２０２ 単位）

要介護５ （ １，２７８ 単位）

要介護１ （ ９２８ 単位）

要介護２ （ １，０１１ 単位）

要介護３ （ １，１２６ 単位）

要介護４ （ １，２０２ 単位）

要介護５ （ １，２７８ 単位）

要介護１ （ ９２８ 単位）

要介護２ （ １，００５ 単位）

要介護３ （ １，１１９ 単位）

要介護４ （ １，１９５ 単位）

要介護５ （ １，２７１ 単位）

要介護１ （ ９２８ 単位）

要介護２ （ １，００５ 単位）

要介護３ （ １，１１９ 単位）

要介護４ （ １，１９５ 単位）

要介護５ （ １，２７１ 単位）

（ ６５０ 単位）

（ ９００ 単位）

（ １，２５０ 単位）

　：　特別療養費と緊急時施設療養費は、支給限度額管理の対象外の算定項目

※　ＰＴ・ＯＴ・ＳＴによる人員配置減算を適用する場合には、リハビリ機能強化加算を適用しない。
※　緊急短期入所ネットワーク加算を算定する場合は、超過定員減算の適用について要件の緩和を行う。

＋２００単位
（７日間を

限度）

（３）　特定介護老人保健施設短期入所療養介護費

（２）　ユニット型介護
老人保健施設短期入
所療養介護費
（1日につき）

b.ユニット型介護老人保健
施設短期入所療養介護費
（ⅱ）
<ユニット型準個室>

（二）　ユニット型介護老人
保健施設短期入所療養介

護費（Ⅱ）
＜療養型老健：

看護職員を配置＞
b.ユニット型介護老人保健
施設短期入所療養介護費
（ⅱ）
<ユニット型準個室>

a.ユニット型介護老人保健施
設短期入所療養介護費
（ⅰ）
<ユニット型個室>

（１）　介護老人保健施
設短期入所療養介護

費
（1日につき）

（三）　ユニット型介護老人
保健施設短期入所療養介

護費（Ⅲ）
＜療養型老健：看護
オンコール体制＞

（一）　介護老人保健施設短
期入所療養介護費（Ⅰ）

b.介護老人保健施設短期入
所療養介護費（ⅱ）
＜多床室＞

（一）　ユニット型介護老人
保健施設短期入所療養介

護費（Ⅰ）

基本部分

注

＋２４０単位

＋２４単位

a.介護老人保健施設短期入
所療養介護費（ⅰ）
＜従来型個室＞

×９７／１００a.ユニット型介護老人保健施
設短期入所療養介護費
（ⅰ）
<ユニット型個室>

（６）　緊急時施設療養
費

（７）　サービス提供体
制強化加算

a.ユニット型介護老人保健施
設短期入所療養介護費
（ⅰ）
<ユニット型個室>

（５）　緊急短期入所ネットワーク加算
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1日につき　５０単位を加算）

（４）　療養食加算
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1日につき　２３単位を加算）

注　療養体制維持特別加算
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1日につき２７単位を加算）

注　特別療養費

片道につき
＋１８４単位

b.介護老人保健施設短期入
所療養介護費（ⅱ）
＜多床室＞

（二）　介護老人保健施設短
期入所療養介護費（Ⅱ）

＜療養型老健：看護職員を
配置＞

a.介護老人保健施設短期入
所療養介護費（ⅰ）
＜従来型個室＞

b.介護老人保健施設短期入
所療養介護費（ⅱ）
＜多床室＞

（三）　介護老人保健施設短
期入所療養介護費（Ⅲ）
＜療養型老健：看護オン

コール体制＞

a.介護老人保健施設短期入
所療養介護費（ⅰ）
＜従来型個室＞

＋１２０単位

＋６０単位

b.ユニット型介護老人保健
施設短期入所療養介護費
（ⅱ）
<ユニット型準個室>

×７０／１００ ×７０／１００ ＋３０単位

＋７６単位

×９７／１００

（三）サービス提供体制強化加算（Ⅲ）　　　　　（１日につき　６単位を加算）

（二）サービス提供体制強化加算（Ⅱ）　　　　　（１日につき　６単位を加算）

（一）サービス提供体制強化加算（Ⅰ）　　　　　（１日につき　１２単位を加算）

（二）　特定治療

（一）　緊急時治療管理
（1月に1回3日を限度に､1日につき５００単位を算定）

（三）　６時間以上８時間未満

（ニ）　４時間以上６時間未満

（一）　３時間以上４時間未満

介護　６



　ロ　療養病床を有する病院における短期入所療養介護費

注 注 注 注 注 注 注

夜勤を行う職員
の勤務条件基
準を満たさない
場合

利用者の数及
び入院患者の
数の合計数が
入院患者の定
員を超える場合 又

は

看護・介護職員
の員数が基準
に満たない場合

又
は

看護師が基準
に定められた看
護職員の員数
に20/100を乗
じて得た数未満
の場合

又
は

僻地の医師確
保計画を届出
たもので、医師
の数が基準に
定められた医師
の員数に
60/100を乗じ
て得た数未満
である場合

又
は

僻地の医師確
保計画を届出
たもの以外で、
医師の数が基
準に定められた
医師の員数に
60/100を乗じ
て得た数未満
である場合

常勤のユニット
リーダーをユ
ニット毎に配置
していない等ユ
ニットケアにおけ
る体制が未整
備である場合

廊下幅が設備
基準を満たさな
い場合

医師の配置に
ついて医療法
施行規則第４９
条の規定が適
用されている場
合

夜勤を行う職員
の勤務条件に
関する基準の
区分による加算

認知症行動・心
理症状緊急対
応加算

若年性認知症
利用者受入加
算

利用者に対し
て送迎を行う
場合

要介護１ （ ７１５ 単位）

要介護２ （ ８２５ 単位）

要介護３ （ １，０６３ 単位）

要介護４ （ １，１６４ 単位）

要介護５ （ １，２５５ 単位）

要介護１ （ ８４６ 単位）

要介護２ （ ９５６ 単位）

要介護３ （ １，１９４ 単位）

要介護４ （ １，２９５ 単位）

要介護５ （ １，３８６ 単位）

要介護１ （ ６５５ 単位）

要介護２ （ ７６４ 単位）

要介護３ （ ９２４ 単位）

要介護４ （ １，０８０ 単位）

要介護５ （ １，１２２ 単位）

要介護１ （ ７８６ 単位）

要介護２ （ ８９５ 単位）

要介護３ （ １，０５５ 単位）

要介護４ （ １，２１１ 単位）

要介護５ （ １，２５３ 単位）

要介護１ （ ６２５ 単位）

要介護２ （ ７３６ 単位）

要介護３ （ ８８７ 単位）

要介護４ （ １，０４４ 単位）

要介護５ （ １，０８５ 単位）

要介護１ （ ７５６ 単位）

要介護２ （ ８６７ 単位）

要介護３ （ １，０１８ 単位）

要介護４ （ １，１７５ 単位）

要介護５ （ １，２１６ 単位）

要介護１ （ ７１５ 単位）

要介護２ （ ８２５ 単位）

要介護３ （ ９７５ 単位）

要介護４ （ １，０６６ 単位）

要介護５ （ １，１５７ 単位）

要介護１ （ ８４６ 単位）

要介護２ （ ９５６ 単位）

要介護３ （ １，１０６ 単位）

要介護４ （ １，１９７ 単位）

要介護５ （ １，２８８ 単位）

要介護１ （ ７１５ 単位）

要介護２ （ ８２５ 単位）

要介護３ （ ９３３ 単位）

要介護４ （ １，０２４ 単位）

要介護５ （ １，１１５ 単位）

要介護１ （ ８４６ 単位）

要介護２ （ ９５６ 単位）

要介護３ （ １，０６４ 単位）

要介護４ （ １，１５５ 単位）

要介護５ （ １，２４６ 単位）

要介護１ （ ８４９ 単位）

要介護２ （ ９５９ 単位）

要介護３ （ １，１９７ 単位）

要介護４ （ １，２９８ 単位）

要介護５ （ １，３８９ 単位）

要介護１ （ ８４９ 単位）

要介護２ （ ９５９ 単位）

要介護３ （ １，１９７ 単位）

要介護４ （ １，２９８ 単位）

要介護５ （ １，３８９ 単位）

要介護１ （ ８４９ 単位）

要介護２ （ ９５９ 単位）

要介護３ （ １，１０９ 単位）

要介護４ （ １，２００ 単位）

要介護５ （ １，２９１ 単位）

要介護１ （ ８４９ 単位）

要介護２ （ ９５９ 単位）

要介護３ （ １，１０９ 単位）

要介護４ （ １，２００ 単位）

要介護５ （ １，２９１ 単位）

（ ６５０ 単位）

（ ９００ 単位）

（ １，２５０ 単位）

　：　特定診療費は、支給限度額管理の対象外の算定項目

※　医師の人員配置減算を適用する場合には、医師経過措置減算を適用しない。

※　夜勤勤務条件減算を適用する場合には、夜間勤務等看護加算を適用しない。
※　緊急短期入所ネットワーク加算を算定する場合は、超過定員減算の適用について要件の緩和を行う。

（三）サービス提供体制強化加算（Ⅲ）
　　　　　　　　　　（１日につき　６単位を加算）

（二）サービス提供体制強化加算（Ⅱ）
　　　　　　　　　　（１日につき　６単位を加算）

（一）サービス提供体制強化加算（Ⅰ）
　　　　　　　　　　（１日につき　１２単位を加算）

×７０／１００

（一)　ユニット型病院療養病床経過型
短期入所療養介護費（Ⅰ）
<ユニット型個室>

（三）　６時間以上８時間未満

a.病院療養病床経過
型短期入所療養介護
費（ⅰ）
<従来型個室>

（５）　特定病院療養病床短期入所療
養介護費

（二)　ユニット型病院療養病床短期入
所療養介護費（Ⅱ）
<ユニット型準個室>

（二）　４時間以上６時間未満

（２）　病院療養病床
経過型短期入所療
養介護費
（１日につき）

（３）　ユニット型病
院療養病床短期入
所療養介護費
（１日につき）

（一）　３時間以上４時間未満

（二)　ユニット型病院療養病床経過型
短期入所療養介護費（Ⅱ）
<ユニット型準個室>

b.病院療養病床経過
型短期入所療養介護
費（ⅱ）
＜多床室＞

（一)　病院療養
病床経過型短
期入所療養介
護費（Ⅰ）
看護<6:1>
介護<4:1>

（二)　病院療養
病床経過型短
期入所療養介
護費（Ⅱ）
看護<8:1>
介護<4:1>

（一)　ユニット型病院療養病床短期入
所療養介護費（Ⅰ）
<ユニット型個室>

a.病院療養病床経過
型短期入所療養介護
費（ⅰ）
<従来型個室>

基本部分

（１）　病院療養病床
短期入所療養介護
費
（１日につき）

b.病院療養病床短期
入所療養介護費（ⅱ）
<多床室>

（三)　病院療養
病床短期入所
療養介護費
（Ⅲ）
看護<6:1>
介護<6:1>

a.病院療養病床短期
入所療養介護費（ⅰ）
<従来型個室>

b.病院療養病床短期
入所療養介護費（ⅱ）
<多床室>

（一)　病院療養
病床短期入所
療養介護費
（Ⅰ）
看護<6:1>
介護<4:1>

a.病院療養病床短期
入所療養介護費（ⅰ）
<従来型個室>

（二)　病院療養
病床短期入所
療養介護費
（Ⅱ）
看護<6:1>
介護<5:1>

a.病院療養病床短期
入所療養介護費（ⅰ）
<従来型個室>

片道につき
＋１８４単位

×９０／１００

×９０／１００×９０／１００

注

×７０／１００

×９７／１００

夜間勤務等看
護（Ⅰ）

　＋２３単位

夜間勤務等看
護（Ⅱ）

　＋１４単位

夜間勤務等看
護（Ⅲ）

　　 ＋１４単位

夜間勤務等看
護（Ⅳ）
＋７単位

＋２００単位
（７日間を限

度））
－２５単位 ×７０／１００ －１２単位

病院療養病床
療養環境減算
　－２５単位

－１２単位

×９０／１００

＋１２０単位

＋６０単位

（６）　療養食加算
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1日につき　２３単位を加算）

（８）　特定診療費

（７）　緊急短期入所ネットワーク加算
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1日につき　５０単位を加算）

（９）　サービス提
供体制強化加算

（４）　ユニット型病
院療養病床経過型
短期入所療養介護
費
（１日につき）

b.病院療養病床短期
入所療養介護費（ⅱ）
<多床室>

b.病院療養病床経過
型短期入所療養介護
費（ⅱ）
＜多床室＞

介護　７



　ハ　診療所における短期入所療養介護費

注 注 注 注 注 注
利用者の数及び入
院患者の数の合計
数が入院患者の定
員を超える場合

常勤のユニットリー
ダーをユニット毎に配
置していない等ユ
ニットケアにおける体
制が未整備である場
合

廊下幅が設備基
準を満たさない場
合

認知症行動・心理
症状緊急対応加
算

若年性認知症利
用者受入加算

利用者に対して送
迎を行う場合

要介護１ （ ６９６ 単位）

要介護２ （ ７４８ 単位）

要介護３ （ ８００ 単位）

要介護４ （ ８５１ 単位）

要介護５ （ ９０３ 単位）

要介護１ （ ８２７ 単位）

要介護２ （ ８７９ 単位）

要介護３ （ ９３１ 単位）

要介護４ （ ９８２ 単位）

要介護５ （１，０３４ 単位）

要介護１ （ ６０６ 単位）

要介護２ （ ６５２ 単位）

要介護３ （ ６９８ 単位）

要介護４ （ ７４４ 単位）

要介護５ （ ７９０ 単位）

要介護１ （ ７３７ 単位）

要介護２ （ ７８３ 単位）

要介護３ （ ８２９ 単位）

要介護４ （ ８７５ 単位）

要介護５ （ ９２１ 単位）

要介護１ （ ８３０ 単位）

要介護２ （ ８８２ 単位）

要介護３ （ ９３４ 単位）

要介護４ （ ９８５ 単位）

要介護５ （１，０３７ 単位）

要介護１ （ ８３０ 単位）

要介護２ （ ８８２ 単位）

要介護３ （ ９３４ 単位）

要介護４ （ ９８５ 単位）

要介護５ （１，０３７ 単位）

（ ６５０ 単位）

（ ９００ 単位）

（１，２５０ 単位）

　：　特定診療費は、支給限度額管理の対象外の算定項目

※　緊急短期入所ネットワーク加算を算定する場合は、超過定員減算の適用について要件の緩和を行う。

×７０/１００

×９７／１００

片道につき
　＋１８４単位

診療所設備基準
減算

－６０単位

＋１２０単位

＋６０単位

基本部分

（２)　ユニット
型診療所短期
入所療養介護
費
（１日につき）

（一)　ユニット型診療所短期入所療養介護
費（Ⅰ）
<ユニット型個室>

（二)　ユニット型診療所短期入所療養介護
費（Ⅱ）
<ユニット型準個室>

（１）　診療所
短期入所療養
介護費
（１日につき）

（一）　診療所短
期入所療養介護
費（Ⅰ）
看護<6：1>  介
護<6：1>

a.診療所短期入所療養介
護費（ⅰ）
<従来型個室>

b.診療所短期入所療養介
護費（ⅱ）
<多床室>

a.診療所短期入所療養介
護費（ⅰ）
<従来型個室>

b.診療所短期入所療養介
護費（ⅱ）
<多床室>

（二)　診療所短
期入所療養介護
費（Ⅱ）
看護・介護
<3：１>

＋２００単位
（７日間を限度）

（二）　４時間以上６時間未満

（一）　３時間以上４時間未満
（３）　特定診療所短期入所療養
介護費

（三）サービス提供体制強化加算（Ⅲ）
　　　　　　　　　　　　　　　　（１日につき　６単位を加算）

（二）サービス提供体制強化加算（Ⅱ）
　　　　　　　　　　　　　　　　（１日につき　６単位を加算）

（一）サービス提供体制強化加算（Ⅰ）
　　　　　　　　　　　　　　　　（１日につき　１２単位を加算）

（三）　６時間以上８時間未満

（６）　特定診療費

（４）　療養食加算
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  （1日につき　２３単位を加算）

（５）　緊急短期入所ネットワーク加算
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  （1日につき　５０単位を加算）

（７）　サービス提供体制強化
加算

介護　８



　ニ　老人性認知症疾患療養病棟を有する病院における短期入所療養介護費

注 注

利用者の数及び
入院患者の数の
合計数が入院患
者の定員を超える
場合

又
は

看護・介護職員の
員数が基準に満
たない場合

又
は

看護師が基準に
定められた看護
職員の員数に
20/100を乗じて
得た数未満の場
合

又
は

僻地の医師確保
計画を届出たもの
で、医師の数が基
準に定められた医
師の員数に
60/100を乗じて
得た数未満である
場合

又
は

僻地の医師確保
計画を届出たもの
以外で、医師の数
が基準に定められ
た医師の員数に
60/100を乗じて
得た数未満である
場合

常勤のユニット
リーダーをユニット
毎に配置していな
い等ユニットケア
における体制が未
整備である場合

利用者に対して
送迎を行う場合

要介護１ （ １，０４９ 単位）
要介護２ （ １，１１６ 単位）
要介護３ （ １，１８３ 単位）
要介護４ （ １，２５１ 単位）
要介護５ （ １，３１８ 単位）
要介護１ （ １，１６０ 単位）
要介護２ （ １，２２７ 単位）
要介護３ （ １，２９４ 単位）
要介護４ （ １，３６２ 単位）
要介護５ （ １，４２９ 単位）
要介護１ （ ９９１ 単位）
要介護２ （ １，０６２ 単位）
要介護３ （ １，１３２ 単位）
要介護４ （ １，２０３ 単位）
要介護５ （ １，２７３ 単位）
要介護１ （ １，１２２ 単位）
要介護２ （ １，１９３ 単位）
要介護３ （ １，２６３ 単位）
要介護４ （ １，３３４ 単位）
要介護５ （ １，４０４ 単位）
要介護１ （ ９６２ 単位）
要介護２ （ １，０３１ 単位）
要介護３ （ １，０９９ 単位）
要介護４ （ １，１６８ 単位）
要介護５ （ １，２３６ 単位）
要介護１ （ １，０９３ 単位）
要介護２ （ １，１６２ 単位）
要介護３ （ １，２３０ 単位）
要介護４ （ １，２９９ 単位）
要介護５ （ １，３６７ 単位）
要介護１ （ ９４６ 単位）
要介護２ （ １，０１３ 単位）
要介護３ （ １，０８０ 単位）
要介護４ （ １，１４８ 単位）
要介護５ （ １，２１５ 単位）
要介護１ （ １，０７７ 単位）
要介護２ （ １，１４４ 単位）
要介護３ （ １，２１１ 単位）
要介護４ （ １，２７９ 単位）
要介護５ （ １，３４６ 単位）
要介護１ （ ８８４ 単位）
要介護２ （ ９５１ 単位）
要介護３ （ １，０１８ 単位）
要介護４ （ １，０８６ 単位）
要介護５ （ １，１５３ 単位）
要介護１ （ ９９５ 単位）
要介護２ （ １，０６２ 単位）
要介護３ （ １，１２９ 単位）
要介護４ （ １，１９７ 単位）
要介護５ （ １，２６４ 単位）
要介護１ （ ７８６ 単位）
要介護２ （ ８５３ 単位）
要介護３ （ ９２０ 単位）
要介護４ （ ９８８ 単位）
要介護５ （ １，０５５ 単位）
要介護１ （ ９１７ 単位）
要介護２ （ ９８４ 単位）
要介護３ （ １，０５１ 単位）
要介護４ （ １，１１９ 単位）
要介護５ （ １，１８６ 単位）
要介護１ （ １，１６３ 単位）
要介護２ （ １，２３０ 単位）
要介護３ （ １，２９７ 単位）
要介護４ （ １，３６５ 単位）
要介護５ （ １，４３２ 単位）
要介護１ （ １，１６３ 単位）
要介護２ （ １，２３０ 単位）
要介護３ （ １，２９７ 単位）
要介護４ （ １，３６５ 単位）
要介護５ （ １，４３２ 単位）
要介護１ （ １，１２５ 単位）
要介護２ （ １，１９６ 単位）
要介護３ （ １，２６６ 単位）
要介護４ （ １，３３７ 単位）
要介護５ （ １，４０７ 単位）
要介護１ （ １，１２５ 単位）
要介護２ （ １，１９６ 単位）
要介護３ （ １，２６６ 単位）
要介護４ （ １，３３７ 単位）
要介護５ （ １，４０７ 単位）

（ ６５０ 単位）

（ ９００ 単位）

（ １，２５０ 単位）

　：　特定診療費は、支給限度額管理の対象外の算定項目

※　緊急短期入所ネットワーク加算を算定する場合は、超過定員減算の適用について要件の緩和を行う。

（４）　特定認知症
疾患型短期入所療
養介護費

（５）　療養食加算
　　　　　　　　　　　　　　　　　  　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1日につき　２３単位を加算）

（三）　６時間以上８時間未満

（二）　４時間以上６時間未満

（一）　３時間以上４時間未満

（１）　認知症疾
患型短期入所
療養介護費
（１日につき）

（一)　認知症
疾患型短期
入所療養介
護費（Ⅰ）
看護<3：1>
介護<6：1>

大
学
病
院

b.ユニット型認知症
疾患型短期入所療
養介護費（ⅱ）
<ユニット型準個室
>

（２）　認知症疾
患型経過型短
期入所療養介

護費
（１日につき）

（一）認知症疾患型経過型短期入所療
養介護費（Ⅰ）
<従来型個室>

（二）認知症疾患型経過型短期入所療
養介護費（Ⅱ）
<多床室>

一
般
病
棟

b.認知症疾患型短
期入所療養介護費
（ⅱ）
<多床室>

a.認知症疾患型短
期入所療養介護費
（ⅰ）
<従来型個室>

基本部分

（二)　認知症
疾患型短期
入所療養介
護費（Ⅱ）
看護<4：1>
介護<4：1>

大
学
病
院

a.認知症疾患型短
期入所療養介護費
（ⅰ）
<従来型個室>

b.認知症疾患型短
期入所療養介護費
（ⅱ）
<多床室>

（６）　緊急短期入所ネットワーク加算
　　　　　　　　　　　　　　　　　            　　　　　　　　　　　　　　（1日につき　５０単位を加算）

a.認知症疾患型短
期入所療養介護費
（ⅰ）
<従来型個室>

（五)　認知症
疾患型短期
入所療養介
護費（Ⅴ）
　
経過措置型

（三)　認知症
疾患型短期
入所療養介
護費（Ⅲ）
看護<4：1>
介護<5：1>

b.認知症疾患型短
期入所療養介護費
（ⅱ）
<多床室>

b.認知症疾患型短
期入所療養介護費
（ⅱ）
<多床室>

（四)　認知症
疾患型短期
入所療養介
護費（Ⅳ）
看護<4：1>
介護<6：1>

a.認知症疾患型短
期入所療養介護費
（ⅰ）
<従来型個室>

a.認知症疾患型短
期入所療養介護費
（ⅰ）
<従来型個室>

b.認知症疾患型短
期入所療養介護費
（ⅱ）
<多床室>

（三）サービス提供体制強化加算（Ⅲ）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（１日につき　６単位を加算）

（二）サービス提供体制強化加算（Ⅱ）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（１日につき　６単位を加算）

（一）サービス提供体制強化加算（Ⅰ）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（１日につき　１２単位を加算）

（７）　特定診療費

（８）　サービス提供
体制強化加算

aユニット型.認知症
疾患型短期入所療
養介護費（ⅰ）
<ユニット型個室>

一
般
病
棟

（３）　ユニット型
認知症疾患型
短期入所療養
介護費
（１日につき） （二)　ユニット

型認知症疾
患型
短期入所療
養介護費
（Ⅱ）

b.ユニット型認知症
疾患型短期入所療
養介護費（ⅱ）
<ユニット型準個室
>

a.ユニット型認知症
疾患型短期入所療
養介護費（ⅰ）
<ユニット型個室>

（一)　ユニット
型認知症疾
患型
短期入所療
養介護費
（Ⅰ）

片道につき
　＋１８４単位

×９７／１００

×９０／１００

×９０／１００

×７０／１００

×７０／１００

×９０／１００

×９０／１００

注

×７０／１００ －１２単位

　介護　９



１０　特定施設入居者生活介護費

注 注 注 注 注 注

看護・介護職
員の員数が基
準に満たない
場合

介護職員の
員数が基準
に満たない場
合

個別機能訓
練加算

夜間看護体
制加算

医療機関連
携加算

障害者等支
援加算

要介護１ （ ５７１ 単位）

要介護２ （ ６４１ 単位）

要介護３ （ ７１１ 単位）

要介護４ （ ７８０ 単位）

要介護５ （ ８５１ 単位）

・訪問介護

・身体介護 所要時間15分未満の場合　99単位

所要時間15分以上30分未満の場合　198単位

所要時間30分以上１時間30分未満の場合　270単位に所要時
間30分から計算して所要時間が15分増すごとに90単位を加算
所要時間１時間30分以上の場合　577単位に所要時間１時間
30分から計算して所要時間が15分増すごとに37単位を加算した

・生活援助 所要時間15分未満の場合　50単位

所要時間15分以上１時間未満の場合　99単位に所要時間15
分から計算して所要時間が15分増すごとに50単位を加算した単
所要時間１時間以上１時間15分未満の場合　225単位

所要時間１時間15分以上の場合　270単位

・通院等乗降介助 １回につき　９０単位

・他の訪問系サービス及び通所系サービス

　通常の各サービスの基本部分の報酬単位の　９０／１００

・福祉用具貸与

※限度額 要介護１ １７，３５８単位
要介護２ １９，４８６単位
要介護３ ２１，６１４単位
要介護４ ２３，７１２単位
要介護５ ２５，８７０単位

１１　福祉用具貸与費

基本部分

車いす

車いす付属品

特殊寝台

体位変換器

手すり

スロープ

歩行器

歩行補助つえ

移動用リフト

1日につき
＋１０単位

委託先である指定居宅サービス事業者により居宅サービスが行われる場合

交通費に相当する額の１／３に相当
する額を事業所の所在地に適用され
る１単位の単価で除して得た単位数
を加算
（個々の用具ごとに貸与費の１／３を
限度）

中山間地域等に居住する者への
サービス提供加算

注

１月につき
＋８０単位

１日につき
＋２０単位

　：　特別地域福祉用具貸与加算、中山間地域等における小規模事業所加算、中山間地域等に居住する者へのサービス提供加算は、支給限度額
管理の対象外となる算定項目

特別地域福祉用具貸与加算

ロ　外部サービス利用型特定施設入居者生活介護費
　　　（１日につき　８７単位）

交通費に相当する額を事業所の所
在地に適用される１単位の単価で
除して得た単位数を加算
（個々の用具ごとに貸与費の１００
／１００を限度）

　福祉用具貸与費
（現に指定福祉用具貸与に要し
た費用の額を当該事業所の所
在地に適用される１単位の単価
で除して得た単位数）

交通費に相当する額の２／３に相
当する額を事業所の所在地に適
用される１単位の単価で除して得
た単位数を加算
（個々の用具ごとに貸与費の２／
３を限度）

中山間地域等における小規模事
業所加算

注

認知症老人徘徊感知機器

基本部分

イ　特定施設入居者生活介護費
（１日につき）

1日につき
＋１２単位

注

特殊寝台付属品

床ずれ防止用具

※　要介護１の者については、車いす、車いす付属品、特殊寝台、特殊寝台付属品、床ずれ防止用具、体位変換器、認知症老人徘徊感知機器、移動用リフトを算
定しない。（ただし、別に厚生労働大臣が定める状態にある者を除く。）

×７０／１００

×７０／１００

注

　通常の福祉用具貸与と同様

※ただし、基本部分も含めて要介護度別に定める限度を上限とする。

　

介護　１０



Ⅱ　指定居宅介護支援介護給付費単位数の算定構造

居宅介護支援費

注 注 注 注 注

運営基準減算 特別地域居宅介
護支援加算

中山間地域等にお
ける小規模事業所
加算

中山間地域等に居
住する者へのサー
ビス提供加算

特定事業所集中
減算

要介護１・２ （ ５００単位 ）

要介護３・４・５ （ ６５０単位 ）

要介護１・２ （ ３００単位 ）

要介護３・４・５ （ ３９０単位 ）

（１）　特定事業所加算（Ⅰ）

（２）　特定事業所加算（Ⅱ）

（１）　退院・退所加算（Ⅰ）

（２）　退院・退所加算（Ⅱ）

※居宅介護支援費（Ⅱ）・（Ⅲ）については、介護支援専門員１人当たりの取扱件数が４０件及び６０件を超えた場合、４０件を超えた部分について減算

（１月につき　＋１５０単位）

（１月につき　＋５００単位）

（１月につき　＋３００単位）

（１月につき　＋１５０単位）

                    （　＋６００単位）

                    （　＋４００単位）

　　　　　　（　＋３００単位）

基本部分

ト　独居高齢者加算

ヘ　認知症加算

（運営基準減算の場
合）

×７０／１００

（運営基準減算が２月
以上継続している場合）

×５０／１００

チ　小規模多機能型居宅介護事業所連携加算

（１月につき　＋１５０単位）

（１月につき　＋３００単位）

ホ　退院・退所加算

ニ　医療連携加算

ハ　特定事業所加算

ロ　初回加算

（１）　居宅介護支援費（Ⅰ）

　要介護１・２　　  （１，０００単位）
　要介護３・４・５　（１，３００単位）

イ　居宅介護支援費
（１月につき）

（３）　居宅介護支援費（Ⅲ）
　（※）

（２）　居宅介護支援費（Ⅱ）
　（※）

１月につき
－２００単位

＋５／１００＋１０／１００＋１５／１００

介護　１１



Ⅲ　指定施設サービス等介護給付費単位数の算定構造

１　介護福祉施設サービス

注 注 注 注 注 注 注 注 注

夜勤を行う職
員の勤務条件
基準を満たさ
ない場合

入所者の数が
入所定員を超
える場合

又
は

介護・看護職
員又は介護支
援専門員の員
数が基準に満
たない場合

常勤のユニッ
トリーダーをユ
ニット毎に配
置していない
等ユニットケア
における体制
が未整備であ
る場合

日常生活継
続支援加算

看護体制加算
（Ⅰ）

看護体制加算
（Ⅱ）

夜勤職員配置
加算

準ユニットケア
加算

個別機能訓練
加算

若年性認知症
入所者受入加
算

専従の常勤医
師を配置して
いる場合

精神科医師に
よる療養指導
が月2回以上
行われている
場合

専従の障害
者生活支援
員を配置して
いる場合

要介護１ （ ５８９ 単位）

要介護２ （ ６６０ 単位）

要介護３ （ ７３０ 単位）

要介護４ （ ８０１ 単位）

要介護５ （ ８７１ 単位）

要介護１ （ ６５１ 単位）

要介護２ （ ７２２ 単位）

要介護３ （ ７９２ 単位）

要介護４ （ ８６３ 単位）

要介護５ （ ９３３ 単位）

要介護１ （ ７５３ 単位）

要介護２ （ ８２０ 単位）

要介護３ （ ８８８ 単位）

要介護４ （ ９５５ 単位）

要介護５ （ １，０２２ 単位）

要介護１ （ ８１５ 単位）

要介護２ （ ８８２ 単位）

要介護３ （ ９５０ 単位）

要介護４ （ １，０１７ 単位）

要介護５ （ １，０８４ 単位）

要介護１ （ ５８９ 単位）

要介護２・３ （ ６９９ 単位）

要介護４・５ （ ８３６ 単位）

要介護１ （ ６５１ 単位）

要介護２・３ （ ７６１ 単位）

要介護４・５ （ ８９８ 単位）

要介護１ （ ７５３ 単位）

要介護２・３ （ ８５７ 単位）

要介護４・５ （ ９８８ 単位）

要介護１ （ ８１５ 単位）

要介護２・３ （ ９１９ 単位）

要介護４・５ （ １，０５０ 単位）

要介護１ （ ６６９ 単位）

要介護２ （ ７４０ 単位）

要介護３ （ ８１０ 単位）

要介護４ （ ８８１ 単位）

要介護５ （ ９４１ 単位）

要介護１ （ ６６９ 単位）

要介護２ （ ７４０ 単位）

要介護３ （ ８１０ 単位）

要介護４ （ ８８１ 単位）

要介護５ （ ９４１ 単位）

要介護１ （ ８２０ 単位）

要介護２ （ ８８７ 単位）

要介護３ （ ９５５ 単位）

要介護４ （ １，０２２ 単位）

要介護５ （ １，０８９ 単位）

要介護１ （ ８２０ 単位）

要介護２ （ ８８７ 単位）

要介護３ （ ９５５ 単位）

要介護４ （ １，０２２ 単位）

要介護５ （ １，０８９ 単位）

要介護１ （ ６６９ 単位）

要介護２・３ （ ７６９ 単位）

要介護４・５ （ ９０６ 単位）

要介護１ （ ６６９ 単位）

要介護２・３ （ ７６９ 単位）

要介護４・５ （ ９０６ 単位）

要介護１ （ ８２０ 単位）

要介護２・３ （ ９２４ 単位）

要介護４・５ （ １，０５５ 単位）

要介護１ （ ８２０ 単位）

要介護２・３ （ ９２４ 単位）

要介護４・５ （ １，０５５ 単位）

（１）サービス提供体制強化加算（Ⅰ）
　　　　　　　　　　　　（１日につき　１２単位を加算）

カ　サービス提供体制強
化加算

注　外泊時費用

（２）　経口維持加算（Ⅱ）　　　　　　（５単位）

（２）　退所時相談援助加算
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（４００単位）

（３）　退所前連携加算
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（５００単位）

ハ　初期加算
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1日につき　３０単位を加算）

（１）　退所前後訪問相談援助加算
　　（入所中１回（又は２回）、退所後１回を限度に４６０単位を算定）

（１）認知症専門ケア加算（Ⅰ）
　　　　　　　　　　　　（１日につき　３単位を加算）

（３）サービス提供体制強化加算（Ⅲ）
　　　　　　　　　　　　（１日につき　６単位を加算）

（２）サービス提供体制強化加算（Ⅱ）
　　　　　　　　　　　　（１日につき　６単位を加算）

基本部分

b ユニット型小規模旧措
置入所者介護福祉施設
サービス費（Ⅱ）
<ユニット型準個室>

（一）　介護
福祉施設
サービス費

ａ　介護福祉施設サービ
ス費（Ⅰ）
<従来型個室>

ト　経口維持加算（１日に
つき）

（１）　経口維持加算（Ⅰ）　　　　　（２８単位）

ホ　栄養マネジメント加算
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1日につき　１４単位を加算）

ヘ　経口移行加算
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1日につき　２８単位を加算）

（２）　旧措
置入所者
介護福祉
施設サービ
ス費（1日
につき）

ニ　退所時等
相談援助加
算

b ユニット型介護福祉施
設サービス費（Ⅱ）
<ユニット型準個室>

（一）　ユニッ
ト型旧措置入
所者介護福
祉施設サー
ビス費

a ユニット型旧措置入所
者介護福祉施設サービ
ス費（Ⅰ）
<ユニット型個室>

b ユニット型旧措置入所
者介護福祉施設サービ
ス費（Ⅱ）
<ユニット型準個室>

ロ
　
ユ
ニ

ッ
ト
型
介
護
老
人
福
祉
施
設
に
お
け
る
介
護
福
祉
施
設
サ
ー

ビ
ス

a ユニット型小規模介護
福祉施設サービス費
（Ⅰ）
<ユニット型個室>

（二）　小規
模旧措置入
所者介護福
祉施設サー
ビス費

注

（２）　ユ
ニット型旧
措置入所
者介護福
祉施設
サービス費
（１日につ
き）

ｂ　小規模旧措置入所者介
護福祉施設サービス費（Ⅱ）
<多床室>

（１）　ユ
ニット型介
護福祉施
設サービス
費（1日に
つき）

（一）　旧措
置入所者介
護福祉施設
サービス費

＋５単位＋２５単位＋１２０単位

入所定員31
人以上50人

以下
２２単位

入所定員30
人又は51人

以上
１３単位

入所定員31
人以上50人

以下
２７単位

入所定員30
人又は51人

以上
１８単位

（２）　死亡日以前２日又は３日
　　　　　　　　　　　　（１日につき　６８０単位を加算）

＋２６単位

ｂ　介護福祉施設サービ
ス費（Ⅱ）
<多床室>

＋５単位

×９７／１０
０

b ユニット型小規模介護
福祉施設サービス費
（Ⅱ）
<ユニット型準個室>

ａ　小規模旧措置入所者介
護福祉施設サービス費（Ⅰ）
<従来型個室>

×７０／１００ ×７０／１００ ＋１２単位

注

チ　口腔機能維持管理加算
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1月につき　３０単位を加算）

注　身体拘束廃止未実施減算
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1日につき　５単位を減算）

（１）　介護
福祉施設
サービス費
（1日につ
き）

（二）　小規
模介護福祉
施設サービス
費

ａ　旧措置入所者介護福
祉施設サービス費（Ⅰ）
<従来型個室>

ｂ　旧措置入所者介護福
祉施設サービス費（Ⅱ）
<多床室>

入所定員31
人以上50人

以下
６単位

入所定員30
人又は51人

以上
４単位

a ユニット型小規模旧措
置入所者介護福祉施設
サービス費（Ⅰ）
<ユニット型個室>

（一）　ユニッ
ト型介護福祉
施設サービス
費

ｂ　小規模介護福祉施設
サービス費（Ⅱ）
<多床室>

ワ　認知症専門ケア加算

（２）認知症専門ケア加算（Ⅱ）
　　　　　　　　　　　　（１日につき　４単位を加算）

入所定員31
人以上50人

以下
１３単位

入所定員30
人又は51人

以上
８単位

ル　在宅復帰支援機能加算
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1日につき　１０単位を加算）

ヲ　在宅・入所相互利用加算
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1日につき　３０単位を加算）

リ　療養食加算
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1日につき　２３単位を加算）

（１）　死亡日以前４日以上30日以下
　　 　　　　　　　　　 （１日につき　８０単位を加算）

（３）　死亡日
　　　　　　　　　　　　（１日につき　１，２８０単位を加算）

ヌ　看取り介護加算

注
居宅介護支援事業者と退所前から連携し、情報提供とサービス調整を行った場合

注
入所者及びその家族等に対して退所後の相談援助を行い、かつ市町村及び老人介護支援センターに対して必要な情報を提供した場合

入所者が病院又は診療所への入院を要した場合及び入所者に対して居宅における外泊を認めた場合、１月に６日を限度として所定単位数に代えて1日につき２４６単位を算定

イ
　
介
護
福
祉
施
設
サ
ー

ビ
ス

ａ　小規模介護福祉施設
サービス費（Ⅰ）
<従来型個室>

＋２２単位×９７／１００

（二）　ユニッ
ト型小規模旧
措置入所者
介護福祉施
設サービス費

a ユニット型介護福祉施
設サービス費（Ⅰ）
<ユニット型個室>

（二）　ユニッ
ト型小規模介
護福祉施設
サービス費

介護　１２



２　介護保健施設サービス

注 注 注 注 注 注

夜勤を行う職
員の勤務条件
基準を満たさ
ない場合

入所者の数が
入所定員を超
える場合

又
は

医師、看護職
員、介護職
員、理学療法
士、作業療法
士、言語聴覚
士又は介護支
援専門員の員
数が基準に満
たない場合

常勤のユニッ
トリーダーを
ユニット毎に
配置していな
い等ユニット
ケアにおける
体制が未整備
である場合

夜勤職員配置
加算

短期集中リハ
ビリテーション
実施加算

認知症短期集
中リハビリテー
ション実施加
算

認知症ケア加
算

若年性認知症
入所者受入加
算

要介護１ （ ７３４ 単位）

要介護２ （ ７８３ 単位）

要介護３ （ ８３６ 単位）

要介護４ （ ８９０ 単位）

要介護５ （ ９４３ 単位）

要介護１ （ ８１３ 単位）

要介護２ （ ８６２ 単位）

要介護３ （ ９１５ 単位）

要介護４ （ ９６９ 単位）

要介護５ （ １，０２２ 単位）

要介護１ （ ７３５ 単位）

要介護２ （ ８１８ 単位）

要介護３ （ ９３３ 単位）

要介護４ （ １，００９ 単位）

要介護５ （ １，０８５ 単位）

要介護１ （ ８１４ 単位）

要介護２ （ ８９７ 単位）

要介護３ （ １，０１２ 単位）

要介護４ （ １，０８８ 単位）

要介護５ （ １，１６４ 単位）

要介護１ （ ７３５ 単位）

要介護２ （ ８１２ 単位）

要介護３ （ ９０６ 単位）

要介護４ （ ９８２ 単位）

要介護５ （ １，０５８ 単位）

要介護１ （ ８１４ 単位）

要介護２ （ ８９１ 単位）

要介護３ （ ９８５ 単位）

要介護４ （ １，０６１ 単位）

要介護５ （ １，１３７ 単位）

要介護１ （ ８１６ 単位）

要介護２ （ ８６５ 単位）

要介護３ （ ９１８ 単位）

要介護４ （ ９７２ 単位）

要介護５ （ １，０２５ 単位）

要介護１ （ ８１６ 単位）

要介護２ （ ８６５ 単位）

要介護３ （ ９１８ 単位）

要介護４ （ ９７２ 単位）

要介護５ （ １，０２５ 単位）

要介護１ （ ８９６ 単位）

要介護２ （ ９７９ 単位）

要介護３ （ １，０９４ 単位）

要介護４ （ １，１７０ 単位）

要介護５ （ １，２４６ 単位）

要介護１ （ ８９６ 単位）

要介護２ （ ９７９ 単位）

要介護３ （ １，０９４ 単位）

要介護４ （ １，１７０ 単位）

要介護５ （ １，２４６ 単位）

要介護１ （ ８９６ 単位）

要介護２ （ ９７３ 単位）

要介護３ （ １，０６７ 単位）

要介護４ （ １，１４３ 単位）

要介護５ （ １，２１９ 単位）

要介護１ （ ８９６ 単位）

要介護２ （ ９７３ 単位）

要介護３ （ １，０６７ 単位）

要介護４ （ １，１４３ 単位）

要介護５ （ １，２１９ 単位）

（１）　経口維持加算（Ⅰ）　　　　　　　（２８単位）

ヌ　在宅復帰支援機能加算

（１）　緊急時治療管理
　　　（1月に1回3日を限度に､1日につき５００単位を算定）

（１）　サービス提供体制強化加算（Ⅰ）
　　　　　　　　　　　　　　　（１日につき　１２単位を加算）

（２）認知症専門ケア加算（Ⅱ）
　　　　　　　　　　　　　　　（１日につき　４単位を加算）

（１）認知症専門ケア加算（Ⅰ）
　　　　　　　　　　　　　　　（1日につき　３単位を加算）

リ　療養食加算
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1日につき　２３単位を加算）

ワ　認知症情報提供加算
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（１回あたり　３５０単位を加算）

（２）　在宅復帰支援機能加算（Ⅱ）
　　　　　　　　　　　　　　　（１日につき　５単位を加算）

（１）　在宅復帰支援機能加算（Ⅰ）
　　　　　　　　　　　　　　　（１日につき　１５単位を加算）

注　身体拘束廃止未実施減算　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1日につき　５単位を減算）

イ　介護保健施
設サービス費
（1日につき）

（２）　介護保健施設
サービス費（Ⅱ）

＜療養型老健：看護
職員を配置＞

（一）　ユニット型介護保健施設
サービス費（ⅰ）
＜ユニット型個室＞

ロ　ユニット型介
護保健施設サー

ビス費
（1日につき） （二）　ユニット型介護保健施設

サービス費（ⅱ）
＜ユニット型準個室＞

（二）　ユニット型介護保健施設
サービス費（ⅱ）
＜ユニット型準個室＞

（二）　ユニット型介護保健施設
サービス費（ⅱ）
＜ユニット型準個室＞

（一）　介護保健施設サービス費
（ⅰ）
＜従来型個室＞

（一）　介護保健施設サービス費
（ⅰ）
＜従来型個室＞

カ　サービス提供体制強化加算

（２）　ユニット型介護
保健施設サービス費

（Ⅱ）
＜療養型老健：看護

職員を配置＞

（１）　介護保健施設
サービス費（Ⅰ）

（３）　介護保健施設
サービス費（Ⅲ）

＜療養型老健：看護
オンコール体制＞

（１）　ユニット型介護
保健施設サービス費

（Ⅰ）

（一）　ユニット型介護保健施設
サービス費（ⅰ）
＜ユニット型個室＞

（一）　介護保健施設サービス費
（ⅰ）
＜従来型個室＞

（二）　介護保健施設サービス費
（ⅱ）
＜多床室＞

（二）　介護保健施設サービス費
（ⅱ）
＜多床室＞

※　ＰＴ・ＯＴ・ＳＴによる人員配置減算を適用する場合には、短期集中リハビリテーション実施加算、認知症短期集中リハビリテーション実施加算を適用しない。

ヲ　認知症専門ケア加算

ル　緊急時施設療養費

（２）　特定治療

（３）　サービス提供体制強化加算（Ⅲ）
　　　　　　　　　　　　　　　（１日につき　６単位を加算）

（２）　サービス提供体制強化加算（Ⅱ）
　　　　　　　　　　　　　　　（１日につき　６単位を加算）

×９７／１００

注

基本部分

（二）　介護保健施設サービス費
（ⅱ）
＜多床室＞

１日につき
＋２４単位

1日につき
＋２４０単位

（３）　ユニット型介護
保健施設サービス費

（Ⅲ）
＜療養型老健：看護
オンコール体制＞

（一）　ユニット型介護保健施設
サービス費（ⅰ）
＜ユニット型個室＞

1日につき
＋１２０単位

1日につき
＋２４０単位
（週３日を限

度）

×９７／１００

1日につき
＋７６単位

×７０／１００ ×７０／１００

入所者に対して居宅における外泊を認めた場合、１月に６日を限度として所定単位数に代えて1日につき３６２単位を算定

注　ターミナルケア加算

（１）　死亡日以前15日以上30日以下
　　　　　　　　　　　　　　　　　（１日につき　２００単位を加算）

（２）　死亡日以前14日まで
　　　　　　　　　　　　　　　　　（１日につき　 ３１５単位を加算）

注　外泊時費用

注　特別療養費

チ　口腔機能維持管理加算
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1月につき　３０単位を加算）

ハ　初期加算　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1日につき　３０単位を加算）

ホ　栄養マネジメント加算
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1日につき　１４単位を加算）

（三）　退所時情報提供加算
　　　　　　　　　　　　　　　　　　（５００単位）

ヘ　経口移行加算
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1日につき　２８単位を加算）

ニ　退所時指導
等加算

注　療養体制維持特別加算　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（１日につき　２７単位を加算）

ト　経口維持加算（１日につき）
（２）　経口維持加算（Ⅱ）　　　　　　　　（５単位）

（２）　老人訪問看護指示加算
　　　（入所者1人につき1回を限度として３００単位を算定）

注
居宅介護支援事業者と退所前から連携し、情報提供とサービス調整を行った場合

注
退所後の主治医に対して診療情報を提供した場合

注
入所期間が１月を超える入所者が退所又は試行的に退所する場合において、当該入所者及びその家族等に対して退所後の療養上の指導を行った場合

（１）　退所時等指導加
算

（一）　退所前後訪問指導加算
　（入所中1回（又は2回）、退所後1回を限度に、４６０単位を算
定）

（二）　退所時指導加算
　　　　　　　　　　　　　　　　　　（４００単位）

（四）　退所前連携加算
　　　　　　　　　　　　　　　　　　（５００単位）

介護　１３



３　介護療養施設サービス
　イ　療養病床を有する病院における介護療養施設サービス

注 注 注 注 注

夜勤を行う職員の
勤務条件基準を
満たさない場合

入院患者の数が
入院患者の定員
を超える場合

又
は

看護・介護職員の
員数が基準に満
たない場合

又
は

介護支援専門員
の員数が基準に
満たない場合

又
は

看護師が基準に
定められた看護職
員の員数に
20/100を乗じて
得た数未満の場
合

又
は

僻地の医師確保
計画を届出たもの
で、医師の数が基
準に定められた医
師の員数に
60/100を乗じて
得た数未満である
場合

又
は

僻地の医師確保
計画を届出たもの
以外で、医師の数
が基準に定められ
た医師の員数に
60/100を乗じて
得た数未満である
場合

常勤のユニット
リーダーをユニット
毎に配置していな
い等ユニットケア
における体制が未
整備である場合

廊下幅が設備基
準を満たさない場
合

医師の配置につ
いて医療法施行
規則第４９条の
規定が適用され
ている場合

夜勤を行う職員の
勤務条件に関す
る基準の区分によ
る加算

若年性認知症患
者受入加算

要介護１ （ ６８３ 単位）

要介護２ （ ７９３ 単位）

要介護３ （ １，０３１ 単位）

要介護４ （ １，１３２ 単位）

要介護５ （ １，２２３ 単位）

要介護１ （ ７９４ 単位）

要介護２ （ ９０４ 単位）

要介護３ （ １，１４２ 単位）

要介護４ （ １，２４３ 単位）

要介護５ （ １，３３４ 単位）

要介護１ （ ６２３ 単位）

要介護２ （ ７３２ 単位）

要介護３ （ ８９２ 単位）

要介護４ （ １，０４８ 単位）

要介護５ （ １，０９０ 単位）

要介護１ （ ７３４ 単位）

要介護２ （ ８４３ 単位）

要介護３ （ １，００３ 単位）

要介護４ （ １，１５９ 単位）

要介護５ （ １，２０１ 単位）

要介護１ （ ５９３ 単位）

要介護２ （ ７０４ 単位）

要介護３ （ ８５５ 単位）

要介護４ （ １，０１２ 単位）

要介護５ （ １，０５３ 単位）

要介護１ （ ７０４ 単位）

要介護２ （ ８１５ 単位）

要介護３ （ ９６６ 単位）

要介護４ （ １，１２３ 単位）

要介護５ （ １，１６４ 単位）

要介護１ （ ６８３ 単位）

要介護２ （ ７９３ 単位）

要介護３ （ ９４３ 単位）

要介護４ （ １，０３４ 単位）

要介護５ （ １，１２５ 単位）

要介護１ （ ７９４ 単位）

要介護２ （ ９０４ 単位）

要介護３ （ １，０５４ 単位）

要介護４ （ １，１４５ 単位）

要介護５ （ １，２３６ 単位）

要介護１ （ ６８３ 単位）

要介護２ （ ７９３ 単位）

要介護３ （ ９０１ 単位）

要介護４ （ ９９２ 単位）

要介護５ （ １，０８３ 単位）

要介護１ （ ７９４ 単位）

要介護２ （ ９０４ 単位）

要介護３ （ １，０１２ 単位）

要介護４ （ １，１０３ 単位）

要介護５ （ １，１９４ 単位）

要介護１ （ ７９７ 単位）

要介護２ （ ９０７ 単位）

要介護３ （ １，１４５ 単位）

要介護４ （ １，２４６ 単位）

要介護５ （ １，３３７ 単位）

要介護１ （ ７９７ 単位）

要介護２ （ ９０７ 単位）

要介護３ （ １，１４５ 単位）

要介護４ （ １，２４６ 単位）

要介護５ （ １，３３７ 単位）

要介護１ （ ７９７ 単位）

要介護２ （ ９０７ 単位）

要介護３ （ １，０５７ 単位）

要介護４ （ １，１４８ 単位）

要介護５ （ １，２３９ 単位）

要介護１ （ ７９７ 単位）

要介護２ （ ９０７ 単位）

要介護３ （ １，０５７ 単位）

要介護４ （ １，１４８ 単位）

要介護５ （ １，２３９ 単位）

※　医師の人員配置減算を適用する場合には、医師経過措置減算を適用しない。

※　夜勤勤務条件減算を適用する場合には、夜間勤務等看護加算を適用しない。

（1２）　在宅復帰支援機能加算
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1日につき　１０単位を加算）

（１）サービス提供体制強化加算（Ⅰ）
　　　　　　　　　　　　（１日につき　１２単位を加算）

（１０）　口腔機能維持管理加算
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1月につき　３０単位を加算）

－１２単位－２５単位

注　身体拘束廃止未実施減算　　（1日につき　５単位を減算）

注　外泊時費用

注　他科受診時費用

d 退院前連携加算
　　　　　　　　　　　　（５００単位）

c 退院時情報提供加算
　　　　　　　　　　　　（５００単位）

（1３）　特定診療費

（１５）　サービス提供体
制強化加算

（１４）　認知症専門ケア
加算

（２）認知症専門ケア加算（Ⅱ）
　　　　　　　　　　　　（1日につき　４単位を加算）

（１）認知症専門ケア加算（Ⅰ）
　　　　　　　　　　　　（1日につき　３単位を加算）

（３）サービス提供体制強化加算（Ⅲ）
　　　　　　　　　　　　（１日につき　６単位を加算）

（２）サービス提供体制強化加算（Ⅱ）
　　　　　　　　　　　　（１日につき　６単位を加算）

×９０／１００

病院療養病床
療養環境減算
　－２５単位

×９７／１００

－１２単位

×９０／１００ ×９０／１００

b.療養型介護療養施
設サービス費（ⅱ）
<多床室>

×７０／１００

（一）　ユニット型療養型経過型介護
療養施設サービス費（Ⅰ）
<ユニット型個室>

b.療養型介護療養施
設サービス費（ⅱ）
<多床室>

a.療養型介護療養施
設サービス費（ⅰ）
<従来型個室>

（三）　療養
型介護療
養施設サー
ビス費（Ⅲ）
看護<6:1>
介護<6:1>

（二）　ユニット型療養型経過型介護
療養施設サービス費（Ⅱ）
<ユニット型準個室>

（二）　ユニット型療養型介護療養施
設サービス費（Ⅱ）
<ユニット型準個室>

（一）　ユニット型療養型介護療養施
設サービス費（Ⅰ）
<ユニット型個室>

a.療養型経過型介護
療養施設サービス費
（ⅰ）
<従来型個室>

（二）　療養
型経過型
介護療養
施設サービ
ス費（Ⅱ）
看護<8:1>
介護<4:1>

（一）　療養
型経過型
介護療養
施設サービ
ス費（Ⅰ）
看護<6:1>
介護<4:1>

a.療養型経過型介護
療養施設サービス費
（ⅰ）
<従来型個室>

b.療養型経過型介護
療養施設サービス費
（ⅱ）
<多床室>

b.療養型経過型介護
療養施設サービス費
（ⅱ）
<多床室>

基本部分

（８）　経口移行加算
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1日につき　２８単位を加算）

（９）　経口維持加算（１
日につき）

（１）　経口維持加算（Ⅰ）　　（２８単位）

（２）　経口維持加算（Ⅱ）　　　（５単位）

注　試行的退院サービス費

（３）　ユ
ニット型療
養型介護
療養施設
サービス費
（１日につ
き）

注

（一）　療養
型介護療
養施設サー
ビス費（Ⅰ）
看護<6:1>
介護<4:1>

a.療養型介護療養施
設サービス費（ⅰ）
<従来型個室>

＋１２０単位

注
居宅介護支援事業者と退院前から連携し、情報提供とサービス調整を行った場合

注
退院後の主治医に対して診療情報を提供した場合

注
入院患者及びその家族等に対して退院後の療養上の指導を行った場合

入院患者に対して、専門的な診療が必要になり、他医療機関において診療が行われた場合、１月に４日を限度として所定単位数に代えて１日につき３６２単位を算定

入院患者に対して居宅における試行的退院を認めた場合、１月につき６日を限度として１日につき８００単位を算定　（(2)及び(4)の基本単価に限る。）

入院患者に対して居宅における外泊を認めた場合、１月に６日を限度として所定単位数に代えて１日につき３６２単位を算定

夜間勤務等看
護（Ⅰ）

　＋２３単位

夜間勤務等看
護（Ⅱ）

　＋１４単位

夜間勤務等看
護（Ⅲ）

　　 ＋１４単位

夜間勤務等看
護（Ⅳ）
＋７単位

×７０／１００

×９０／１００

（５）　初期加算　　　　　　　　（1日につき　＋３０単位）

（６）　退院
時指導等
加算

×７０／１００

×７０／１００

（２）　療養
型経過型
介護療養
施設サービ
ス費
（１日につ
き）

（１）　療養
型介護療
養施設
サービス費
（１日につ
き）

（４）　ユ
ニット型療
養型経過
型介護療
養施設
サービス費
（１日につ
き）

（二）　療養
型介護療
養施設サー
ビス費（Ⅱ）
看護<6:1>
介護<5:1>

b.療養型介護療養施
設サービス費（ⅱ）
<多床室>

a.療養型介護療養施
設サービス費（ⅰ）
<従来型個室>

（７）　栄養マネジメント加算
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1日につき　１４単位を加算）

（１１）　療養食加算
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1日につき　２３単位を加算）

（一）　退院
時等指導
加算

a 退院前後訪問指導加算
　（入院中1回（又は2回）、退院後1回を限度に、４６０
単位を算定）

b 退院時指導加算
　　　　　　　　　　　　（４００単位）

（二）　老人訪問看護指示加算
　　（入院患者１人につき１回を限度として
　　　３００単位算定）

介護　１４



  ロ　療養病床を有する診療所における介護療養施設サービス

注 注 注 注

入院患者の数が入院患
者の定員を超える場合

常勤のユニットリーダー
をユニット毎に配置して
いない等ユニットケアに
おける体制が未整備で
ある場合

廊下幅が設備基準を満
たさない場合

若年性認知症患者受入
加算

要介護１ （ ６６４ 単位）

要介護２ （ ７１６ 単位）

要介護３ （ ７６８ 単位）

要介護４ （ ８１９ 単位）

要介護５ （ ８７１ 単位）

要介護１ （ ７７５ 単位）

要介護２ （ ８２７ 単位）

要介護３ （ ８７９ 単位）

要介護４ （ ９３０ 単位）

要介護５ （ ９８２ 単位）

要介護１ （ ５７４ 単位）

要介護２ （ ６２０ 単位）

要介護３ （ ６６６ 単位）

要介護４ （ ７１２ 単位）

要介護５ （ ７５８ 単位）

要介護１ （ ６８５ 単位）

要介護２ （ ７３１ 単位）

要介護３ （ ７７７ 単位）

要介護４ （ ８２３ 単位）

要介護５ （ ８６９ 単位）

要介護１ （ ７７８ 単位）

要介護２ （ ８３０ 単位）

要介護３ （ ８８２ 単位）

要介護４ （ ９３３ 単位）

要介護５ （ ９８５ 単位）

要介護１ （ ７７８ 単位）

要介護２ （ ８３０ 単位）

要介護３ （ ８８２ 単位）

要介護４ （ ９３３ 単位）

要介護５ （ ９８５ 単位）

（１２）　認知症専門ケア加算

（２）認知症専門ケア加算（Ⅱ）
　　　　　　　　　　　　　（1日につき　４単位を加算）

（１）認知症専門ケア加算（Ⅰ）
　　　　　　　　　　　　　（1日につき　３単位を加算）

（３）サービス提供体制強化加算（Ⅲ）
　　　　　　　　　　　　　（１日につき　６単位を加算）

（２）サービス提供体制強化加算（Ⅱ）
　　　　　　　　　　　　　（１日につき　６単位を加算）

（１）サービス提供体制強化加算（Ⅰ）
　　　　　　　　　　　　　（１日につき　１２単位を加算）

（１３）　サービス提供体制強化加算

（1１）　特定診療費

（１０）　在宅復帰支援機能加算
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1日につき　１０単位を加算）

（２）　経口維持加算（Ⅱ）　　　　（５単位）

（９）　療養食加算
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1日につき　２３単位を加算）

（７）　経口維持加算（１日につき） （１）　経口維持加算（Ⅰ）　　　（２８単位）

（５）　栄養マネジメント加算
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1日につき　１４単位を加算）

（６）　経口移行加算
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1日につき　２８単位を加算）

（８）　口腔機能維持管理加算
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1月につき　３０単位を加算）

基本部分

注　外泊時費用

（２）　ユニット型診
療所型介護療養施
設サービス費
（１日につき）

b.診療所型介護療養施設
サービス費（ⅱ）
<多床室>

（１）　診療所型介
護療養施設サービ
ス費
（1日につき）

（一）　診療所型介護
療養施設サービス費
（Ⅰ）
看護<6：1>
介護<6：1>

a.診療所型介護療養施設
サービス費（ⅰ）
<従来型個室>

注　身体拘束廃止未実施加算　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1日につき　５単位を減算）

a.診療所型介護療養施設
サービス費（ⅰ）
<従来型個室>

（一）　ユニット型診療所型
介護療養施設サービス費（Ⅰ）
<ユニット型個室>

（４）　退院時指導
等加算

c 退院時情報提供加算
　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（５００単位）

b 退院時指導加算
　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（４００単位）

（一）　退院時等指導
加算

d 退院前連携加算

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（５００単位）

a 退院前後訪問指導加算
　　（入院中1回（又は2回）、退院後1回を限度に、
　４６０単位を算定）

（二）　老人訪問看護指示加算
　　　　　　　　　　　　　　（入院患者１人につき１回を限度として３００単位算定）

（３）　初期加算　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1日につき　３０単位を加算）

＋１２０単位

診療所療養病床
設備基準減算

－６０単位

×９７／１００

×７０／１００

入院患者に対して居宅における外泊を認めた場合、１月に６日を限度として所定単位数に代えて１日につき、
３６２単位を算定

b.診療所型介護療養施設
サービス費（ⅱ）
<多床室>

（二）　診療所型介護
療養施設サービス費
（Ⅱ）
看護・介護<3：１>

（二）　ユニット型診療所型
介護療養施設サービス費（Ⅱ）
<ユニット型準個室>

注　他科受診時費用

注
居宅介護支援事業者と退院前から連携し、情報提供とサービス調整を行った場合

注
退院後の主治医に対して診療情報を提供した場合

注
入院患者及びその家族等に対して退院後の療養上の指導を行った場合

入院患者に対して、専門的な診療が必要になり、他医療機関において診療が行われた場合、１月に４日を限
度として所定単位数に代えて１日につき３６２単位を算定

介護　１５



　ハ　老人性認知症疾患療養病棟を有する病院における介護療養施設サービス

注

入院患者の数が入
院患者の定員を超
える場合

又
は

看護・介護職員の員
数が基準に満たない
場合

又
は

介護支援専門員の
員数が基準に満た
ない場合

又
は

看護師が基準に定めら
れた看護職員の員数
に20/100を乗じて得た
数未満の場合

又
は

僻地の医師確保計
画を届出たもので、
医師の数が基準に
定められた医師の員
数に60/100を乗じ
て得た数未満である
場合

又
は

僻地の医師確保計
画を届出たもの以外
で、医師の数が基準
に定められた医師の
員数に60/100を乗
じて得た数未満であ
る場合

常勤のユニットリー
ダーをユニット毎に
配置していない等ユ
ニットケアにおける体
制が未整備である場
合

要介護１ （ １，０１７ 単位）
要介護２ （ １，０８４ 単位）
要介護３ （ １，１５１ 単位）
要介護４ （ １，２１９ 単位）
要介護５ （ １，２８６ 単位）
要介護１ （ １，１２８ 単位）
要介護２ （ １，１９５ 単位）
要介護３ （ １，２６２ 単位）
要介護４ （ １，３３０ 単位）
要介護５ （ １，３９７ 単位）
要介護１ （ ９５９ 単位）
要介護２ （ １，０３０ 単位）
要介護３ （ １，１００ 単位）
要介護４ （ １，１７１ 単位）
要介護５ （ １，２４１ 単位）
要介護１ （ １，０７０ 単位）
要介護２ （ １，１４１ 単位）
要介護３ （ １，２１１ 単位）
要介護４ （ １，２８２ 単位）
要介護５ （ １，３５２ 単位）
要介護１ （ ９３０ 単位）
要介護２ （ ９９９ 単位）
要介護３ （ １，０６７ 単位）
要介護４ （ １，１３６ 単位）
要介護５ （ １，２０４ 単位）
要介護１ （ １，０４１ 単位）
要介護２ （ １，１１０ 単位）
要介護３ （ １，１７８ 単位）
要介護４ （ １，２４７ 単位）
要介護５ （ １，３１５ 単位）
要介護１ （ ９１４ 単位）
要介護２ （ ９８１ 単位）
要介護３ （ １，０４８ 単位）
要介護４ （ １，１１６ 単位）
要介護５ （ １，１８３ 単位）
要介護１ （ １，０２５ 単位）
要介護２ （ １，０９２ 単位）
要介護３ （ １，１５９ 単位）
要介護４ （ １，２２７ 単位）
要介護５ （ １，２９４ 単位）
要介護１ （ ８５２ 単位）
要介護２ （ ９１９ 単位）
要介護３ （ ９８６ 単位）
要介護４ （ １，０５４ 単位）
要介護５ （ １，１２１ 単位）
要介護１ （ ９６３ 単位）
要介護２ （ １，０３０ 単位）
要介護３ （ １，０９７ 単位）
要介護４ （ １，１６５ 単位）
要介護５ （ １，２３２ 単位）
要介護１ （ ７５４ 単位）
要介護２ （ ８２１ 単位）
要介護３ （ ８８８ 単位）
要介護４ （ ９５６ 単位）
要介護５ （ １，０２３ 単位）
要介護１ （ ８６５ 単位）
要介護２ （ ９３２ 単位）
要介護３ （ ９９９ 単位）
要介護４ （ １，０６７ 単位）
要介護５ （ １，１３４ 単位）
要介護１ （ １，１３１ 単位）
要介護２ （ １，１９８ 単位）
要介護３ （ １，２６５ 単位）
要介護４ （ １，３３３ 単位）
要介護５ （ １，４００ 単位）
要介護１ （ １，１３１ 単位）
要介護２ （ １，１９８ 単位）
要介護３ （ １，２６５ 単位）
要介護４ （ １，３３３ 単位）
要介護５ （ １，４００ 単位）
要介護１ （ １，０７３ 単位）
要介護２ （ １，１４４ 単位）
要介護３ （ １，２１４ 単位）
要介護４ （ １，２８５ 単位）
要介護５ （ １，３５５ 単位）
要介護１ （ １，０７３ 単位）
要介護２ （ １，１４４ 単位）
要介護３ （ １，２１４ 単位）
要介護４ （ １，２８５ 単位）
要介護５ （ １，３５５ 単位）

（二）サービス提供体制強化加算（Ⅱ）
　　　　　　　　　　　　　　　（１日につき　６単位を加算）

（1２）  特定診療費

（１）　経口維持加算（Ⅰ）　　　　　（２８単位）

（２）　経口維持加算（Ⅱ）　　　　　　（５単位）

大
学
病
院
等

（1１）　在宅復帰支援機能加算
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1日につき　１０単位を加算）

d 退院前連携加算
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（５００単位）

（１３）　サービス提供体制
強化加算

（１０）　療養食加算
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1日につき　２３単位を加算）

（６）　栄養マネジメント加算
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1日につき　１４単位を加算）

（９）　口腔機能維持管理加算
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1月につき　３０単位を加算）

（８）　経口維持加算（１日
につき）

（一）サービス提供体制強化加算（Ⅰ）
　　　　　　　　　　　　　　　（１日につき　１２単位を加算）

（三）サービス提供体制強化加算（Ⅲ）
　　　　　　　　　　　　　　　（１日につき　６単位を加算）

（一）　認知
症疾患型介
護療養施設
サービス費
（Ⅰ）
看護<3：1>
介護<6：1>

（二）認知症疾患型経過型介護療養施設サービス
費（Ⅱ）
<多床室>

b.ユニット型認知症疾患型介護
療養施設サービス費（ⅱ）
<ユニット型準個室>

b.ユニット型認知症疾患型介護
療養施設サービス費（ⅱ）
<ユニット型準個室>

a.ユニット型認知症疾患型介護
療養施設サービス費（ⅰ）
<ユニット型個室>

b.認知症疾患型介護療養施設
サービス費（ⅱ）
<多床室>

b.認知症疾患型介護療養施設
サービス費（ⅱ）
<多床室>

一
般
病
院

（一）　ユニッ
ト型認知症
疾患型
介護療養施
設サービス
費（Ⅰ）

（二）　ユニッ
ト型認知症
疾患型
介護療養施
設サービス
費（Ⅱ）

（７）　経口移行加算
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1日につき　２８単位を加算）

注　身体拘束廃止未実施減算　　　　　　　　　　　　　　（1日につき　５単位を減算）

（５）　退院時
指導等加算

（二）　老人訪問看護指示加算
　　　（入院患者１人につき１回を限度として３００単位算定）

b 退院時指導加算
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（４００単位）

（一）　退院
時等指導
加算

a 退院前後訪問指導加算
　　（入院中1回（又は2回）、退院後1回を限度に、
４６０単位を算定）

c 退院時情報提供加算
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（５００単位）

（４）　初期加算　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1日につき　３０単位を加算）

注　外泊時費用

注　他科受診時費用

（1）　認知
症疾患型
介護療養
施設サービ
ス費
（１日につ
き）

（３）　ユ
ニット型認
知症疾患
型介護療
養施設
サービス費
（１日につ
き）

大
学
病
院
等

a.認知症疾患型介護療養施設
サービス費（ⅰ）
<従来型個室>

b.認知症疾患型介護療養施設
サービス費（ⅱ）
<多床室>一

般
病
院

（２）　認知
症疾患型
経過型介
護療養施
設サービス
費
（１日につ
き）

（一）認知症疾患型経過型介護療養施設サービス
費（Ⅰ）
<従来型個室>

a.認知症疾患型介護療養施設
サービス費（ⅰ）
<従来型個室>

aユニット型.認知症疾患型介護
療養施設サービス費（ⅰ）
<ユニット型個室>

基本部分

（二）　認知
症疾患型介
護療養施設
サービス費
（Ⅱ）
看護<4：1>
介護<4：1>

（五）　認知
症疾患型介
護療養施設
サービス費
（Ⅴ）
経過措置型

a.認知症疾患型介護療養施設
サービス費（ⅰ）
<従来型個室>

b.認知症疾患型介護療養施設
サービス費（ⅱ）
<多床室>

（四）　認知
症疾患型介
護療養施設
サービス費
（Ⅳ）
看護<4：1>
介護<6：1>

a.認知症疾患型介護療養施設
サービス費（ⅰ）
<従来型個室>

b.認知症疾患型介護療養施設
サービス費（ⅱ）
<多床室>

a.認知症疾患型介護療養施設
サービス費（ⅰ）
<従来型個室>

（三）　認知
症疾患型介
護療養施設
サービス費
（Ⅲ）
看護<4：1>
介護<5：1>

注

×９０／１００×７０／１００

×７０／１００

×９７／１００

－１２単位

×７０／１００ ×９０／１００

入院患者に対して居宅における外泊を認めた場合、１月に６日を限度として所定単位数に代えて１日につき３６２単位を算定

×７０／１００

×９０／１００

×９０／１００

注
居宅介護支援事業者と退院前から連携し、情報提供とサービス調整を行った場合

注
退院後の主治医に対して診療情報を提供した場合

注
入院患者及びその家族等に対して退院後の療養上の指導を行った場合

入院患者に対して、専門的な診療が必要になり、他医療機関において診療が行われた場合、１月に４日を限度として所定単位数に代えて１日につき３６２単位を算定

介護　１６



：平成21年度見直し案箇所

Ⅰ　指定介護予防サービス介護給付費単位数の算定構造

　１　介護予防訪問介護費

　２　介護予防訪問入浴介護費

　３　介護予防訪問看護費

　４　介護予防訪問リハビリテーション費

　５　介護予防居宅療養管理指導費

　６　介護予防通所介護費

　７　介護予防通所リハビリテーション費

　８　介護予防短期入所生活介護費

　９　介護予防短期入所療養介護費

　　　イ　介護老人保健施設における介護予防短期入所療養介護費

　　　ロ　療養病床を有する病院における介護予防短期入所療養介護費

　　　ハ　診療所における介護予防短期入所療養介護費

　　　ニ　老人性認知症疾患療養病棟を有する病院における介護予防短期入所療養介護費

　１０　介護予防特定施設入居者生活介護費

　１１　介護予防福祉用具貸与費

Ⅱ　指定介護予防支援介護給付費単位数の算定構造

　　　　介護予防支援費

介　護　報　酬　の　算　定　構　造 （案）

介　護　予　防　サ　ー　ビ　ス

kaigojigyousha1
四角形



Ⅰ　指定介護予防サービス介護給付費単位数の算定構造

１　介護予防訪問介護費

注 注 注 注

３級訪問介護員に
より行われる場合
（※）

特別地域介護予
防訪問介護加算

中山間地域等にお
ける小規模事業所
加算

中山間地域等に居
住する者へのサー
ビス提供加算

　

２　介護予防訪問入浴介護費

注 注 注 注 注
介護職員2人が
行った場合

全身入浴が困難
で、清拭又は部分
浴を実施した場合

特別地域介護予
防訪問入浴介護
加算

中山間地域等にお
ける小規模事業所
加算

中山間地域等に居
住する者へのサー
ビス提供加算

　：　特別地域介護予防訪問入浴介護加算、中山間地域等における小規模事業所加算、中山間地域等に居住する者へのサービス提供加算は、支給限度額
管理の対象外の算定項目

　：　特別地域介護予防訪問介護加算、中山間地域等における小規模事業所加算、中山間地域等に居住する者へのサービス提供加算
は、支給限度額管理の対象外の算定項目

※平成21年3月31日時点で３級訪問介護員が指定介護予防訪問介護事業所に雇用されている場合であって、当該者が指定介護予防訪問介護を
行う場合は、平成22年3月31日までの間、所定単位数の100分の80に相当する単位数を算定する。

基本部分

要支援２
　　　週２回を超える程度の介護予防
　　　訪問介護が必要とされた者
　　　（１月につき　４,０１０単位）

＋５／１００

イ　介護予防訪問介護費（Ⅰ）

×７０／１００

ニ　初回加算
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（１回につき　＋２００単位）

＋５／１００

基本部分

×８０／１００ ＋１５／１００

＋１５／１００ ＋１０／１００

ロ　サービス提供体制強化加算
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（１回につき　＋２４単位）

＋１０／１００ロ　介護予防訪問介護費（Ⅱ）

ハ　介護予防訪問介護費（Ⅲ）

イ　介護予防訪問入浴介護費　　　（１回につき　８５４単位） ×９５／１００

要支援１・２
　　　週1回程度の介護予防訪問介護
　　　が必要とされた者
　　　（１月につき　１,２３４単位）

要支援１・２
　　　週２回程度の介護予防訪問介護
　　　が必要とされた者
　　　（１月につき　２,４６８単位）

　[脚注]
　　　１．単位数算定記号の説明
　　　　　＋○○単位　　　 ⇒　　　所定単位数　＋　○○単位
　　　　　－○○単位　　　 ⇒　　　所定単位数　－　○○単位
　　　　　×○○／１００　　⇒　　　所定単位数　×　○○／１００
　　　　　＋○○／１００　　⇒　　　所定単位数　＋　所定単位数×○○／１００

　

予防　１



３　介護予防訪問看護費

注 注 注 注 注 注 注 注

准看護師の場
合

指定介護予防訪問
看護ステーションの理
学療法士､作業療法
士及び言語聴覚士の
場合

夜間若しくは早
朝の場合又は深
夜の場合

２人以上による
介護予防訪問
看護を行う場合

１時間３０分以
上の介護予防
訪問看護を行う
場合

特別地域介護
予防訪問看護
加算

中山間地域等
における小規模
事業所加算

中山間地域等
に居住する者へ
のサービス提供
加算

緊急時介護予
防訪問看護加
算（※）

特別管理加算

　：　特別地域介護予防訪問看護加算、中山間地域等における小規模事業所加算、中山間地域等に居住する者へのサービス提供加算は、支給限度額管理の対象外の算定項目

※　医療機器等を使用する者等特別な管理が必要な状態の者への月２回目以降の緊急的訪問については、夜間、早朝、深夜の加算を算定できるものとする。

４　介護予防訪問リハビリテーション費

注 注

中山間地域等
に居住する者
へのサービス
提供加算

短期集中リハビリ
テーション実施加
算

　　

　：　中山間地域等に居住する者へのサービス提供加算は、支給限度額管理の対象外の算定項目

５　介護予防居宅療養管理指導費

※　ロ（１）（二）及び（２）（二）について、がん末期の患者及び中心静脈栄養患者については、週2回かつ月8回算定できる。

※　居住系施設入居者等とは、養護老人ホーム、軽費老人ホーム、有料老人ホーム、高齢者専用賃貸住宅、介護予防小規模多機能型居宅介護、介護予防認知症対応型共同生活介護を受けている者をいう。

１月につき
＋２５０単位

３０分未満の
場合

＋２５４単位

３０分以上の
場合

＋４０２単位

1月につき
 ＋５４０単位

（一）　在宅の利用者に対して行う場
合
　　　　　　　　　　　　（５００単位）

（二）　居住系施設入居者等に対して
行う場合
　　　　　　　　　　　　（３８５単位）

注
特別な薬剤の投薬が行われている在宅
の利用者又は居住系施設入居者等に対
して、当該薬剤の使用に関する必要な薬
学的管理指導を行った場合

　
　　　　　　　　　　　　＋１００単位

（２）　介護予防居宅療養管理指導費（Ⅱ）
（在宅時医学総合管理料又は特定施設入居時等医学
総合管理料を算定する場合）
  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （２９０単位）

注
情報提供が行われない場合
　　　　　　　　　　　　-１００単位

病院又は診療所
の場合

（４）　１時間以上１時間３０分未満
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（８４５単位）

ホ　保健師、看護師が行う場合
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （４００単位）

ロ　薬剤師が行
う場合

（１）　病院又は診療所
の薬剤師が行う場合
  （月２回を限度）

（２）　薬局の薬剤師の
場合

　（月４回を限度）

ハ　管理栄養士
が行う場合（月２
回を限度）

（一）　在宅の利用者に対して行う場
合
　　　　　　　　　　　　（５５０単位）

（二）　居住系施設入居者等に対して
行う場合
　　　　　　　　　　　　　（３５０単位）

（２）　居住系施設入居者等に対して行う場合
　
　　　　　　　　　　　　　　　　　（３００単位）

（１）　在宅の利用者に対して行う場合
 
　　　　　　　　　　　　　　　　   （３５０単位）

（２）　居住系施設入居者等に対して行う場合
　
　　　　　　　　　　　　　　　　　（４５０単位）

ニ　歯科衛生士
等が行う場合（月
４回を限度）

（１）　在宅の利用者に対して行う場合
 
　　　　　　　　　　　　　　　　   （５３０単位）

1月につき
＋２９０単位

退院（所）日又は新
たに要支援認定を
受けた日から３月

以内
＋２００単位

＋５／１００＋１０／１００＋１５／１００

＋３００単位

＋３００単位

イ　医師又は歯
科医師が行う場
合（月２回を限
度）

ハ　サービス提供体制強化加算
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （１回につき　＋６単位）

介護老人保健施設
の場合

１回につき　３０５単位

基本部分

基本部分

（１）　介護予防居宅療養管理指導費（Ⅰ）
（（２）以外）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　   （５００単位）

イ　介護予防
訪問リハビリ
テーション費

ロ　サービス提供体制強化加算
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（１回につき　＋６単位）

基本部分

（２）　３０分未満
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（３４３単位）

（３）　３０分以上１時間未満
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（５５０単位）

（１）　２０分未満（夜間、早朝、深夜のみ算定可）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（２８５単位）

イ　指定介護予
防訪問看護ス
テーションの場
合

（３）　３０分以上１時間未満
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（８３０単位）

（４）　１時間以上１時間３０分未満
　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　（１,１９８単位）

ロ　病院又は診
療所の場合

（２）　３０分未満
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（４２５単位）

（１）　２０分未満（夜間・深夜・早朝のみ算定可）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（２３０単位）

注
准看護師が行う場合
　
　　　　　　　　　　　　×９０／１００

30分未満
４２５単位を算定

30分以上1時間未満
８３０単位を算定

注

×９０／１００

夜間又は早朝
の場合

＋２５／１００

深夜の場合
＋５０／１００

＋５／１００

予防　２



６　介護予防通所介護費

注 注

利用者の数が
利用定員を超
える場合

又
は

看護・介護職員
の員数が基準
に満たない場
合

中山間地域等
に居住する者
へのサービス提
供加算

若年性認知症
利用者受入加
算

　：　中山間地域等に居住する者へのサービス提供加算は、支給限度額管理の対象外の算定項目

７　介護予防通所リハビリテーション費

注 注

利用者の数が
利用定員を超
える場合

又
は

医師、理学療
法士・作業療法
士・言語聴覚
士、看護・介護
職員の員数が
基準に満たな
い場合

中山間地域等
に居住する者
へのサービス提
供加算

若年性認知症
利用者受入加
算

　：　中山間地域等に居住する者へのサービス提供加算は、支給限度額管理の対象外の算定項目

（１）　サービス提供体制強
化加算（Ⅰ）

＋５／１００

基本部分

イ　介護予防通所介護
費

要支援１
　　　　（1月につき　２,２２６単位）

要支援２
　　　　（1月につき　４,３５３単位）

注

×７０/１００

要支援１
　　　　（1月につき　２,４９６単位）

要支援２
　　　　（1月につき　４,８８０単位）

イ　介護予防通所リハ
ビリテーション費

ロ　運動器機能向上加算　　　　　　　　　　　　　　　　　（1月につき　２２５単位を加算）

ハ　栄養改善加算　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1月につき　１５０単位を加算）

ヘ　サービス提供体制
強化加算

ホ　事業所評価加算　　　　　　　　                     （1月につき　１００単位を加算）

ニ　口腔機能向上加算　　 　　　　　　　　　　　　　　　 （1月につき　１５０単位を加算）

×７０/１００ ×７０/１００

ロ　アクティビティ実施加算　　  　　　　　　　　　　　　（1月につき　５３単位を加算）

ハ　運動器機能向上加算　 　　　　　　　　　　　　　　（1月につき　２２５単位を加算）

ヘ　事業所評価加算　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1月につき　１００単位を加算）

ニ　栄養改善加算　　　　　　  　　　　　　　　　　　　　（1月につき　１５０単位を加算）

ホ　口腔機能向上加算　　　 　　　　　　　　　　　　　（1月につき　１５０単位を加算）

基本部分

ト　サービス提供体制
強化加算 （２）　サービス提供体制強

化加算（Ⅱ）

（１）　サービス提供体制強
化加算（Ⅰ）

（２）　サービス提供体制強
化加算（Ⅱ）

１月につき
＋２４０単位

１月につき
＋２４０単位

×７０/１００

＋５／１００

注

要支援２　（１月につき　４８単位を加算）

要支援１　（１月につき　２４単位を加算）

要支援２　（１月につき　９６単位を加算）

要支援１　（１月につき　４８単位を加算）

要支援１　（１月につき　４８単位を加算）

要支援２　（１月につき　９６単位を加算）

要支援１　（１月につき　２４単位を加算）

要支援２　（１月につき　４８単位を加算）

予防　３



８　介護予防短期入所生活介護費

注 注 注 注 注

夜勤を行う職
員の勤務条件
基準を満たさ
ない場合

利用者の数及
び入所者の数
の合計数が入
所定員を超え
る場合

又
は

介護・看護職
員の員数が基
準に満たない
場合

常勤のユニット
リーダーをユニッ
ト毎に配置してい
ない等ユニットケ
アにおける体制
が未整備である
場合

機能訓練体制
加算

認知症行動・
心理症状緊急
対応加算

若年性認知
症利用者受
入加算

利用者に対し
て送迎を行う
場合

要支援１ （ ４９２ 単位）

要支援２ （ ６１１ 単位）

要支援１ （ ５３６ 単位）

要支援２ （ ６６７ 単位）

要支援１ （ ４６４ 単位）

要支援２ （ ５７７ 単位）

要支援１ （ ５１４ 単位）

要支援２ （ ６３３ 単位）

要支援１ （ ５７１ 単位）

要支援２ （ ６９５ 単位）

要支援１ （ ５７１ 単位）

要支援２ （ ６９５ 単位）

要支援１ （ ５４０ 単位）

要支援２ （ ６７１ 単位）

要支援１ （ ５４０ 単位）

要支援２ （ ６７１ 単位）

ニ　サービス提供体制強
化加算

（３）　サービス提供体制強化加算（Ⅲ）
　　　　　　　　　　（１日につき　６単位を加算）

（２）　サービス提供体制強化加算（Ⅱ）
　　　　　　　　　　（１日につき　６単位を加算）

（１）　サービス提供体制強化加算（Ⅰ）
　　　　　　　　　　（１日につき　１２単位を加算）

ハ　療養食加算
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1日につき　２３単位を加算）

（二）　単独型介護予防短期入
所生活介護費（Ⅱ）
<多床室>

（１）　単独
型介護予
防短期入
所生活介
護費

（一）　単独型介護予防短期入
所生活介護費（Ⅰ）
＜従来型個室＞

（２）　併設
型ユニット
型介護予
防短期入
所生活介
護費

（一）　単独型ユニット型介護予
防短期入所生活介護費（Ⅰ）
<ユニット型個室>

（二）　単独型ユニット型介護予
防短期入所生活介護費（Ⅱ）
<ユニット型準個室>

（２）　併設
型介護予
防短期入
所生活介
護費

ロ　ユニット
型介護予
防短期入
所生活介
護費
（1日につ
き）

（１）　単独
型ユニット
型介護予
防短期入
所生活介
護費

片道につき
　＋１８４単位

注

基本部分

イ　介護予
防短期入
所生活介
護費
（1日につ
き）

×９７／１００ ×７０／１００
1日につき
＋１２単位

×７０／１００
1日につき

＋１２０単位

　1日につき
＋２００単位
（７日間を限

度））

（一）　併設型ユニット型介護予
防短期入所生活介護費（Ⅰ）
<ユニット型個室>

（二）　併設型ユニット型介護予
防短期入所生活介護費（Ⅱ）
<ユニット型準個室>

×９７／１００

（一）　併設型介護予防短期入
所生活介護費（Ⅰ）
<従来型個室>

（二）　併設型介護予防短期入
所生活介護費（Ⅱ）
<多床室>

予防　４



９　介護予防短期入所療養介護費
　イ　介護老人保健施設における介護予防短期入所療養介護費

注 注 注 注 注 注 注

夜勤を行う職員
の勤務条件基
準を満たさない
場合

利用者の数及び
入所者の数の合
計数が入所定
員を超える場合

又
は

医師、看護職
員、介護職員、
理学療法士、作
業療法士又は
言語聴覚士の
員数が基準に満
たない場合

常勤のユニット
リーダーをユニッ
ト毎に配置してい
ない等ユニットケ
アにおける体制
が未整備である
場合

夜勤職員配置
加算

リハビリテーショ
ン機能強化加算

個別リハビリテー
ション実施加算

認知症行動・心
理症状緊急対
応加算

若年性認知症
利用者受入加
算

利用者に対し
て送迎を行う場
合

要支援１ （ ５７２ 単位）

要支援２ （ ７１２ 単位）

要支援１ （ ６３１ 単位）

要支援２ （ ７８５ 単位）

要支援１ （ ５７２ 単位）

要支援２ （ ７１２ 単位）

要支援１ （ ６３１ 単位）

要支援２ （ ７８５ 単位）

要支援１ （ ５７２ 単位）

要支援２ （ ７１２ 単位）

要支援１ （ ６３１ 単位）

要支援２ （ ７８５ 単位）

要支援１ （ ６３８ 単位）

要支援２ （ ７９４ 単位）

要支援１ （ ６３８ 単位）

要支援２ （ ７９４ 単位）

要支援１ （ ６３８ 単位）

要支援２ （ ７９４ 単位）

要支援１ （ ６３８ 単位）

要支援２ （ ７９４ 単位）

要支援１ （ ６３８ 単位）

要支援２ （ ７９４ 単位）

要支援１ （ ６３８ 単位）

要支援２ （ ７９４ 単位）

　：　特別療養費と緊急時施設療養費は、支給限度額管理の対象外の算定項目

※　ＰＴ・ＯＴ・ＳＴによる人員配置減算を適用する場合には、リハビリテーション機能強化加算は算定しない。

片道につき
　＋１８４単位

a.介護老人保健施設
介護予防短期入所療
養介護費（ⅰ）
＜従来型個室＞

b.介護老人保健施設
介護予防短期入所療
養介護費（ⅱ）
＜多床室＞

a.ユニット型介護老人
保健施設介護予防短
期入所療養介護費
（ⅰ）
＜ユニット型個室＞

１日につき
＋２００単位
（７日間を限

度）

１日につき
＋１２０単位

１日につき
＋２４０単位

×７０／１００
１日につき
＋２４単位

×９７／１００

注　特別療養費

注　療養体制維持特別加算
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1日につき　２７単位を加算）

基本部分

（１）　介護
老人保健施
設介護予防
短期入所療
養介護費（1
日につき）

（一）　介護老人保健
施設介護予防短期入
所療養介護費（Ⅰ）

a.介護老人保健施設
介護予防短期入所療
養介護費（ⅰ）
＜従来型個室＞

（二）　介護老人保健
施設介護予防短期入
所療養介護費（Ⅱ）
＜療養型老健：看護
職員を配置＞

（４）　緊急時施設療養
費

（二）　特定治療

（２）　ユニッ
ト型介護老
人保健施設
介護予防短
期入所療養
介護費（1日
につき）

（一）　ユニット型介護
老人保健施設介護予
防短期入所療養介護
費（Ⅰ）

1日につき
＋３０単位

（二）　ユニット型介護
老人保健施設介護予
防短期入所療養介護
費（Ⅱ）
＜療養型老健：看護
職員を配置＞

a.ユニット型介護老人
保健施設介護予防短
期入所療養介護費
（ⅰ）
＜ユニット型個室＞

b.ユニット型介護老人
保健施設介護予防短
期入所療養介護費
（ⅱ）
＜ユニット型準個室＞

（三）　ユニット型介護
老人保健施設介護予
防短期入所療養介護
費（Ⅲ）
＜療養型老健：看護
オンコール体制＞

注

×７０／１００×９７／１００

a.介護老人保健施設
介護予防短期入所療
養介護費（ⅰ）
＜従来型個室＞

（３）　療養食加算
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1日につき　２３単位を加算）

b.ユニット型介護老人
保健施設介護予防短
期入所療養介護費
（ⅱ）
＜ユニット型準個室＞

b.ユニット型介護老人
保健施設介護予防短
期入所療養介護費
（ⅱ）
＜ユニット型準個室＞

a.ユニット型介護老人
保健施設介護予防短
期入所療養介護費
（ⅰ）
＜ユニット型個室＞

（三）　介護老人保健
施設介護予防短期入
所療養介護費（Ⅲ）
＜療養型老健：看護
オンコール体制＞

b.介護老人保健施設
介護予防短期入所療
養介護費（ⅱ）
＜多床室＞

b.介護老人保健施設
介護予防短期入所療
養介護費（ⅱ）
＜多床室＞

（一）　緊急時治療管理
　（1月に1回3日を限度に､1日につき５００単位を算定）

（５）　サービス提供体制
強化加算

（一）　サービス提供体制強化加算（Ⅰ）
　　　　　　　　　　　　　　　　　（１日につき　１２単位を加算）

（三）　サービス提供体制強化加算（Ⅲ）
　　　　　　　　　　　　　　　　　（１日につき　６単位を加算）

（二）　サービス提供体制強化加算（Ⅱ）
　　　　　　　　　　　　　　　　　（１日につき　６単位を加算）

予防　５



　ロ　療養病床を有する病院における介護予防短期入所療養介護費

注 注 注 注 注 注 注

夜勤を行う職
員の勤務条件
基準を満たさ
ない場合

利用者の数及
び入院患者の
数の合計数が
入院患者の定
員を超える場
合

又
は

看護・介護職
員の員数が基
準に満たない
場合

又
は

看護師が基準
に定められた
看護職員の員
数に20/100を
乗じて得た数
未満の場合

又
は

僻地の医師確
保計画を届出
たもので、医師
の数が基準に
定められた医
師の員数に
60/100を乗じ
て得た数未満
である場合

又
は

僻地の医師確
保計画を届出
たもの以外で、
医師の数が基
準に定められ
た医師の員数
に60/100を乗
じて得た数未
満である場合

常勤のユニット
リーダーをユ
ニット毎に配置
していない等ユ
ニットケアにお
ける体制が未
整備である場
合

廊下幅が設備
基準を満たさ
ない場合

医師の配置に
ついて医療法
施行規則第４
９条の規定が
適用されている
場合

夜勤を行う職
員の勤務条件
に関する基準
の区分による
加算

認知症行動・
心理症状緊急
対応加算

若年性認知症
利用者受入加
算

利用者に対し
て送迎を行う
場合

要支援１ （ ５４８ 単位）

要支援２ （ ６８１ 単位）

要支援１ （ ６３２ 単位）

要支援２ （ ７８６ 単位）

要支援１ （ ５１２ 単位）

要支援２ （ ６３６ 単位）

要支援１ （ ５９６ 単位）

要支援２ （ ７４１ 単位）

要支援１ （ ４８７ 単位）

要支援２ （ ６０５ 単位）

要支援１ （ ５７１ 単位）

要支援２ （ ７１０ 単位）

要支援１ （ ５４８ 単位）

要支援２ （ ６８１ 単位）

要支援１ （ ６３２ 単位）

要支援２ （ ７８６ 単位）

要支援１ （ ５４８ 単位）

要支援２ （ ６８１ 単位）

要支援１ （ ６３２ 単位）

要支援２ （ ７８６ 単位）

要支援１ （ ６３９ 単位）

要支援２ （ ７９５ 単位）

要支援１ （ ６３９ 単位）

要支援２ （ ７９５ 単位）

要支援１ （ ６３９ 単位）

要支援２ （ ７９５ 単位）

要支援１ （ ６３９ 単位）

要支援２ （ ７９５ 単位）

　：　特定診療費は、支給限度額管理の対象外の算定項目

※　医師の人員配置減算を適用する場合には、医師経過措置減算を適用しない。

※　夜勤勤務条件減算を適用する場合には、夜間勤務等看護加算を適用しない。

×７０／１００

－２５単位

×９０／１００

×９０／１００×７０／１００

×７０／１００

夜間勤務等
看護（Ⅰ）
＋２３単位

夜間勤務等
看護（Ⅱ）
＋１４単位

夜間勤務等
看護（Ⅲ）
＋１４単位

夜間勤務等
看護（Ⅳ）
＋７単位

－１２単位

病院療養病
床療養環境

減算
　－２５単位

×９７／１００

（４）　ユニッ
ト型病院療
養病床経過
型介護予防
短期入所療
養介護費
（１日につき）

（一）　ユニット型病院療養病床経過型介護予防
短期入所療養介護費（Ⅰ）
<ユニット型個室>

（二）　ユニット型病院療養病床経過型介護予防
短期入所療養介護費（Ⅱ）
<ユニット型準個室>

（５）　療養食加算
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1日につき　２３単位を加算）

（７）　サービス提供体
制強化加算

（６）　特定診療費

（三）　サービス提供体制強化加算（Ⅲ）
　　　　　　　　　　　　　　（１日につき　６単位を加算）

（二）　サービス提供体制強化加算（Ⅱ）
　　　　　　　　　　　　　　（１日につき　６単位を加算）

（一）　サービス提供体制強化加算（Ⅰ）
　　　　　　　　　　　　　　（１日につき　１２単位を加算）

（二）　病院療
養病床経過型
介護予防短期
入所療養介護
費（Ⅱ）
看護<8:1>
介護<4:1>

a.病院療養病床経過型介護予
防短期入所療養介護費（ⅰ）
<従来型個室>

（３）　ユニッ
ト型病院療
養病床介護
予防短期入
所療養介護
費
（１日につき）

a.病院療養病床介護予防短期
入所療養介護費（ⅰ）
<従来型個室>

（二）　ユニット型病院療養病床介護予防短期入
所療養介護費（Ⅱ）
<ユニット型準個室>

a.病院療養病床介護予防短期
入所療養介護費（ⅰ）
<従来型個室>

（一）　ユニット型病院療養病床介護予防短期入
所療養介護費（Ⅰ）
<ユニット型個室>

b.病院療養病床経過型介護予
防短期入所療養介護費（ⅱ）
<多床室>

（二）　病院療
養病床介護予
防短期入所療
養介護費（Ⅱ）
看護<6:1>
介護<5:1>

（１）　病院療
養病床介護
予防短期入
所療養介護
費
（１日につき）

b.病院療養病床介護予防短期
入所療養介護費（ⅱ）
<多床室>

（三）　病院療
養病床介護予
防短期入所療
養介護費（Ⅲ）
看護<6:1>
介護<6:1>

b.病院療養病床介護予防短期
入所療養介護費（ⅱ）
<多床室>

a.病院療養病床介護予防短期
入所療養介護費（ⅰ）
<従来型個室>

b.病院療養病床介護予防短期
入所療養介護費（ⅱ）
<多床室>

注

×９０／１００

１日につき
＋２００単位
（７日間を限

度）

片道につき
＋１８４単位

１日につき
＋１２０単位

基本部分

（一）　病院療
養病床介護予
防短期入所療
養介護費（Ⅰ）
看護<6:1>
介護<4:1>

×９０／１００

－１２単位
b.病院療養病床経過型介護予
防短期入所療養介護費（ⅱ）
<多床室>

（２）　病院療
養病床経過
型介護予防
短期入所療
養介護費

（１日につき）

（一）　病院療
養病床経過型
介護予防短期
入所療養介護
費（Ⅰ）
看護<6:1>
介護<4:1>

a.病院療養病床経過型介護予
防短期入所療養介護費（ⅰ）
<従来型個室>

予防　６



　ハ　診療所における介護予防短期入所療養介護費

注 注 注 注 注 注
利用者の数及
び入院患者の
数の合計数が
入院患者の定
員を超える場合

常勤のユニット
リーダーをユニッ
ト毎に配置して
いない等ユニット
ケアにおける体
制が未整備であ
る場合

廊下幅が設備
基準を満たさな
い場合

認知症行動・心
理症状緊急対
応加算

若年性認知症
利用者受入加
算

利用者に対して
送迎を行う場合

要支援１ （ ５３１ 単位）

要支援２ （ ６６０ 単位）

要支援１ （ ６１５ 単位）

要支援２ （ ７６５ 単位）

要支援１ （ ４６１ 単位）

要支援２ （ ５７３ 単位）

要支援１ （ ５５０ 単位）

要支援２ （ ６８４ 単位）

要支援１ （ ６２２ 単位）

要支援２ （ ７７４ 単位）

要支援１ （ ６２２ 単位）

要支援２ （ ７７４ 単位）

　：　特定診療費は、支給限度額管理の対象外の算定項目

（４）　特定診療費

（３）　療養食加算
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1日につき　２３単位を加算）

（三）　サービス提供体制強化加算（Ⅲ）
　　　　　　　　　　　　（１日につき　６単位を加算）

（二）　サービス提供体制強化加算（Ⅱ）
　　　　　　　　　　　　（１日につき　６単位を加算）

（一）　サービス提供体制強化加算（Ⅰ）
　　　　　　　　　　　　（１日につき　１２単位を加算）

（５）　サービス提供体制強化加算

片道につき
　＋１８４単位

診療所設備基
準減算

－６０単位

b.診療所介護予防短期入
所療養介護費（ⅱ）
<多床室>

×９７／１００

１日につき
＋１２０単位

１日につき
＋２００単位

（７日間を限度）

a.診療所介護予防短期入
所療養介護費（ⅰ）
<従来型個室>

b.診療所介護予防短期入
所療養介護費（ⅱ）
<多床室>

（二）　ユニット型診療所介護予防短期入所
療養介護費（Ⅱ）
<ユニット型準個室>

a.診療所介護予防短期入
所療養介護費（ⅰ）
<従来型個室>

×７０/１００

（一）　診療所介
護予防短期入所
療養介護費
（Ⅰ）
看護<6：1>
介護<6：1>

（二）　診療所介
護予防短期入所
療養介護費
（Ⅱ）
看護・介護
<3：１>

（１）　診療所介
護予防短期入
所療養介護費
（１日につき）

基本部分

（一）　ユニット型診療所介護予防短期入所
療養介護費（Ⅰ）
<ユニット型個室>

（２）　ユニット型
診療所介護予
防短期入所療
養介護費
（１日につき）

予防　７



　ニ　老人性認知症疾患療養病棟を有する病院における介護予防短期入所療養介護費

注 注

利用者の数及び
入院患者の数の
合計数が入院患
者の定員を超え
る場合

又
は

看護・介護職員
の員数が基準に
満たない場合

又
は

看護師が基準に
定められた看護
職員の員数に
20/100を乗じて
得た数未満の場
合

又
は

僻地の医師確保
計画を届出たも
ので、医師の数
が基準に定めら
れた医師の員数
に60/100を乗じ
て得た数未満で
ある場合

又
は

僻地の医師確保
計画を届出たも
の以外で、医師
の数が基準に定
められた医師の
員数に60/100
を乗じて得た数
未満である場合

常勤のユニットリー
ダーをユニット毎に
配置していない等
ユニットケアにおけ
る体制が未整備で
ある場合

利用者に対して送
迎を行う場合

要支援１ （ ８４７ 単位）

要支援２ （ １，００７ 単位）

要支援１ （ ９５８ 単位）

要支援２ （ １，１１２ 単位）

要支援１ （ ７８０ 単位）

要支援２ （ ９４８ 単位）

要支援１ （ ８６４ 単位）

要支援２ （ １，０５３ 単位）

要支援１ （ ７５７ 単位）

要支援２ （ ９２０ 単位）

要支援１ （ ８４１ 単位）

要支援２ （ １，０２５ 単位）

要支援１ （ ７４４ 単位）

要支援２ （ ９０４ 単位）

要支援１ （ ８２８ 単位）

要支援２ （ １，００９ 単位）

要支援１ （ ６８２ 単位）

要支援２ （ ８４２ 単位）

要支援１ （ ７９３ 単位）

要支援２ （ ９４７ 単位）

要支援１ （ ５８４ 単位）

要支援２ （ ７４４ 単位）

要支援１ （ ６６８ 単位）

要支援２ （ ８４９ 単位）

要支援１ （ ９６０ 単位）

要支援２ （ １，１１５ 単位）

要支援１ （ ９６０ 単位）

要支援２ （ １，１１５ 単位）

要支援１ （ ８７１ 単位）

要支援２ （ １，０６２ 単位）

要支援１ （ ８７１ 単位）

要支援２ （ １，０６２ 単位）

　：　特定診療費は、支給限度額管理の対象外の算定項目

（６）　サービス提供体制強化加
算

（三）　サービス提供体制強化加算（Ⅲ）
　　　　　　　　　　　　　　（１日につき　６単位を加算）

（二）　サービス提供体制強化加算（Ⅱ）
　　　　　　　　　　　　　　（１日につき　６単位を加算）

（一）　サービス提供体制強化加算（Ⅰ）
　　　　　　　　　　　　　　（１日につき　１２単位を加算）

（５）　特定診療費

（４）　療養食加算
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1日につき　２３単位を加算）

片道につき
　＋１８４単位

×９０／１００

－１２単位

×９０／１００

（２）　認知症
疾患型経過
型介護予防
短期入所療
養介護費
（１日につき）

（一）認知症疾患型経過型介護予防短期入所療養介
護費（Ⅰ）
<従来型個室>

（３）　ユニット
型認知症疾
患型介護予
防短期入所
療養介護費
（１日につき） 一

般
病
院

（二）　ユニット型
認知症疾患型介
護予防短期入所
療養介護費（Ⅱ）

a.ユニット型認知症疾患型介護
予防短期入所療養介護費（ⅰ）
<ユニット型個室>

b.ユニット型認知症疾患型介護
予防短期入所療養介護費（ⅱ）
<ユニット型準個室>

基本部分

（二）　認知症疾
患型介護予防短
期入所療養介護
費（Ⅱ）
<一般病院>
看護<4：1>
介護<4：1>

（三）　認知症疾
患型介護予防短
期入所療養介護
費（Ⅲ）
<一般病院>
看護<4：1>
介護<5：1>

a.認知症疾患型介護予防短期
入所療養介護費（ⅰ）
<従来型個室>

（１）　認知症
疾患型介護
予防短期入
所療養介護
費
（１日につき）

大
学
病
院

一
般
病
院

（一）　認知症疾
患型介護予防短
期入所療養介護
費（Ⅰ）
看護<3：1>
介護<6：1>

a.認知症疾患型介護予防短期
入所療養介護費（ⅰ）
<従来型個室>

（五）　認知症疾
患型介護予防短
期入所療養介護
費（Ⅴ）
<一般病院>
経過措置型

a.認知症疾患型介護予防短期
入所療養介護費（ⅰ）
<従来型個室>

b.認知症疾患型介護予防短期
入所療養介護費（ⅱ）
<多床室>

b.認知症疾患型介護予防短期
入所療養介護費（ⅱ）
<多床室>

（四）　認知症疾
患型介護予防短
期入所療養介護
費（Ⅳ）
<一般病院>
看護<4：1>
介護<6：1>

a.認知症疾患型介護予防短期
入所療養介護費（ⅰ）
<従来型個室>

b.認知症疾患型介護予防短期
入所療養介護費（ⅱ）
<多床室>

b.認知症疾患型介護予防短期
入所療養介護費（ⅱ）
<多床室>

a.認知症疾患型介護予防短期
入所療養介護費（ⅰ）
<従来型個室>

b.認知症疾患型介護予防短期
入所療養介護費（ⅱ）
<多床室>

b.ユニット型認知症疾患型介護
予防短期入所療養介護費（ⅱ）
<ユニット型準個室>

（二）認知症疾患型経過型介護予防短期入所療養介
護費（Ⅱ）
<多床室>

大
学
病
院

aユニット型.認知症疾患型介護
予防短期入所療養介護費（ⅰ）
<ユニット型個室>（一）　ユニット型

認知症疾患型介
護予防短期入所
療養介護費（Ⅰ）

注

×９０／１００

×９７／１００

×７０／１００ ×９０／１００

×７０／１００

×７０／１００

予防　８



１０　介護予防特定施設入居者生活介護費

注 注 注 注 注

看護・介護職員の
員数が基準に満
たない場合

介護職員の員数
が基準に満たな
い場合

個別機能訓練加
算

医療機関連携加
算

障害者等支援加
算

要支援１ （ ２０３ 単位）

要支援２ （ ４６９ 単位）

・介護予防訪問系及び介護予防通所系サービス

・介護予防福祉用具貸与

１１　介護予防福祉用具貸与費

※　要支援１又は要支援２の者については、車いす、車いす付属品、特殊寝台、特殊寝台付属品、床ずれ防止用具、体位変換器、認知症老人徘徊感知機器、移動
用リフトを算定しない。（ただし、別に厚生労働大臣が定める状態にある者を除く。）

　：　特別地域介護予防福祉用具貸与加算、中山間地域等における小規模事業所加算、中山間地域等に居住する者へのサービス提供加算は、支給限度
額管理の対象外となる算定項目

交通費に相当する額の１／３に相当す
る額を事業所の所在地に適用される１
単位の単価で除して得た単位数を加算
（個々の用具ごとに貸与費の１／３を限
度）

中山間地域等に居住する者へのサー
ビス提供加算

中山間地域等における小規模事業所
加算

介護予防福祉用具
貸与費
（現に指定介護予防
福祉用具貸与に要し
た費用の額を当該事
業所の所在地に適用
される１単位の単価で
除して得た単位数）

基本部分

注

特別地域介護予防福祉用具貸与加
算

車いす付属品

注 注

交通費に相当する額の２／３に相当す
る額を事業所の所在地に適用される１
単位の単価で除して得た単位数を加
算
（個々の用具ごとに貸与費の２／３を限
度）

歩行器

車いす

特殊寝台付属品

床ずれ防止用具

歩行補助つえ

認知症老人徘徊感知機器

特殊寝台

交通費に相当する額を事業所の所在
地に適用される１単位の単価で除して
得た単位数を加算
（個々の用具ごとに貸与費の１００／１
００を限度）

移動用リフト

体位変換器

手すり

スロープ

ロ　外部サービス利用型介護予防特定施設入居者生活介
護費
　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1日につき   ６０ 単位）

委託先である指定介護予防サービス事業者により介護予防サービスが
行われる場合基本部分

×７０／１００
イ　介護予防特定施設入居者
生活介護費
　　（1日につき）

１日につき
＋１２単位

　通常の福祉用具貸与と同様

※ただし、基本部分も含めて介護予防サービスの区分支給限度額を
限度とする。

　（介護予防通所介護等の選択的サービス（運動器
機能向上、栄養改善、口腔機能向上）の加算が可
能）

　通常の各サービスの基本部分の報酬単位の　９０／１００

注

×７０／１００

１月につき
＋８０単位

１日につき
＋２０単位

予防　９



（別紙２） 

受付番号  
 

介護給付費算定に係る体制等に関する届出書 
 

平成  年  月  日 

青森県知事        殿 
所在地 

名 称             

代表者氏名               印 
 

このことについて、関係書類を添えて以下のとおり届け出ます。 

      
フリガナ 

事業所名  

 

介護保険事業所番号 ０ ２          

(郵便番号      －     ) 

      県     郡市 

 
事業所の所在地 
 

 

事
業
所
の
状
況 

連 絡 先 電話番号  FAX番号  

同一の所在地において行う事業等 

の種類 

実施 

事業 
異動等の区分 異動(予定)年月日 異動項目 

(※変更の場合) 

訪問介護  1新規  2変更   

訪問入浴介護  1新規  2変更  

訪問看護  1新規  2変更  

訪問ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ  1新規  2変更  

居宅療養管理指導  1新規  2変更  

通所介護  1新規  2変更  

通所ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ  1新規  2変更  

短期入所生活介護  1新規  2変更  

短期入所療養介護  1新規  2変更  

特定入居者生活介護  1新規  2変更  

福祉用具貸与  1新規  2変更  

特定福祉用具販売  1新規  2変更  

介護予防訪問介護  1新規  2変更  

介護予防訪問入浴介護  1新規  2変更  

介護予防訪問看護  1新規  2変更  

介護予防訪問ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ  1新規  2変更  

介護予防居宅療養管理指導  1新規  2変更  

介護予防通所介護  1新規  2変更  

介護予防通所ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ  1新規  2変更  

介護予防短期入所生活介護  1新規  2変更  

介護予防短期入所療養介護  1新規  2変更  

介護予防特定入居者生活介護  1新規  2変更  

介護予防福祉用具貸与  1新規  2変更  

指 

定 

居 

宅 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

ス 

サ

ー

ビ

ス

・

指

定

介

護

予

防

サ

ー

ビ

特定介護予防福祉用具販売  1新規  2変更  

居宅介護支援  1新規  2変更  

介護老人福祉施設  1新規  2変更  

介護老人保健施設  1新規  2変更  

届 

出 

を 

行 

う 

事 

業 

所 

・ 

施 
設 
の 

種 

類 

施
設 

介護療養型医療施設  1新規  2変更  

変     更     前 変     更     後 
特 

記 

事 

項 

  

関 係 書 類 別添のとおり 

 
届出に関して確認を要する場合の連絡先（必ず記載すること） 

 
この届出に関する担当者及び連絡先 

 担当者名 

 連絡先  TEL 

      FAX 
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（別紙１）

事 業 所 番 号

施設等の区分 人員配置区分

地域区分 １　特別区　２　特甲地　３　甲地　４　乙地　５　その他

特別地域加算 １　なし　２　あり

１　身体介護 ３級ヘルパー体制

２　生活援助 特定事業所加算

３　通院等乗降介助 中山間地域等における小規模事業所加算（地域に関する状況）

中山間地域等における小規模事業所加算（規模に関する状況）１　延訪問回数２００回超　２　延訪問回数２００回以下

特別地域加算 １　なし　２　あり

中山間地域等における小規模事業所加算（地域に関する状況）

中山間地域等における小規模事業所加算（規模に関する状況）１　延訪問回数２０回超　２　延訪問回数２０回以下

サービス提供体制強化加算

特別地域加算 １　なし　２　あり

中山間地域等における小規模事業所加算（地域に関する状況）

１　訪問看護ステーション 中山間地域等における小規模事業所加算（規模に関する状況）１　延訪問回数１００回超　２　延訪問回数１００回以下

２　病院又は診療所 緊急時訪問看護加算 １　なし　２　あり

特別管理体制 １　対応不可　２　対応可

ターミナルケア体制 １　なし　２　あり

サービス提供体制強化加算 １　なし　２　あり

１　病院又は診療所 サービス提供体制強化加算 １　なし　２　あり

２　介護老人保健施設

職員の欠員による減算の状況 １　なし　２　看護職員　３　介護職員 １　なし　２　あり

時間延長サービス体制 １　対応不可　２　対応可

３　小規模型事業所 入浴介助体制 １　なし　２　あり

４　通常規模型事業所 個別機能訓練体制 １　なし　２　加算Ⅰ　３　加算Ⅱ　

６　大規模型事業所（Ⅰ） 若年性認知症利用者受入加算 １　なし　２　あり

７　大規模型事業所（Ⅱ） 若年性認知症ケア体制 １　なし　２　あり

５　療養通所介護事業所 栄養改善体制 １　なし　２　あり

口腔機能向上体制 １　なし　２　あり

サービス提供体制強化加算 １　なし　２　加算Ⅰ　３　加算Ⅱ　４　加算Ⅲ

１　なし　２　医師　３　看護職員　４　介護職員　５　理学療法士　６　作業療法士

７　言語聴覚士

時間延長サービス体制 １　対応不可　２　対応可

４　通常規模の事業所 入浴介助体制 １　なし　２　あり

５　大規模の事業所（Ⅰ） 認知症短期集中リハ体制 １　なし　２　あり

６　大規模の事業所（Ⅱ） 若年性認知症利用者受入体制 １　なし　２　あり

口腔機能向上体制 １　なし　２　あり

栄養改善体制 １　なし　２　あり

サービス提供体制強化加算 １　なし　２　加算Ⅰ　３　加算Ⅱ

特別地域加算 １　なし　２　あり

中山間地域等における小規模事業所加算（地域に関する状況）

中山間地域等における小規模事業所加算（規模に関する状況）１　実利用者数１５人超　２　実利用者数１５人以下

１　非該当　２　該当

１　なし　２　あり

１　なし　２　あり

12 訪問入浴介護

17 福祉用具貸与

13 訪問看護

14

通所リハビリテーション

15

職員の欠員による減算の状況

16

通所介護

１　非該当　２　該当

１　非該当　２　該当

訪問リハビリテーション

１　非該当　２　該当

各サービス共通

介 護 給 付 費 算 定 に 係 る 体 制 等 状 況 一 覧 表（案）（居宅サービス・施設サービス・居宅介護支援）

提供サービス そ　 　　の　 　　他　　 　該　　 　当　　 　す 　　　る 　　　体 　　　制 　　　等 割 引

－

11 訪問介護

１　なし　２　あり

１　なし　２　加算Ⅰ　３　加算Ⅱ　４　加算Ⅲ

１　なし　２　あり
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夜間勤務条件基準 １　基準型　２　減算型 １　なし　２　あり

職員の欠員による減算の状況 １　なし　２　看護職員　３　介護職員

ユニットケア体制 １　対応不可　２　対応可

１　単独型 機能訓練指導体制 １　なし　２　あり

２　併設型・空床型 看護体制加算 １　なし　２　あり

３　単独型ユニット型 夜勤職員配置加算 １　なし　２　あり

４　併設型・空床型ユニット型 若年性認知症利用者受入加算 １　なし　２　あり

送迎体制 １　対応不可　２　対応可

療養食加算 １　なし　２　あり

緊急受入体制 １　対応不可　２　対応可

サービス提供体制強化加算 １　なし　２　加算Ⅰ　３　加算Ⅱ　４　加算Ⅲ

夜間勤務条件基準 １　基準型　２　減算型

職員の欠員による減算の状況 １　なし　２　医師　３　看護職員　４　介護職員　５　理学療法士　６　作業療法士　７　言語聴覚士

ユニットケア体制 １　対応不可　２　対応可

１　介護老人保健施設（Ⅰ） 夜勤職員配置加算 １　なし　２　あり

２　ユニット型介護老人保健施設（Ⅰ） ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ機能強化 １　なし　２　あり

５　介護老人保健施設（Ⅱ） ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ提供体制 １　言語聴覚療法 　２　精神科作業療法 　３　その他

６　ユニット型介護老人保健施設（Ⅱ） 療養食加算 １　なし　２　あり

７　介護老人保健施設（Ⅲ） 認知症ケア加算 １　なし　２　あり

８　ユニット型介護老人保健施設（Ⅲ） 若年性認知症利用者受入加算 １　なし　２　あり

送迎体制 １　対応不可　２　対応可

特別療養費加算項目 １　重症皮膚潰瘍指導管理 　２　薬剤管理指導

療養体制維持特別加算 １　なし　２　あり

緊急受入体制 １　対応不可　２　対応可

サービス提供体制強化加算 １　なし　２　加算Ⅰ　３　加算Ⅱ　４　加算Ⅲ

夜間勤務条件基準 １　基準型　２　加算型Ⅰ　３　加算型Ⅱ　　４　加算型Ⅲ　５　減算型　６　加算型Ⅳ

職員の欠員による減算の状況 １　なし　２　医師　３　看護職員　４　介護職員

ユニットケア体制 １　対応不可　２　対応可

療養環境基準 １　基準型　２　減算型

１　病院療養型 ２　Ⅰ型 医師の配置基準 １　基準　２　医療法施行規則第49条適用

６　ユニット型病院療養型 ３　Ⅱ型 若年性認知症利用者受入加算 １　なし　２　あり

Ａ　病院経過型 ４　Ⅲ型 送迎体制 １　対応不可　２　対応可

C　ユニット型病院経過型 療養食加算 １　なし　２　あり

緊急受入体制 １　対応不可　２　対応可

特定診療費項目

サービス提供体制強化加算 １　なし　２　加算Ⅰ　３　加算Ⅱ　４　加算Ⅲ

ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ提供体制

ユニットケア体制 １　対応不可　２　対応可

設備基準 １　基準型　２　減算型

若年性認知症利用者受入加算 １　なし　２　あり

２　診療所型 １　Ⅰ型 送迎体制 １　対応不可　２　対応可

７　ユニット型診療所型 ２　Ⅱ型 療養食加算 １　なし　２　あり

緊急受入体制 １　対応不可　２　対応可

特定診療費項目

サービス提供体制強化加算 １　なし　２　加算Ⅰ　３　加算Ⅱ　４　加算Ⅲ

ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ提供体制

職員の欠員による減算の状況 １　なし　２　医師　３　看護職員　４　介護職員

３　認知症疾患型 ５　Ⅰ型 ユニットケア体制 １　対応不可　２　対応可

８　ユニット型認知症疾患型 ６　Ⅱ型 送迎体制 １　対応不可　２　対応可

Ｂ　認知症経過型 ７　Ⅲ型 療養食加算 １　なし　２　あり

８　Ⅳ型 緊急受入体制 １　対応不可　２　対応可

９　Ⅴ型 サービス提供体制強化加算 １　なし　２　加算Ⅰ　３　加算Ⅱ　４　加算Ⅲ

ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ提供体制 １　精神科作業療法　２　その他

１　有料老人ホーム 職員の欠員による減算の状況 １　なし　２　看護職員　３　介護職員 １　なし　２　あり

２　軽費老人ホーム １　一般型 個別機能訓練体制 １　なし　２　あり

３　養護老人ホーム 夜間看護体制 １　対応不可　２　対応可

４　高齢者専用賃貸住宅 医療機関連携加算 １　なし　２　あり

障害者等支援加算 １　なし　２　あり

１　重症皮膚潰瘍指導管理 　２　薬剤管理指導　　３　集団コミュニケーション療法

１　理学療法Ⅰ　３　作業療法　４　言語聴覚療法　５　精神科作業療法　６　その他　　

１　理学療法Ⅰ　３　作業療法　４　言語聴覚療法　５　精神科作業療法　６　その他　　

33

１　重症皮膚潰瘍指導管理 　２　薬剤管理指導　　３　集団コミュニケーション療法

特定施設入居者生活介護

短期入所療養介護

２　外部サービ
　　ス利用型

22 短期入所療養介護

21 短期入所生活介護

23
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特別地域加算 １　なし　２　あり

特定事業所加算 １　なし　２　加算型Ⅰ　３　加算型Ⅱ

中山間地域等における小規模事業所加算（地域に関する状況）

中山間地域等における小規模事業所加算（規模に関する状況）１　実利用者数２０人超　２　実利用者数２０人以下

夜間勤務条件基準 １　基準型　２　減算型 １　なし　２　あり

職員の欠員による減算の状況 １　なし　２　看護職員　３　介護職員　４　介護支援専門員

ユニットケア体制 １　対応不可　２　対応可

身体拘束廃止取組の有無 １　なし　２　あり

日常生活継続支援加算 １　なし　２　あり

看護体制加算 １　なし　２　あり

夜勤職員配置加算 １　なし　２　あり

１　介護福祉施設 準ユニットケア体制 １　対応不可　２　対応可

２　小規模介護福祉施設 個別機能訓練体制 １　なし　２　あり

３　ユニット型介護福祉施設 若年性認知症入所者受入加算 １　なし　２　あり

４　ユニット型小規模介護福祉施設 常勤専従医師配置 １　なし　２　あり

精神科医師定期的療養指導 １　なし　２　あり

障害者生活支援体制 １　なし　２　あり

栄養マネジメント体制 １　なし　２　あり

療養食加算 １　なし　２　あり

看取り介護体制 １　なし　２　あり　

在宅・入所相互利用体制 １　対応不可　２　対応可

認知症専門ケア体制 １　なし　２　加算Ⅰ　３　加算Ⅱ

サービス提供体制強化加算 １　なし　２　加算Ⅰ　３　加算Ⅱ　４　加算Ⅲ

夜間勤務条件基準 １　基準型　２　減算型

職員の欠員による減算の状況 １　なし　２　医師　３　看護職員　４　介護職員　５　理学療法士　６　作業療法士　７　介護支援専門員

８　言語聴覚士

ユニットケア体制 １　対応不可　２　対応可

療養食加算 １　なし　２　あり

１　介護保健施設（Ⅰ） 夜勤職員配置加算 １　なし　２　あり

２　ユニット型介護保健施設（Ⅰ） 若年性認知症入所者受入加算 １　なし　２　あり

５　介護老人保健施設（Ⅱ） 認知症ケア加算 １　なし　２　あり

６　ユニット型介護保健施設（Ⅱ） 身体拘束廃止取組の有無 １　なし　２　あり

７　介護老人保健施設（Ⅲ） ターミナルケア体制 １　なし　２　あり

８　ユニット型介護保健施設（Ⅲ） 特別療養費加算項目 １　重症皮膚潰瘍指導管理 　２　薬剤管理指導

栄養マネジメント体制 １　なし　２　あり

療養体制維持特別加算 １　なし　２　あり

認知症専門ケア加算 １　なし　２　加算Ⅰ　３　加算Ⅱ

サービス提供体制強化加算 １　なし　２　加算Ⅰ　３　加算Ⅱ　４　加算Ⅲ

ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ提供体制 １　リハビリテーション指導管理 　２　言語聴覚療法 　３　精神科作業療法 　４　その他

51

52

１　非該当　２　該当
居宅介護支援43

介護老人保健施設

介護老人福祉施設
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夜間勤務条件基準 １　基準型　２　加算型Ⅰ　３　加算型Ⅱ　４　加算型Ⅲ　５　減算型　６　加算型Ⅳ

職員の欠員による減算の状況 １　なし　２　医師　３　看護職員　４　介護職員　５　介護支援専門員

ユニットケア体制 １　対応不可　２　対応可

療養環境基準 １　基準型　２　減算型

１　病院療養型 ２　Ⅰ型 医師の配置基準 １　基準　２　医療法施行規則第49条適用

６　ユニット型病院療養型 ３　Ⅱ型 若年性認知症患者受入加算 １　なし　２　あり

Ａ　病院経過型 ４　Ⅲ型 身体拘束廃止取組の有無 １　なし　２　あり

Ｃ　ユニット型病院経過型 療養食加算 １　なし　２　あり

栄養マネジメント体制 １　なし　２　あり

特定診療費項目

認知症専門ケア加算 １　なし　２　加算Ⅰ　３　加算Ⅱ

サービス提供体制強化加算 １　なし　２　加算Ⅰ　３　加算Ⅱ　４　加算Ⅲ

ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ提供体制

ユニットケア体制 １　対応不可　２　対応可

設備基準 １　基準型　２　減算型

若年性認知症患者受入加算 １　なし　２　あり

身体拘束廃止取組の有無 １　なし　２　あり

２　診療所型 １　Ⅰ型 栄養管理の評価 １　なし　２　栄養士　３　管理栄養士　４　栄養ケア・マネジメント体制

７　ユニット型診療所型 ２　Ⅱ型 療養食加算 １　なし　２　あり

栄養マネジメント体制 １　なし　２　あり

特定診療費項目

認知症専門ケア加算 １　なし　２　加算Ⅰ　３　加算Ⅱ

サービス提供体制強化加算 １　なし　２　加算Ⅰ　３　加算Ⅱ　４　加算Ⅲ

ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ提供体制

職員の欠員による減算の状況 １　なし　２　医師　３　看護職員　４　介護職員　５　介護支援専門員

５　Ⅰ型 ユニットケア体制 １　対応不可　２　対応可

３　認知症疾患型 ６　Ⅱ型 身体拘束廃止取組の有無 １　なし　２　あり

８　ユニット型認知症疾患型 ７　Ⅲ型 療養食加算 １　なし　２　あり

Ｂ　認知症経過型 ８　Ⅳ型 栄養マネジメント体制 １　なし　２　あり

サービス提供体制強化加算 １　なし　２　加算Ⅰ　３　加算Ⅱ　４　加算Ⅲ

ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ提供体制 １　精神科作業療法　２　その他

１　重症皮膚潰瘍指導管理 　２　薬剤管理指導　　３　集団コミュニケーション療法

１　重症皮膚潰瘍指導管理 　２　薬剤管理指導　　３　集団コミュニケーション療法

１　理学療法Ⅰ　３　作業療法　４　言語聴覚療法　５　精神科作業療法　６　その他　　

１　理学療法Ⅰ　３　作業療法　４　言語聴覚療法　５　精神科作業療法　６　その他　　

53 介護療養型医療施設
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（別紙１）

事 業 所 番 号

施設等の区分 人員配置区分  　　他　　 　該　　 　当　　 　す 　　　る 　　　体 　　　制 　　　等

地域区分 １　特別区　２　特甲地　３　甲地　４　乙地　５　その他

特別地域加算 １　なし　２　あり

１　身体介護 ３級ヘルパー体制

２　生活援助 特定事業所加算 １　なし　２　加算Ⅰ　３　加算Ⅱ　４　加算Ⅲ

３　通院等乗降介助 中山間地域等における小規模事業所加算（地域に関する状況）

中山間地域等における小規模事業所加算（規模に関する状況）１　延訪問回数２００回超　２　延訪問回数２００回以下

特別地域加算 １　なし　２　あり

１　訪問看護ステーション 中山間地域等における小規模事業所加算（地域に関する状況）

２　病院又は診療所 中山間地域等における小規模事業所加算（規模に関する状況）１　延訪問回数１００回超　２　延訪問回数１００回以下

サービス提供体制強化加算 １　なし　２　あり

職員の欠員による減算の状況 １　なし　２　看護職員　３　介護職員

時間延長サービス体制 １　対応不可　２　対応可

３　小規模型事業所 入浴介助体制 １　なし　２　あり

４　通常規模型事業所 個別機能訓練体制 １　なし　２　加算Ⅰ　３　加算Ⅱ　

６　大規模型事業所（Ⅰ） 若年性認知症利用者受入加算 １　なし　２　あり

７　大規模型事業所（Ⅱ） 栄養改善体制 １　なし　２　あり

口腔機能向上体制 １　なし　２　あり

サービス提供体制強化加算 １　なし　２　加算Ⅰ　３　加算Ⅱ　４　加算Ⅲ

備考　１　この表は、事業所所在地以外の場所で一部事業を実施する出張所等がある場合について記載することとし、複数出張所等を有する場合は出張所ごとに提出してください。

１　非該当　２　該当

介 護 給 付 費 算 定 に 係 る 体 制 等 状 況 一 覧 表（案）（主たる事業所の所在地以外の場所で一部実施する場合の出張所等の状況）

１　非該当　２　該当

13 訪問看護

15 通所介護

提供サービス

11 訪問介護

各サービス共通

１　なし　２　あり
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（別紙１－２）

事 業 所 番 号

施設等の区分 人員配置区分

地域区分 １　特別区　２　特甲地　３　甲地　４　乙地　５　その他

特別地域加算 １　なし　２　あり

３級ヘルパー体制 １　なし　２　あり

中山間地域等における小規模事業所加算（地域に関する状況）

中山間地域等における小規模事業所加算（規模に関する状況） １　実利用者数５人超　２　実利用者数５人以下

特別地域加算 １　なし　２　あり

中山間地域等における小規模事業所加算（地域に関する状況）

中山間地域等における小規模事業所加算（規模に関する状況） １　延訪問回数５回超　２　延訪問回数５回以下

サービス提供体制強化加算

特別地域加算 １　なし　２　あり

中山間地域等における小規模事業所加算（地域に関する状況）

１　訪問看護ステーション 中山間地域等における小規模事業所加算（規模に関する状況） １　延訪問回数５回超　２　延訪問回数５回以下

２　病院又は診療所 緊急時訪問看護加算 １　なし　２　あり

特別管理体制 １　対応不可　２　対応可

サービス提供体制強化加算 １　なし　２　あり

１　病院又は診療所 サービス提供体制強化加算 １　なし　２　あり

２　介護老人保健施設

職員の欠員による減算の状況 １　なし　２　看護職員　３　介護職員

若年性認知症利用者受入加算 １　なし　２　あり

運動器機能向上体制 １　なし　２　あり

栄養改善体制 １　なし　２　あり

口腔機能向上体制 １　なし　２　あり

事業所評価加算〔申出〕の有無 １　なし　２　あり

サービス提供体制強化加算 １　なし　２　加算Ⅰ　３　加算Ⅱ　

１　非該当　２　該当

１　非該当　２　該当

１　非該当　２　該当

各サービス共通 －

64 介護予防訪問リハビリテーション

63 介護予防訪問看護

61 介護予防訪問介護

介 護 給 付 費 算 定 に 係 る 体 制 等 状 況 一 覧 表（案） （介護予防サービス・介護予防支援）

提供サービス そ　 　　の　 　　他　　 　該　　 　当　　 　す 　　　る 　　　体 　　　制 　　　等 割 引

１　なし　２　あり

１　なし　２　あり

１　なし　２　あり

介護予防通所介護

介護予防訪問入浴介護

１　なし　２　あり

65

62
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職員の欠員による減算の状況 １　なし　２　医師　３　看護職員　４　介護職員　５　理学療法士　６　作業療法士　７　言語聴覚士

運動器機能向上体制 １　なし　２　あり

栄養改善体制 １　なし　２　あり

口腔機能向上体制 １　なし　２　あり

若年性認知症利用者受入加算 １　なし　２　あり

事業所評価加算〔申出〕の有無 １　なし　２　あり

サービス提供体制強化加算 １　なし　２　加算Ⅰ　３　加算Ⅱ

特別地域加算 １　なし　２　あり

中山間地域等における小規模事業所加算（地域に関する状況）

中山間地域等における小規模事業所加算（規模に関する状況） １　実利用者数５人超　２　実利用者数５人以下

夜間勤務条件基準 １　基準型　２　減算型 １　なし　２　あり

職員の欠員による減算の状況 １　なし　２　看護職員　３　介護職員

１　単独型 ユニットケア体制 １　対応不可　２　対応可

２　併設型・空床型 機能訓練指導体制 １　なし　２　あり

３　単独型ユニット型 若年性認知症利用者受入加算 １　なし　２　あり

４　併設型・空床型ユニット型 送迎体制 １　対応不可　２　対応可

療養食加算 １　なし　２　あり

サービス提供体制強化加算 １　なし　２　加算Ⅰ　３　加算Ⅱ　４　加算Ⅲ

夜間勤務条件基準 １　基準型　２　減算型

職員の欠員による減算の状況 １　なし　２　医師　３　看護職員　４　介護職員　５　理学療法士　６　作業療法士　７　言語聴覚士

ユニットケア体制 １　対応不可　２　対応可

１　介護老人保健施設（Ⅰ） 夜勤職員配置加算 １　なし　２　あり

２　ユニット型介護老人保健施設（Ⅰ） ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ機能強化 １　なし　２　あり

５　介護老人保健施設（Ⅱ） 若年性認知症利用者受入加算 １　なし　２　あり

６　ユニット型介護老人保健施設（Ⅱ） 送迎体制 １　対応不可　２　対応可

７　介護老人保健施設（Ⅲ） 特別療養費加算項目

８　ユニット型介護老人保健施設（Ⅲ） 療養体制維持特別加算 １　なし　２　あり

療養食加算 １　なし　２　あり

サービス提供体制強化加算 １　なし　２　加算Ⅰ　３　加算Ⅱ　４　加算Ⅲ

ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ提供体制 １　言語聴覚療法 　２　精神科作業療法 　３　その他

１　非該当　２　該当

25 介護予防短期入所療養介護

１　重症皮膚潰瘍指導管理 　２　薬剤管理指導　３　集団コミュニケーション療法

介護予防福祉用具貸与

介護予防通所リハビリテーション66

24 介護予防短期入所生活介護

67
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夜間勤務条件基準 １　基準型　２　加算型Ⅰ　３　加算型Ⅱ　　４　加算型Ⅲ　５　減算型　６　加算型Ⅳ

職員の欠員による減算の状況 １　なし　２　医師　３　看護職員　４　介護職員

ユニットケア体制 １　対応不可　２　対応可

１　病院療養型 ２　Ⅰ型 療養環境基準 １　基準型　２　減算型

６　ユニット型病院療養型 ３　Ⅱ型 医師の配置基準 １　基準　２　医療法施行規則第49条適用

Ａ　病院経過型 ４　Ⅲ型 若年性認知症利用者受入加算 １　なし　２　あり

Ｃ　ユニット型病院経過型 送迎体制 １　対応不可　２　対応可

療養食加算 １　なし　２　あり

特定診療費項目

サービス提供体制強化加算 １　なし　２　加算Ⅰ　３　加算Ⅱ　４　加算Ⅲ

ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ提供体制 １　理学療法Ⅰ　３　作業療法　４　言語聴覚療法　５　精神科作業療法　６　その他

ユニットケア体制 １　対応不可　２　対応可

設備基準 １　基準型　２　減算型

若年性認知症利用者受入加算 １　なし　２　あり

２　診療所型 １　Ⅰ型 送迎体制 １　対応不可　２　対応可

７　ユニット型診療所型 ２　Ⅱ型 療養食加算 １　なし　２　あり

特定診療費項目

サービス提供体制強化加算 １　なし　２　加算Ⅰ　３　加算Ⅱ　４　加算Ⅲ

ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ提供体制 １　理学療法Ⅰ　３　作業療法　４　言語聴覚療法　５　精神科作業療法　６　その他

５　Ⅰ型 職員の欠員による減算の状況 １　なし　２　医師　３　看護職員　４　介護職員

３　認知症疾患型 ６　Ⅱ型 ユニットケア体制 １　対応不可　２　対応可

８　ユニット型認知症疾患型 ７　Ⅲ型 送迎体制 １　対応不可　２　対応可

Ｂ　認知症経過型 ８　Ⅳ型 療養食加算 １　なし　２　あり

９　Ⅴ型 サービス提供体制強化加算 １　なし　２　加算Ⅰ　３　加算Ⅱ　４　加算Ⅲ

ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ提供体制 １　精神科作業療法　２　その他

１　有料老人ホーム 職員の欠員による減算の状況 １　なし　２　看護職員　３　介護職員 １　なし　２　あり

２　軽費老人ホーム １　一般型 個別機能訓練体制 １　なし　２　あり

３　養護老人ホーム 医療機関連携加算 １　なし　２　あり

４　高齢者専用賃貸住宅 障害者等支援加算 １　なし　２　あり
２　外部サービ
　　ス利用型

介護予防特定施設入居者生活介護

介護予防短期入所療養介護

１　重症皮膚潰瘍指導管理 　２　薬剤管理指導　３　集団コミュニケーション療法

１　重症皮膚潰瘍指導管理 　２　薬剤管理指導　３　集団コミュニケーション療法

35

26
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（別紙１－２）

事 業 所 番 号

施設等の区分 人員配置区分  　　他　　 　該　　 　当　　 　す 　　　る 　　　体 　　　制 　　　等

地域区分 １　特別区　２　特甲地　３　甲地　４　乙地　５　その他

特別地域加算 １　なし　２　あり

３級ヘルパー体制 １　なし　２　あり

中山間地域等における小規模事業所加算（地域に関する状況）

中山間地域等における小規模事業所加算（規模に関する状況） １　実利用者数５人超　２　実利用者数５人以下

特別地域加算 １　なし　２　あり

１　訪問看護ステーション 中山間地域等における小規模事業所加算（地域に関する状況）

２　病院又は診療所 中山間地域等における小規模事業所加算（規模に関する状況） １　延訪問回数５回超　２　延訪問回数５回以下

サービス提供体制強化加算 １　なし　２　あり

職員の欠員による減算の状況 １　なし　２　看護職員　３　介護職員

若年性認知症利用者受入加算 １　あり　２　なし

運動器機能向上体制 １　なし　２　あり

栄養改善体制 １　なし　２　あり

口腔機能向上体制 １　なし　２　あり

事業所評価加算〔申出〕の有無 １　なし　２　あり

サービス提供体制強化加算 １　なし　２　加算Ⅰ　３　加算Ⅱ　

備考　１　この表は、事業所所在地以外の場所で一部事業を実施する出張所等がある場合について記載することとし、複数出張所等を有する場合は出張所ごとに提出してください。

61

介 護 給 付 費 算 定 に 係 る 体 制 等 状 況 一 覧 表（案）（主たる事業所の所在地以外の場所で一部実施する場合の出張所等の状況）

各サービス共通

１　非該当　２　該当
介護予防訪問介護

１　非該当　２　該当
63 介護予防訪問看護

介護予防通所介護65

提供サービス
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